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Ⅴ-2-12 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する 

影響評価結果 
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1. 概要

本資料は，Ⅴ-2-1-1「耐震設計の基本方針」のうち，「4.1 地震力の算定法(2)動的地震力」

及びⅤ-2-1-8「水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」に基づき，水平

2 方向及び鉛直方向地震力により，施設が有する耐震性に及ぼす影響について評価した結果を説

明するものである。 

2. 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる地震動

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価には，基準地震動ＳＳを用いる。基準

地震動ＳＳは，Ⅴ-2-1-2「基準地震動ＳＳ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策定概要」による。 

ここで，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる基準地震動ＳＳは，

複数の基準地震動ＳＳにおける地震動の特性及び包絡関係を，施設の特性による影響も考慮した

上で確認し，本影響評価に用いる。 

3. 各施設における水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに対する検討結果

3.1 建物・構築物 

3.1.1 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価部位の抽出 

(1) 耐震評価上の構成部位の整理

建物・構築物の耐震評価上の構成部位を整理し，各建屋において，該当する耐震評価上の

構成部位を網羅的に確認した。確認した結果を表 3－1－1 に示す。 

(2) 応答特性の整理

建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の

影響が想定される応答特性を整理した。応答特性は，荷重の組合せによる影響が想定される

もの及び 3 次元的な建屋挙動から影響が想定されるものに分けて整理した。整理した結果を

表 3－1－2及び表 3－1－3 に示す。 

 なお，隣接する上位クラス建物・構築物への波及的影響防止のための建物・構築物の評価

は，上位クラスの建物・構築物との相対変位による衝突可否判断が基本となる。そのため，

せん断及び曲げ変形評価を行うこととなり，壁式構造では耐震壁（ラーメン構造では柱，梁）

を主たる評価対象部位とし，その他の構成部位については抽出対象に該当しない。 

(3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出

表 3－1－1 に示す耐震評価上の構成部位のうち，表 3－1－2 に示す荷重の組合せによる応

答特性により，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響が想定される部位を抽出した。抽出し

た結果を表 3－1－4に示す。 

 応答特性①－1「直交する水平 2 方向の荷重が，応力として集中する部位」として，主排

気筒及び非常用ガス処理系配管支持架構の隅柱，原子炉建屋，非常用ガス処理系配管支持架

構，使用済燃料乾式貯蔵建屋，格納容器圧力逃がし装置格納槽及び緊急時対策所建屋の基礎

スラブ並びに主排気筒，非常用ガス処理系配管支持架構，使用済燃料乾式貯蔵建屋及び緊急

時対策所建屋の杭を抽出した。 
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 また，応答特性①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用する部位」

として，原子炉建屋の地下外壁及びプール側壁，格納容器圧力逃がし装置格納槽及びタービ

ン建屋の地下外壁を抽出した。

(4) 3 次元的な応答特性が想定される部位の抽出

表 3－1－1 に示す耐震評価上の構成部位のうち，荷重の組合せによる応答特性が想定され

る部位として抽出されなかった部位について，表 3－1－3 に示す 3 次元的な応答特性により，

水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響が想定される部位を抽出した。抽出した結果を表 3－1

－5 に示す。 

 応答特性②－1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい可能性がある部位」

として，原子炉建屋の燃料取替フロアの壁を抽出した。 

 また，応答特性②－2「加振方向以外の方向に励起される振動が発生する可能性がある部

位」として，非常用ガス処理系配管支持架構の梁一般部（水平材）及び鉄骨ブレース（斜

材）を抽出した。 

(5) 3 次元ＦＥＭモデルによる精査

上記（4）で抽出した 3 次元的な応答特性が想定される部位として抽出した部位について，

3 次元ＦＥＭモデルにより精査を行う。精査した結果を表 3－1－6 に示す。

 応答特性②－1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい部位」については，

施設の重要性,建屋規模及び構造特性を考慮し,下部に上位クラス施設がある原子炉建屋の

燃料取替フロアの壁を代表として 3次元ＦＥＭモデルによる精査を行う。 

 応答特性②－2「加振方向以外の方向に励起される振動の影響が大きい部位」については，

ねじれ応答の影響が懸念されるとともに，重要設備である非常用ガス処理系配管支持架構

の梁一般部（水平材）及び鉄骨ブレース（斜材）を代表として 3 次元ＦＥＭモデルによる

精査を行う。 

また，原子炉建屋の耐震評価部位全般に対し，局所的な応答について，3次元ＦＥＭモデ

ルによる精査を行う。精査は，地震応答解析により水平 2 方向及び鉛直方向入力時の影響

を評価することで行う。 
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表 3－1－1 建物・構築物における耐震評価上の構成部材の整理 

耐震性評価部位 

原子炉建屋 主排気筒 

非常用ガス

処理系配管

支持架構 

使用済燃料 

乾式貯蔵 

建屋 

格納容器 

圧力逃がし 

装置格納槽 

緊急時 

対策所建屋 

タービン

建屋

サービス

建屋

RC 造 

及び S造 
S 造 S 造 

RC 造 

及び S造 
RC 造 RC 造 

RC 造 

及び S造 

RC 造 

及び S造 

柱 

一般部 ◯ － － ◯ － ○ ◯ ◯ 

隅部 ◯ ◯ ○ ◯ － ○ ◯ ◯

地下部 ◯ － － － － － ◯ － 

筒身 － ○ － － － － － － 

梁 

一般部 ◯ ◯ ○ ◯ － ○ ◯ ◯ 

地下部 ◯ － － － － － ◯ － 

鉄骨ﾄﾗｽ ◯ － － ◯ － － ◯ － 

壁 

一般部 ◯ － － ◯ ◯ ○ ◯ ◯ 

地下部 ◯ － － － ◯ － ◯ － 

鉄骨ﾌﾞﾚｰｽ － ◯ ○ － － － － ◯ 

床 

屋根 
一般部 ◯ － － ◯ ◯ ○ ◯ ◯ 

基礎 

基礎スラブ ◯ － ○ ◯ ◯ ○ ◯ － 

ケーソン － － － － － － ◯ － 

基礎梁 － ○ － － － － － ○ 

杭 － ○ ○ ◯ － ○ ◯ ◯ 

凡例 ◯：対象の構造部材有り，―：対象の部材なし 
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表 3－1－2 水平2方向及び鉛直方向地震力の影響が想定される応答特性 

（荷重の組合せによる応答特性） 

荷重の組合せによる応

答特性 
影響想定部位 

①－1

直交する水

平 2 方向の

荷重が，応

力として集

中 

応力の集中する隅柱等 

 （例）

①－2

面内方向の

荷重を負担

しつつ，面

外方向の荷

重が作用 

土圧を負担する地下耐震壁等 

水圧を負担するプール壁等 

  （例） 

荷重

荷重

（隅柱）

y 

x 

荷重

荷重

軸応力が集中

壁

（円筒壁）

（矩形の基礎スラブ）

y

x
荷重

荷重
応力が集中

y x 
z 

水平荷重

水平荷重

y 

x 

耐震壁

面内荷重

面外荷重（土圧，水圧等） 

y

x
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表 3－1－3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響が想定される応答特性 

（3 次元的な応答特性） 

3 次元的な 

応答特性 
影響想定部位 

②－1

面内方向

の荷重に

加え，面

外慣性力

の影響が

大きい 

大スパン又は吹き抜け部に設置された部位 

  （例） 

②－2

加 振 方 向

以 外 の 方

向 に 励 起

さ れ る 振

動 

塔状構造物を含む，ねじれ挙動が想定される建物・構築物 

  （例） 

y

x

耐震構造部材

面内荷重

面外慣性力

（耐震構造部材）

面外慣性力

y x 

z 

（鉄骨トラス）

y

x

y

x

y 

x 

荷重

耐震構造部材

（壁）

（ブレース）

ブレース壁

面内荷重
荷重

スラブ

（床・屋根）

柱

z

x
y

（鉄骨架構）

面内荷重
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表 3－1－4 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の確認が必要な部位の抽出 

（荷重の組合せによる応答特性によるスクリーニング） 

耐震性評価部位 

原子炉建屋 主排気筒 

非常用ガス
処理系配管
支持架構 

使用済燃料 

乾式貯蔵 

建屋 

格納容器 

圧力逃がし 

装置格納槽 

緊急時 

対策所建屋 

タービン 

建屋 

サービス 

建屋 

RC造 

及びS造 
S造 S造 

RC造 

及びS造 
RC造 RC造 

RC造 

及びS造 

RC造 

及びS造 

柱 

一般部 該当なし － － 該当なし － 該当なし 該当なし 該当なし 

隅部 該当なし ①－1要 ①－１要 該当なし － 該当なし 該当なし 不要（※1） 

地下部 該当なし － － － － － 該当なし － 

筒身 － 該当なし － － － － － － 

梁 

一般部 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし － 該当なし 該当なし 該当なし 

地下部 該当なし － － － － － 該当なし － 

鉄骨ﾄﾗｽ 該当なし － － 該当なし － － 該当なし － 

壁 

一般部 ①－2要（ﾌﾟｰﾙ側壁） － － 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 不要（※1） 

地下部 ①－2要 － － － ①－2要 － ①－2要 － 

鉄骨ﾌﾞﾚｰｽ － 該当なし 該当なし － － － － 不要（※1） 

床 

屋根 
一般部 該当なし － － 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 

基礎 

基礎スラブ ①－1要 － ①－１要 ①－1要 ①－1要 ①－1要 該当なし － 

ケーソン － － － － － － 該当なし － 

基礎梁 － 該当なし － － － － － 該当なし 

杭 － ①－1要 ①－１要 ①－1要 － ①－1要 該当なし 該当なし 

凡例 要：評価必要，不要：評価不要，①－1：応答特性「直交する水平2方向の荷重が応力として集中」，①－2：応答特性「面内荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」 

(※1):上位クラス建物・構築物への波及的影響防止のための評価対象建屋であり，隣接する原子炉建屋へ衝突することを前提に波及的影響評価を実施するため不要とする。
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表3－1－5 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の確認が必要な部位の抽出 

（3次元的な応答特性を踏まえたスクリーニング） 

耐震性評価部位 

原子炉建屋 主排気筒 

非常用ガス
処理系配管
支持架構 

使用済燃料 

乾式貯蔵 

建屋 

格納容器 

圧力逃がし 

装置格納槽 

緊急時 

対策所建屋 

タービン 

建屋 

サービス 

建屋 

RC造 

及びS造 
S造 S造 

RC造 

及びS造 
RC造 RC造 

RC造 

及びS造 

RC造 

及びS造 

柱 

一般部 不要 － － 不要 － 不要 不要 不要 

隅部 不要 要 要 不要 － 不要 不要 不要 

地下部 不要 － － － － － 不要 － 

筒身 － 不要 － － － － － － 

梁 

一般部 不要 不要 ②－2 不要 － 不要 不要 不要 

地下部 不要 － － － － － 不要 － 

鉄骨ﾄﾗｽ 不要 － － 不要 － － 不要 － 

壁 

一般部 
要（ﾌﾟｰﾙ側壁） 

②－1（燃料取替フロア壁）
－ － 不要 不要 不要 不要（※1） 不要 

地下部 要 － － － 要 － 要 － 

鉄骨ﾌﾞﾚｰｽ － 不要 ②－2 － － － － 不要 

床 

屋根 
一般部 不要 － － 不要 不要 不要 不要 不要 

基礎 

基礎スラブ 要 － 要 要 要 要 不要 － 

ケーソン － － － － － － 不要 － 

基礎梁 － 不要 － － － － － 不要 

杭 － 要 要 要 － 要 不要 不要 

凡例 要：荷重の組合せによる応答特性でのスクリーニングで抽出済み，不要：評価不要，②－1：応答特性「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」，②－2：応答特性「加振方向以外の方向に励起され

る振動」 

 (※１):上部階の壁は複数スパンにまたがって直交方向に壁及び大梁がなく，面内方向荷重に加え，面外慣性力の影響が大きいと考えられるが下部に上位クラス施設がないため不要とする。
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表 3-1-6 3 次元ＦＥＭモデルを用いた精査 

耐震評価部位 
対象 

建物・構築物 
3 次元的な応答特性 3 次元 FEM モデルを用いた精査方法 

梁 一般部 
非常用ガス処理系配

管支持架構 

②－2

(加振方向以外の方向に励起

される振動が発生) 

水平2方向及び鉛直方向入力時の応答の水

平1方向入力時の応答に対する増分が小さ

いことを確認する。 

壁 

一般部 
原子炉建屋 

（燃料取替フロア） 

②－1

(面内方向の荷重に加え面外

慣性力の影響が大きい) 

同上 

鉄骨 

ブレース 

非常用ガス処理系配

管支持架構 

②－2

(加振方向以外の方向に励起

される振動が発生) 

同上 

耐震評価 

部位全般 
原子炉建屋 局所的な応答 同上 

（※１）下線部は代表として評価する建物・構築物を示す。 



9 

N
T
2
 
補
②

 
Ⅴ

-
2-
1
2
 R
0 

3.2 機器・配管系 

3.2.1 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

 評価対象設備を機種毎に分類した上での検討を行う。機種毎に分類した設備の各評価

部位，応力分類に対し構造上の特徴から水平 2方向の地震力による影響を以下の項目より

検討し，影響の可能性がある設備を抽出した。 

(1) 水平 2方向の地震力が重複する観点

水平 1 方向の地震力に加えて，さらに水平直交方向に地震力が重複した場合，水平 2 方

向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が必要となる可能性が

あるものを抽出する。以下の場合は，水平 2方向の地震力により影響が軽微な設備である

と整理した。なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上の観点から発生応力への影響

に着目し，その増分が１割程度以下となる機器を分類しているが，水平 1方向地震力によ

る裕度（許容応力／発生応力）が 1.1 未満の機器については個別に検討を行うこととす

る。

ａ．水平 2 方向の地震力を受けた場合でも，その構造により水平 1方向の地震力しか負担し

ないもの 

横置きの容器等は，水平 2 方向の地震力を想定した場合，水平 1方向を拘束する構

造であることや水平各方向で振動特性及び荷重の負担断面が異なる構造であることによ

り，特定の方向の地震力の影響を受ける部位であるため，水平 1方向の地震力しか負担

しないものとして分類した。 

ｂ．水平 2 方向の地震力を受けた場合，その構造により最大応力の発生箇所が異なるもの 

一様断面を有する容器類の胴板等は，水平 2方向の地震力を想定した場合，それぞ

れの水平方向地震力に応じて応力が最大となる箇所があることから，最大応力の発生箇

所が異なり，水平 2方向の地震力を組み合わせても影響が軽微であるものとして分類し

た。その他の設備についても同様の理由から最大応力の発生箇所が異なり，水平 2 方向

の地震力を組み合わせても影響が軽微であるものとして分類した。 

ｃ．水平 2 方向の地震力を組み合わせても水平 1 方向の地震による応力と同等と言えるもの 

原子炉圧力容器スタビライザ及び格納容器スタビライザは，周方向 8箇所を支持す

る構造で配置されており，水平 1 方向の地震力を 6 体で支持する設計としており，水平

2 方向の地震力を想定した場合，地震力を負担する部位が増え，また，最大反力を受け

もつ部位が異なることで，水平 1 方向の地震力による荷重と水平 2 方向の地震力を想定

した場合における荷重が同等になるものであり，水平 2方向の地震を組み合わせても 1

方向の地震による応力と同等のものと分類した。 

スタビライザと同様の支持方式を有するその他の設備についても，同様の理由から

水平 2方向の地震を組み合わせても 1 方向の地震による応力と同様のものと分類した。 

ｄ．従来評価において，水平 2 方向の考慮をした評価を行っているもの 

蒸気乾燥器支持ブラケット等は，従来評価において，水平 2方向地震を考慮した評価

を行っているため，水平 2 方向の影響を考慮しても影響がないものとして分類した。 

(2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点



10 

N
T
2
 
補
②

 
Ⅴ

-
2-
1
2
 R
0 

 水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影響が生じる可能性

のある設備を抽出する。 

 機器・配管系設備のうち，水平方向の各軸方向に対して均等な構造となっている機器は，

評価上有意なねじれ振動は生じない。 

 一方，３次元的な広がりを持つ配管系等は，系全体として考えた場合，有意なねじれ振動

が発生する可能性がある。しかし，水平方向とその直交方向が相関する振動が想定される設

備は，従来設計より３次元のモデル化を行っており，その振動モードは適切に考慮した評価

としているため，この観点から抽出される機器は無かった。 

(3) 水平 1方向及び鉛直方向地震力に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力の増分の観点

(1)(2)において影響の可能性がある設備について，水平 2 方向の地震力が各方向１：１

で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平 1 方向及び鉛直方向地震

力の設計手法による発生値と比較し，その増分により影響の程度を確認し，耐震性への影

響が懸念される設備を抽出した。

水平 1方向に対する水平 2 方向の地震力による発生値の増分の検討は，機種毎の分類に

対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕度が小さい設備（部位）を対象とする。水平 2方向

の地震力の組合せは米国 Regulatory Guide 1.92 の「2.Combining Effects Caused by 

Three Spatial Components of an Earthquake」を参考として非同時性を考慮した SRSS 法

により組み合わせ，発生値の増分を算出する。増分の算出は，従来の評価で考慮している

保守性により増分が低減又は包絡されることも考慮する。 

・ 従来の評価データを用いた簡易的な算出では，地震・地震以外の応力に分離可能なも

のは地震による発生値のみ組み合わせた後，地震以外による応力と組み合わせて算

出する。

・ 設備（部位）によっては解析等で求められる発生荷重より大きな設計荷重を用いてい

るものもあるため，上記組合せによる発生値を設計荷重が上回ることを確認したも

のには，水平 2方向の地震力による発生値の増分はないものとして扱う。

・ 応答軸が明確な設備で，設備の応答軸の方向あるいは厳しい応力が発生する向きへ地

震力を入力している場合は，耐震性への影響が懸念されないものとして扱う。

3.2.2 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

 抽出された設備について，水平 2方向及び鉛直方向地震力を想定した発生値を以下の方

法により算出する。 

 発生値の算出における水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せは，米国 Regulatory 

Guide 1.92 の「2. Combining Effects Caused by Three Spatial Components of an 

Earthquake」を参考として非同時性を考慮した SRSS 法を適用する。 

(1) 従来評価データを用いた算出

従来の水平 1 方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた評価結果を用いて，以下の条件に

より水平 2方向及び鉛直方向地震力に対する発生値を算出することを基本とする。 

・水平各方向及び鉛直方向地震力をそれぞれ個別に用いて従来の発生値を算出している
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設備は，水平 2方向及び鉛直方向地震力を組み合わせて水平 2 方向を考慮した発生値

の算出を行う。 

・水平 1 方向と鉛直方向の地震力を組合せた上で従来の発生値を各方向で算出している

設備は，鉛直方向を含んだ水平各方向別の発生値を組み合わせて水平 2 方向を考慮し

た発生値の算出を行う。

・水平各方向を包絡した床応答曲線による地震力と鉛直方向の地震力を組み合わせた上

で従来の発生値を算出している設備は，鉛直方向を含んだ水平各方向同一の発生値を

組み合わせて水平 2方向を考慮した発生値の算出を行う。

また，算出にあたっては必要に応じて以下も考慮する。 

・発生値が地震以外の応力成分を含む場合，地震による応力成分と地震以外の応力成分

を分けて算出する。 
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3.3 屋外重要土木構造物 

3.3.1 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

(1) 構造形式の分類

図3－3－1に屋外重要土木構造物の配置図を示す。

屋外重要土木構造物は，その構造形式より1)取水構造物，常設代替高圧電源装置置場，

常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部），常設低圧代替注水系ポンプ室，緊急用海水

ポンプピット，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎及び可搬型設備用軽油タンク基

礎のような箱型構造物，2)常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部，カルバート

部），常設低圧代替注水系配管カルバート及び格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの

ような線状構造物，3)代替淡水貯槽，ＳＡ用海水ピット取水塔及びＳＡ用海水ピットのよう

な円筒状構造物，4)取水構造物，屋外二重管，緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎

及び可搬型設備用軽油タンク基礎の鋼管杭基礎，5)屋外二重管，海水引込み管及び緊急用海

水取水管のような管路構造物の５種類に大別される。 

図3－3－1 屋外重要土木構造物配置図 
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(2) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理

表3－3－1に，従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を示す。

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土圧及び動水圧，摩擦

力，慣性力が挙げられる。 

表3－3－1 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

（注）作用荷重のイメージ図は平面図を示す。 

(3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出

構造形式毎の荷重作用による影響程度を表3－3－2に示す。

評価対象構造物の地震時の挙動は，躯体が主に地中に埋設されることから，周辺地盤の挙動

に大きく影響される。整理した荷重のうち 摩擦力や 慣性力は， 動土圧及び動水圧と比較

するとその影響は小さいことから，水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討の対象

とする構造物の抽出では， 動土圧及び動水圧による影響を考慮する。 

作用荷重 作用荷重のイメージ（注） 

動土圧及

び動水圧 

従来設計手法における評価対

象断面に対して，平行に配置

される構造部材に作用する動

土圧及び動水圧 

 摩擦力 

周辺の埋戻土と躯体間で生じ

る相対変位に伴い発生する摩

擦力 

 慣性力 躯体に作用する慣性力 

加
振
方
向

従来設計手法の評価対象断面 

動土圧・動水圧 

従来設計手法の評価対象断面 

加
振
方
向摩

擦
力

従来設計手法の評価対象断面 

加
振
方
向

慣
性
力
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 線状構造物については，その構造上の特徴として，妻壁（評価対象断面に対して平行に配置

される壁部材）等を有さない若しくは妻側（小口）の面積が小さいことから，従来設計手法に

おける評価対象断面に対して直交する 動土圧及び動水圧は作用しない。 

 箱型構造物は，妻壁等を有することから，従来設計手法における評価対象断面に対して直交

する 動土圧及び動水圧が作用する。 

円筒状構造物及び鋼管杭基礎は，図3－3－2に示すように水平2方向入力による応力の集中

が考えられる。 

管路構造物については，従来設計手法において管軸方向と管軸直角方向の応力を合成した応

力評価を実施しており，水平2方向及び鉛直方向の地震力を同時に作用させて評価を行ってい

る。 

図3－3－2 円筒状構造物・鋼管杭基礎に係る応答特性 

以上のことから，荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式として，従来評価手

法における評価対象断面に対して直交する 動土圧及び動水圧が作用する箱型構造物並びに水

平2方向入力による応力の集中が考えられる円筒状構造物，鋼管杭基礎及び管路構造物を抽出

する。 

軸応力が集中

円筒状構造物・鋼管杭
ｙ

ｘ 荷重

荷重
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表3－3－2(1) 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出（1／3） 

3.3.4（1）で整理した構

造形式の分類 

1)箱型構造物 

（取水構造物等） 

2)線状構造物 

（常設低圧代替注水系配管カルバート等） 

3.3.4(2)で整理した荷重

の作用状況 

 

動土圧及び動水圧 主に妻壁に作用 動土圧及び動水圧 作用しない 

 摩擦力 側壁に作用 摩擦力 側壁，頂版に作用 

 慣性力 全ての部材に作用 慣性力 全ての部材に作用 

従来設計手法における評

価対象断面に対して直交

する荷重の影響程度 

従来設計手法における評価対象断面に対して平行に配置され

る構造部材（妻壁）を有し， 動土圧及び動水圧による荷重

が作用するため影響大 

従来設計手法における評価対象断面に対して平行に配置され

る構造部材を有さず 動土圧及び動水圧による荷重が作用し

ないため影響小 

抽出結果 

（○：影響検討実施） 
○ × 

従来設計手法における評価対象断面（弱軸に平行な断面） 

(注) 慣性力はすべての構造部材に作用 (注) 慣性力はすべての構造部材に作用 

従来設計手法における評価対象断面（弱軸に平行な断面） 
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表3－3－2(2) 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出（2／3） 

3.3.4（1）で整理した

構造形式の分類 

3)円筒状構造物 

（代替淡水貯槽等） 

3.3.4（2）で整理した

荷重の作用状況 

 

動土圧及び動水圧 主に胴体部に作用 

摩擦力 主に胴体部に作用 

慣性力 全ての部材に作用 

従来設計手法における

評価対象断面に対して

直交する荷重の影響度

胴体部において， 動土圧及び動水圧による荷重が作用する

ため影響大 

抽出結果 

（○：影響検討実施）
○ 

(注) 慣性力はすべての構造部材に作用 

従来設計手法における評価対象断面 
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表3－3－2(3) 水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出（3／3） 

3.3.4（1）で整理した

構造形式の分類 

4)鋼管杭基礎 

（取水構造物等の杭基礎） 

5)管路構造物 

（屋外二重管等） 

3.3.4（2）で整理した

荷重の作用状況 

 

管軸方向と管軸直角方向の応力を合成した応力評価を

実施しており，従来設計手法において水平2方向及び

鉛直方向の地震力の組合せが考慮されている 

 

動土圧及び動水圧 主に胴体部に作用 

 摩擦力 主に胴体部に作用 

 慣性力 全ての部材に作用 

従来設計手法における

評価対象断面に対して

直交する荷重の影響度 

胴体部において， 動土圧及び動水圧による荷重及び

上部工からの荷重が作用するため影響大 

抽出結果 

（○：影響検討実施） 
○ ○ 

(注) 慣性力はすべての構造部材に作用 

従来設計手法における評価対象断面 

管軸方向 

管軸直角方向 

加振方向 
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(4) 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定される箇所の抽出

(3)で抽出しなかった構造形式である線状構造物について，構造物毎の平面・断面図を以下

に示す。各構造物の構造，地盤条件等を考慮した上で，従来設計手法における評価対象断面

以外の３次元的な応答特性が想定される箇所を抽出する。 

a) 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）【線状構造物】

図 3－3－3に常設代替高圧電源装置用カルバートの配置図，図 3－3－4 及び図 3－3－5 に

常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）の断面図を示す。 

当該トンネルは，断面変化がほとんどないが，緩やかな曲線部が計画されている。図 3－3

－6（施工目地の割り付け概念図）に示すように，適切な間隔で施工目地を設けることによ

り，構造物に応力集中が発生しないような設計方針とする。なお，施工目地の間隔は，トン

ネルの適用事例が多い「トンネル標準示方書：土木学会」に基づき決定する。

図 3－3－3 常設代替高圧電源装置用カルバート配置図 

図 3－3－4 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）縦断面図 
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図 3－3－5 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）横断面図 

 

 

図 3－3－6 常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部） 

施工目地の割り付け概念図 
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b) 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）【線状構造物】 

図 3－3－7に常設代替高圧電源装置用カルバートの配置図，図 3－3－8 及び図 3－3－9 に

常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）の平面図及び断面図を示す。 

内空幅約 2m，内空高さ約 3m のカルバート部【A 部】は，断面変化もほとんどなく直線であ

る。また，鋼管杭を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置されるため，強軸断面方向の

曲げの影響をほとんど受けない。一方，内空幅約 12m，内空高さ約 3mのカルバート部【B

部】は，内空寸法はほぼ一様であるが屈曲部（隅角部）を有するため，水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せの影響として，弱軸断面方向のせん断変形や強軸断面方向の曲げ変形へ

の影響が想定される。 

 

 

図 3－3－7 常設代替高圧電源装置用カルバート配置図 
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図 3－3－8 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）平面図 

図 3－3－9 常設代替高圧電源装置用カルバート 

（カルバート部）断面図（①－①'断面）
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c) 常設低圧代替注水系配管カルバート【線状構造物】

図 3－3－10 及び図 3－3－11 に常設低圧代替注水系配管カルバートの平面図及び断面図を

示す。 

当該構造物は，断面変化もほとんどなく直線である。また，人工岩盤を介して十分な支持

性能を有する岩盤に設置されるため，強軸断面方向の曲げの影響をほとんど受けない。 

図 3－3－10 常設低圧代替注水系配管カルバート平面図 

図 3－3－11 常設低圧代替注水系配管カルバート断面図（東西断面） 
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d) 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート（上部工）【線状構造物】

図 3－3－12，図 3－3－13 及び図 3－3－14 に格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの

平面図及び断面図を示す。 

当該構造物は，断面変化があり屈曲部を有するため，水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せの影響として，弱軸断面方向のせん断変形や強軸断面方向の曲げ変形への影響が想定さ

れる。 

図 3－3－12 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート平面図 

図 3－3－13 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート断面図（Ａ－Ａ断面） 
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図 3－3－14 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート断面図（Ｂ－Ｂ断面） 

線状構造物として大別した常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）及び格納

容器圧力逃がし装置用配管カルバートは，構造物の配置上，屈曲部を有する。線状構造物の

屈曲部では，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響として，弱軸断面方向のせん断

変形や強軸断面方向の曲げ変形への影響が想定される。 

以上のことから，常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）及び格納容器圧力

逃がし装置用配管カルバートの屈曲部について水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影

響を検討する。 
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(5) 従来設計手法の妥当性の確認

i) 常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）

常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）【B 部】の従来設計では，表 3－3－3

に示す通り，屈曲部における３次元的な拘束効果（評価対象断面のせん断変形を抑制する箇

所や構造部材）を期待せず，保守的に評価対象断面に直交する部材のみで荷重を受け持たせ

る設計となっている。また，常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）は，鋼管

杭を介して十分な支持性能を有する岩盤に設置されるため，躯体が底面で拘束されているこ

とから，屈曲部における強軸断面方向の曲げの影響もほとんど受けない。 

以上のことから，常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）における屈曲部で

の水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は，従来設計手法における評価対象断面で

の耐震評価で担保される。 

表 3－3－3 屈曲部における 3次元的な拘束効果 

（常設代替高圧電源装置用カルバート） 
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ii) 格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートの従来設計では，表 3－3－4 に示す通り，屈曲

部における３次元的な拘束効果（評価対象断面のせん断変形を抑制する箇所や構造部材）を

期待せず，保守的に評価対象断面に直交する部材のみで荷重を受け持たせる設計となってい

る。また，格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートは，人工岩盤を介して十分な支持性能

を有する岩盤に設置されるため，躯体が底面で拘束されていることから，屈曲部における強

軸断面方向の曲げの影響もほとんど受けない。 

以上のことから，格納容器圧力逃がし装置用配管カルバートにおける屈曲部での水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は，従来設計手法における評価対象断面での耐震評価

で担保される。 

表 3－3－4 屈曲部における 3次元的な拘束効果 

（格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート） 
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3.3.2 水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.3.4 の検討を踏まえ，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を検討

すべき構造物として，構造及び作用荷重の観点から，箱型構造物，円筒状構造物及び鋼管

杭基礎を抽出する。なお，管路構造物については，従来設計手法において水平 2 方向及び

鉛直方向の地震力を同時に作用させて評価を行っているため対象外とする。 

箱型構造物，円筒状構造及び鋼管杭基礎については，表 3－3－5 に示す構造物の規模等

を考慮し，箱型構造物の代表構造物（施設）として常設代替高圧電源装置置場，円筒状構

造の代表構造物（施設）として代替淡水貯槽及び SA 用海水ピット，鋼管杭基礎の代表構

造物（施設）として取水構造物を選定し，影響評価を行う。図 3－3－15～図 3－3－32 に

各構造物の概要図を示す。 

表 3－3－5(1) 代表構造物の選定検討表（1／2） 

表 3－3－5(2) 代表構造物の選定検討表（2／2） 

長辺 短辺 高さ

取水構造物 約56m 約43m 約12m

常設代替高圧電源装置置場 約56m 約46m 約47m 長辺・短辺・高さが最大

常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部） 約15m 約11m 約39m

常設低圧代替注水系ポンプ室 約15m 約11m 約30m

緊急用海水ポンプピット 約12m 約12m 約36m

緊急時対策所用発電機用燃料油タンク基礎 約12m 約7m 約7m

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側）・（南側） 約17m 約15m 約7m

代替淡水貯槽 約22m 直径が最大

SA用海水ピット 約34m 高さが最大

SA用海水ピット取水塔 約21m

※緑色ハッチングが，代表構造物(施設)

選定理由

箱型

円筒状

直径φ約20m

直径φ約14m

直径φ約8m

構造形式 構造物（施設）名
規模

長辺 短辺 高さ 長さ(最大)

取水構造物 約56m 約43m 約12m 約43m
上部工の長辺・短辺，杭
長さが最大

屋外二重管
注） 約10m 約4m 約3m 約42m

緊急時対策所用発電機用燃料油タンク基礎 約12m 約7m 約7m 約33m

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側） 約17m 約15m 約7m 約33m

可搬型設備用軽油タンク基礎（南側） 約17m 約15m 約7m 約15m

注）屋外二重管の上部工規模は基礎の寸法 ※緑色ハッチングが，代表構造物(施設)

選定理由

鋼管杭
基礎

鋼管杭
構造形式 構造物（施設）名

上部工規模
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a) 取水構造物【箱型構造物】【鋼管杭基礎の代表】

図 3－3－15～図 3－3－18 に取水構造物の平面図及び断面図を示す。

図 3－3－16 取水構造物縦断面図 

（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－17 取水構造物縦断面図 

（Ｂ－Ｂ断面） 

図 3－3－18 取水構造物縦断面図 

（Ｃ－Ｃ断面） 

図 3－3－15 取水構造物平面図 
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b) 常設代替高圧電源装置置場【箱型構造物の代表】

図 3－3－19～図 3－3－21 に常設代替高圧電源装置置場の平面図，図 3－3－22 及び図 3－3

－23 に断面図を示す。

図 3－3－19 常設代替高圧電源装置置場１Ｆ平面図 

図 3－3－20 常設代替高圧電源装置置場Ｂ１Ｆ平面図 
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図 3－3－21 常設代替高圧電源装置置場Ｂ２Ｆ平面図 

図 3－3－22 常設代替高圧電源装置置場断面図（東西断面） 
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図 3－3－23 常設代替高圧電源装置置場断面図（南北断面） 
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c) 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）【箱型構造物】

図 3－3－24 に常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）の断面図を示す。

図 3－3－24 常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）断面図 

d) 常設低圧代替注水系ポンプ室【箱型構造物】

図 3－3－25 に常設低圧代替注水系ポンプ室の断面図を示す。

図 3－3－25 常設低圧代替注水系ポンプ室断面図（南北断面） 
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e) 緊急用海水ポンプピット【箱型構造物】

図 3－3－26 に緊急用海水ポンプピットの断面図を示す。

図 3－3－26 緊急用海水ポンプピット断面図（東西断面） 
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f) 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎【箱型構造物】【鋼管杭基礎】

図 3－3－27 に緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎の断面図を示す。

図 3－3－27 緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎断面図 

g) 可搬型設備用軽油タンク基礎【箱型構造物】【鋼管杭基礎】

図 3－3－28 及び図 3－3－29 に可搬型設備用軽油タンク基礎の断面図を示す。

図 3－3－28 可搬型設備用軽油タンク基

礎断面図【西側】 

図 3－3－29 可搬型設備用軽油タンク基

礎断面図【南側】 
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h) 代替淡水貯槽【円筒状構造物の代表】

図 3－3－30 に代替淡水貯槽の断面図を示す。

図 3－3－30 代替淡水貯槽断面図（東西断面） 

i) ＳＡ用海水ピット【円筒状構造物の代表】

図 3－3－31 にＳＡ用海水ピットの断面図を示す。

図 3－3－31 ＳＡ用海水ピット断面図 
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j) ＳＡ用海水ピット取水塔【円筒状構造物】

図 3－3－32 にＳＡ用海水ピット取水塔の断面図を示す。

図 3－3－32 ＳＡ用海水ピット取水塔断面図 

k) 屋外二重管【鋼管杭基礎】

図 3－3－33 及び図 3－3－34 に屋外二重管の平面及び断面図を示す。図 3－3－35 に概念図

を示す。

 図 3－3－33 屋外二重管平面図
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0  図 3－3－34 屋外二重管縦断面図（Ａ－Ａ断面） 

図 3－3－35 屋外二重管基礎概念図 
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3.3.3 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価 

(1) 箱型構造物

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，箱型構造物の弱軸断

面方向（評価対象断面）と強軸断面方向（評価対象断面に直交する断面）におけるそれぞれ

の２次元の地震応答解析にて，互いに干渉し合う断面力や応力を選定し，弱軸断面方向加振

における部材照査において，強軸断面方向加振の影響を考慮し評価する。 

強軸断面方向加振については，箱型構造物の隔壁・側壁が，強軸断面方向加振にて耐震壁

としての役割を担うことから，当該構造部材を耐震壁と見なし，「鉄筋コンクリート構造計

算基準・同解説－許容応力度設計法－（日本建築学会，1999）（以下「ＲＣ基準」という。）

に準拠し耐震評価を実施する。 

ＲＣ基準では，耐震壁に生じるせん断力（面内せん断）に対して，コンクリートのみで負

担できるせん断耐力と，鉄筋のみで負担できるせん断耐力のいずれか大きい方を鉄筋コンク

リートのせん断耐力として設定する。したがって，壁部材に生じるせん断力がコンクリート

のみで負担できるせん断力以下であれば，鉄筋によるせん断負担は無く鉄筋には応力が発生

しないものとして取り扱う。 

一方，強軸断面方向加振にて生じるせん断力を，箱型構造物の隔壁・側壁のコンクリート

のみで負担できず，鉄筋に負担させる場合，図 3－3－36 に示すとおり，強軸断面方向加振に

て発生する側壁・隔壁の主筋の発生応力が，弱軸断面方向における構造部材の照査に影響を

及ぼす可能性がある。 

したがって，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価においては，強軸断

面方向加振にて発生する応力を，弱軸断面方向における構造部材の照査に付加することで，

その影響の有無を検討する。 

なお，弱軸断面方向及び強軸断面方向の地震応答解析では，保守的に両方とも基準地震動

Ｓｓを用いる。 

図 3－3－37 に水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる評価フローを示す。 
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図 3－3－36 強軸断面方向加振及び弱軸断面方向加振において発生する断面力・応力 

主筋 配力筋 せん断補強筋

地震力の向き 地震力の向き

①強軸断面方向加振 ②弱軸断面方向加振 （左図赤線断面）

z
y

X

z

y

①強軸断面方向加振 ②弱軸断面方向加振 備考

My (y軸まわりの曲げモーメント) △ ×

Mx (x軸まわりの曲げモーメント) × ○

Nz (鉛直方向軸力) ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

Nzx (zx平面面内せん断) ○ ×

Qz (z方向面外せん断) × ○

主筋 ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

配力筋 ○ ×

せん断補強筋 × ○

（○：発生する可能性あり，△：発生する可能性があるが極めて軽微，×：発生しない）

断面力

応力
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(2) 円筒状構造物及び鋼管杭基礎

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，従来の設計手法であ

る水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる局部評価の荷重又は応力の評価結果等を用

い，水平２方向及び鉛直方向地震力の組み合わせる方法として，米国 Regulatory Guide 

1.92(注)の「2.Combining Effects Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」

を参考として，組合せ係数法(1.0:0.4:0.4)に基づいて地震力を設定する。 

評価対象として抽出した耐震評価上の部位について，構造部材の発生応力等を適切に組み

合わせることで，各部位の設計上の許容値に対する評価を実施し，各部位が有する耐震性へ

の影響を評価する。 

(注)Regulatory Guide(RG) 1.92 “Combining modal responses and spatial components 

in seismic response analysis” 
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3.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置された建物・構築

物 

3.4.1 施設，設備の区分 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置された建物・

構築物は「建物・構築物」，「機器・配管系」又は「屋外重要土木構造物」に区分し設計

をしていることから，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価は，施設，設備

の区分に応じて「4.1 建物・構築物」「4.2 機器・配管系」又は「4.3 屋外重要土木

構造物」の方針に基づいて実施する。 

3.4.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

(1) 構造形式の分類

津波防護施設は，その構造形式より 1)鋼製防護壁の上部工のような鋼殻構造物，2) 鋼管

杭鉄筋コンクリート防潮壁の上部工，鉄筋コンクリート防潮壁の上部工，鉄筋コンクリート

防潮壁（放水路エリア）の防潮壁，鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の放水路，貯

留堰のような線状構造物，3)鋼製防護壁の下部工，鉄筋コンクリート防潮壁の下部工，鉄筋

コンクリート防潮壁（放水路エリア）の基礎のような地中連続壁基礎，4) 鋼管杭鉄筋コン

クリート防潮壁の下部工，構内排水路出口側集水桝の下部工のような鋼管杭基礎，並びに

5) 構内排水路出口側集水桝の上部工のような箱型構造物の 5つに大別される。

(2) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理

表 3－4－1に，従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を示す。

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土圧及び動水圧，摩

擦力，慣性力が挙げられる。 
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表 3－4－1 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

（注）作用荷重のイメージ図は平面図を示す。 

作用荷重 作用荷重のイメージ（注） 

動土圧及

び動水圧 

従来設計手法における評価対

象断面に対して，平行に配置

される構造部材に作用する動

土圧及び動水圧 

 摩擦力 

周辺の埋戻土と躯体間で生じ

る相対変位に伴い発生する摩

擦力 

 慣性力 躯体に作用する慣性力 
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(3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出

整理した構造形式毎の荷重作用による影響程度を表 3－4－2に示す。

また，構造形式毎に，各構造物の概略図と特徴について以下に示す。
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a) 鋼殻構造物

・鋼製防護壁の上部工

図 3－4－1に鋼製防護壁の上部工の概要図を示す。

当該構造物の上部工は，基礎深さ及び地盤条件が異なる下部工を有し，また形状が複雑であ

るため，水平２方向及び鉛直地震力の組合せの影響がある可能性が大きい。したがって，３次

元解析を実施する。 

図 3－4－1 鋼製防護壁の上部工 
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b) 線状構造物

・鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の上部工，鉄筋コンクリート防潮壁の上部工，鉄筋コンクリ

ート防潮壁（放水路エリア）の防潮壁

図 3－4－2，図 3－4－3及び図 3－4－4に鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の上部工，鉄筋

コンクリート防潮壁の上部工及び鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の防潮壁の概要

図を示す。 

当該構造物は，擁壁タイプの線状構造物であり，その構造上の特徴として，妻壁（評価対象

断面に対して平行に配置される壁部材）等を有さず，妻側（小口）の面積も小さいことから，

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する 動土圧及び動水圧はほとんど作用しな

い。 

図 3－4－2 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の上部工 

図 3－4－4 鉄筋コンクリート防潮壁

（放水路エリア）の防潮壁 

図 3－4－3 鉄筋コンクリート防潮壁の上部工 

(鉄筋コンクリート＋鋼管杭) 

防潮壁
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・貯留堰

図 3－4－5に貯留堰の概要図を示す。

貯留堰は鋼管矢板構造であり，線状構造物に分類される。各鋼管矢板は，継手部を介して隣

接鋼管矢板により鋼管矢板の法線方向に拘束されており，法線方向の断面係数は，法線直角方

向と比べて大きく，明確な強軸断面方向を示す。そのため，強軸断面方向の水平力により鋼管

矢板に発生する曲げモーメントは比較的小さい。したがって，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる影響は小さい。 

図 3－4－5 貯留堰 

貯留堰 

既設カーテンウォール 
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c) 地中連続壁基礎

・鋼製防護壁の下部工

図 3－4－6に鋼製防護壁の下部工の断面図を示す。

当該構造物の南北二つの下部工は，基礎深さ及び地盤条件が異なり３次元的に複雑な挙動を

することが考えられるため，水平２方向及び鉛直地震力の組合せの影響が想定される。 

図 3－4－6 鋼製防護壁の下部工 

・鉄筋コンクリート防潮壁の下部工

図 3－4－7に鉄筋コンクリート防潮壁の下部工の概要図を示す。

当該構造物の下部工は，上部工法線方向の水平地震力による動土圧及び動水圧と上部工から

の荷重による発生応力，並びに上部工法線直角方向の水平地震力による動土圧及び動水圧によ

る発生応力が足し合わされるため，水平２方向及び鉛直地震力の組合せの影響が想定される。 

図 3－4－7 鉄筋コンクリート防潮壁の下部工 

上部工 
（鋼製） 

Ag2

As

Ac

Ag1

Ag2

Ac

Ag1

As
Ag2

Ac

Ag1

du du du

Km

Km

As

Ac

As

As

Ag1

As

As

As

▽TP+2.970m

天端高▽+20.00m

鋼製防護壁

▽-1.840m▽-1.840m

▽+3.160m▽+3.160m

▽-46.70m

▽-52.70m

下部工
（地中連続壁）
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・鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の地中連続壁基礎

図 3－4－8に鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の地中連続壁基礎の概要図を示す。

当該構造物の地中連続壁基礎は，防潮壁法線方向の水平地震力による動土圧及び動水圧と防

潮壁からの荷重による発生応力，並びに防潮壁法線直角方向の水平地震力による動土圧及び動

水圧による発生応力が足し合わされるため，水平２方向及び鉛直地震力の組合せの影響が想定

される。 

図 3－4－8 鉄筋コンクリート防潮壁(放水路エリア)の地中連続壁基礎 

地中連続壁基礎

防潮壁 
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d) 鋼管杭基礎

・鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の下部工

図 3－4－9に鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の下部工の概要図を示す。

鋼管杭基礎は，図 3－4－10 に示すように水平２方向入力による応力の集中が考えられる。

当該構造物の鋼管杭は，上部工法線方向の水平地震力による動土圧及び動水圧と上部工から

の荷重による発生応力，並びに上部工法線直角方向の水平地震力による動土圧及び動水圧によ

る発生応力が足し合わされるため，水平２方向及び鉛直地震力の組合せの影響が想定される。 

図 3－4－10 鋼管杭基礎に係る応答特性 図 3－4－9 鋼管杭鉄筋コンクリート 

防潮壁の下部工 

軸応力が集中

鋼管杭
ｙ

ｘ 荷重

荷重
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・構内排水路出口側集水桝の下部工

図 3－4－11 に構内排水路出口側集水桝の下部工の概要図を示す。

当該構造物の下部工（鋼管杭）も，互いに直交する方向の各水平地震力による動土圧及び動

水圧と，上部工からの荷重による発生応力が足し合わされるため，図 3－4－10 に示すように

水平２方向及び鉛直地震力の組合せの影響が想定される。 

図 3－4－11 構内排水路出口側集水桝の下部工 

e) 箱型構造物

・構内排水路出口側集水桝の上部工

図 3－4－12 に構内排水路出口側集水桝の上部工の概要図を示す。

箱型構造物については，従来設計手法における評価対象断面に対して平行に配置される構造

部材を有し， 動土圧及び動水圧による荷重が作用するため，水平２方向及び鉛直地震力の組

合せの影響が想定される。 

図 3－4－12 構内排水路出口側集水桝の上部工 

以上のことから，荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式として，鋼殻構造物，

地中連続壁基礎，鋼管杭基礎及び箱型構造物を抽出する。 

(鉄筋コンクリート) 

下部工 
（鋼管杭） 
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(4) 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定される箇所の抽出

(3)で抽出しなかった構造形式である線状構造物について，各構造物の構造等を考慮した

上で，従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定される箇所を抽

出し，以下に示す。 

a) 鉄筋コンクリート防潮壁の上部工【線状構造物】

図 3－4－13 に鉄筋コンクリート防潮壁の上部工の概要図を示す。

当該構造物は，構造物の配置上，屈曲部（隅角部）を有する。線状構造物の屈曲部（隅角

部）では，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響として，弱軸断面方向のせん断変

形や強軸断面方向の曲げ変形への影響が想定される。 

図 3－4－13 鉄筋コンクリート防潮壁の上部工の屈曲部（隅角部） 

屈曲部
（隅角部） 上

部
工
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b) 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の放水路【線状構造物】

図 3－4－14 に鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の放水路の概要図を示す。

当該構造物は，防潮壁から強軸断面方向の荷重を受ける。よって，水平２方向及び鉛直方

向地震力の組合せの影響として，強軸断面方向の曲げ変形への影響が想定される。 

図 3－4－14 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の放水路 

放水路 

（鉄筋コンクリート）

防潮壁 

（鉄筋コンクリート）
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c) 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の上部工【線状構造物】

図 3－4－15 に鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の上部工の概要図を示す。

当該構造物は，屈曲部（隅角部）に施工目地を設けるため，独立した線状構造物が接してい

るだけとなり，３次元的な応答特性は想定されない。よって，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せの影響はない。 

図 3－4－15 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の上部工 

以上のことから，鉄筋コンクリート防潮壁の上部工の屈曲部（隅角部）及び鉄筋コンクリー

ト防潮壁（放水路エリア）の放水路については，水平２方向地震力の組合せの影響を検討す

る。 

←施工目地

←施工目地

鳥瞰図 平面図
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(5) 従来設計手法の妥当性の確認

i) 鉄筋コンクリート防潮壁の上部工

鉄筋コンクリート防潮壁の上部工の設計において，一般部は図 3－4－16 に示すように，フ

ーチング側を固定端とする鉛直方向の片持ち梁として設計する。屈曲部（隅角部）の東面鉛直

壁は一般部と同様に設計するが，屈曲部（隅角部）の北(南)面は図 3－4－17 に示すように，

東面鉛直壁を固定端とする水平方向の片持ち梁として設計する。したがって，屈曲部（隅角

部）は水平２方向の荷重を組み合わせた設計となるため，水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せの影響評価対象部位として抽出する。なお，片持ち梁モデルの妥当性については，静的３

次元モデル解析を実施し確認する。 

施工目地

東面 北面

片持ち梁

固定端

一般部

屈曲部(隅角部)

図 3－4－16 鉄筋コンクリート防潮壁の上部工 [一般部] 

図 3－4－17 鉄筋コンクリート防潮壁の上部工 [屈曲部（隅角部）] 

固定端

片持ち梁
上部工
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ⅱ) 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の放水路 

図 3－4－18 に鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の放水路の概要図を示す。 

鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の放水路の設計において，評価対象断面に直交す

る水平地震力については，カルバート構造物であるため，評価対象断面直交方向（強軸断面方

向）には動土圧・動水圧はほとんど作用しない。しかしながら，放水路（カルバート）上に設

置される防潮壁は，当該加振方向による水平地震力により慣性力を受けるため，下部の放水路

（カルバート）に荷重が伝わり，強軸断面方向の曲げ変形への影響が想定される。したがっ

て，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価対象部位として抽出する。 

図 3－4－18 鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の放水路 

放水路 

（鉄筋コンクリート）

地中連続壁基礎

防潮壁 

（鉄筋コンクリート） 
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3.4.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.4.2 の検討を踏まえ，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を検討すべ

き構造物として，構造及び作用荷重の観点から，地中連続壁基礎，鋼管杭基礎，箱型構造物，

線状構造物のうち鉄筋コンクリート防潮壁の上部工の屈曲部（隅角部）及び鉄筋コンクリート

防潮壁（放水路エリア）の放水路を抽出する。 

なお，鋼殻構造物については，３次元解析を実施するため，ここでは対象外とする。 

表 3－4－3に抽出した評価対象施設（構造物）を示す。 

表 3－4－3 評価対象施設（構造物）の抽出結果 

構造形式 施設（構造物）名称
鋼製防護壁の下部工
鉄筋コンクリート防潮壁の下部工
鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の地中連続壁基礎

鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の下部工
構内排水路出口側集水桝の下部工

箱型構造物 構内排水路出口側集水桝の上部工
鉄筋コンクリート防潮壁の上部工の屈曲部(隅角部)
鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の放水路

地中連続壁
基礎

鋼管杭基礎

線状構造物

注）鋼殻構造物は３次元解析を実施するため対象外とする。 
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3.4.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価 

(1) 地中連続壁基礎，鋼管杭基礎，線状構造物のうち鉄筋コンクリート防潮壁の上部工の屈曲部

（隅角部）

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，従来の設計手法である

水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる局部評価の荷重又は応力の評価結果等を用い，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組み合わせる方法として，米国 Regulatory Guide 1.92(注)

の「2.Combining Effects Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考と

して，組合せ係数法(1.0:0.4:0.4)に基づいて地震力を設定する。 

評価対象として抽出した耐震評価上の部位について，構造部材の発生応力等を適切に組み合

わせることで，各部位の設計上の許容値に対する評価を実施し，各部位が有する耐震性への影

響を評価する。 

(注)Regulatory Guide(RG) 1.92 “Combining modal responses and spatial components in 

seismic response analysis” 
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(2) 箱型構造物，鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の放水路

箱型構造物及び鉄筋コンクリート防潮壁（放水路エリア）の放水路に対する水平２方向及び

鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，箱型構造物及び放水路の弱軸断面方向

（評価対象断面）と強軸断面方向（評価対象断面に直交する断面）におけるそれぞれの２次元

の地震応答解析にて，互いに干渉し合う断面力や応力を選定し，弱軸断面方向加振における部

材照査において，強軸断面方向加振の影響を考慮し評価する。 

強軸断面方向加振については，構造物の隔壁・側壁が，強軸断面方向加振にて耐震壁として

の役割を担うことから，当該構造部材を耐震壁と見なし，ＲＣ基準に準拠し耐震評価を実施す

る。 

ＲＣ基準では，耐震壁に生じるせん断力（面内せん断）に対して，コンクリートのみで負担

できるせん断耐力と，鉄筋のみで負担できるせん断耐力のいずれか大きい方を鉄筋コンクリー

トのせん断耐力として設定する。したがって，壁部材の生じるせん断力がコンクリートのみで

負担できるせん断力以下であれば，鉄筋によるせん断負担は無く鉄筋には応力が発生しないも

のとして取り扱う。 

一方，強軸断面方向加振にて生じるせん断力を，構造物の隔壁・側壁のコンクリートのみで

負担できず，鉄筋に負担させる場合，図 3－4－19 に示すとおり，強軸断面方向加振にて発生す

る側壁・隔壁の主筋の発生応力が，弱軸断面方向における構造部材の照査に影響を及ぼす可能

性がある。 

したがって，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価においては，強軸断面

方向加振にて発生する応力を，弱軸断面方向における構造部材の照査に付加することで，その

影響の有無を検討する。 

なお，弱軸断面方向及び強軸断面方向の地震応答解析では，保守的に両方とも基準地震動Ｓ

ｓを用いる。 

図 3－4－20 に水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる評価フローを示す。 
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図 3－4－19 強軸断面方向加振及び弱軸断面方向加振において 

発生する断面力・応力 

①強軸方向加振 ②弱軸方向加振 備考

My (y軸まわりの曲げモーメント) △ ×

Mx (x軸まわりの曲げモーメント) × ○

Nz (鉛直方向軸力) ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

Nzx (zx平面面内せん断) ○ ×

Qz (z方向面外せん断) × ○

主筋 ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

配力筋 ○ ×

せん断補強筋 × ○

（○：発生する可能性あり，△：発生する可能性があるが極めて軽微，×：発生しない）

断面力

応力

主筋 配力筋 せん断補強筋

地震力の向き 地震力の向き

①強軸断面方向加振 ②弱軸断面方向加振 （左図赤線断面）

z
y

X

z

y
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Ⅴ-2-別添 1 火災防護設備の耐震性についての計算書 
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Ⅴ-2-別添1-1 火災防護設備の耐震計算の方針 
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1. 概要

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」（平成25

年6月28日原子力規制委員会規則第6号）（以下「技術基準規則」という。）第11条及び

第52条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の

解釈」が適合することを要求している「実用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護

に係る審査基準」（平成25年6月19日制定）（以下「火災防護に係る審査基準」という。）

に適合する設計とするため，Ｖ-1-1-7「発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書」

（以下「Ｖ-1-1-7」という。）に示す耐震Ｃクラス機器の火災感知設備及び消火設備が，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対して耐震性を有することを確認するための耐震計算方

針について説明するものである。なお，火災感知設備及び消火設備への基準地震動Ｓｓに

よる地震力に対する耐震性の要求は，技術基準規則の第5条及び第50条の対象ではない。 

耐震計算は，Ｖ-1-1-7に示す適用規格を用いて実施する。 

火災防護設備の具体的な耐震計算の方法及び結果は，Ⅴ-2-別添1-2「火災感知器の耐

震計算書」，Ⅴ-2-別添1-3「火災受信機盤の耐震計算書」，Ⅴ-2-別添1-4「ガスボンベ

設備の耐震計算書」，Ⅴ-2-別添1-5「ガス消火設備制御盤の耐震計算書」及びⅤ-2-別添

1-6「供給配管の耐震計算書」に示すとともに，動的地震力の水平２方向及び鉛直方向の

組合せに対する各設備の影響評価結果を，Ⅴ-2-別添1-7「火災防護設備の水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果」に示す。 
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2. 耐震評価の基本方針

耐震評価は，「2.1 評価対象設備」に示す評価対象設備を対象として，「3. 荷重及

び荷重の組合せ並びに許容限界」で示す基準地震動Ｓｓによる地震力と組み合わすべき他

の荷重による応力等が許容限界内にあることを「4. 耐震評価方法」に示す評価方法を

使用し，「5. 適用規格」に示す適用規格を用いて確認する。 

火災感知設備及び消火設備は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，その機能を保持

できる設計とすることを踏まえ，水平２方向及び鉛直方向地震力を適切に組み合わせて

実施する。影響評価方法は，「4.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の考慮」に示す。 

2.1 評価対象設備 

評価対象設備は，Ｖ-1-1-7の「火災感知設備について」に示す火災感知設備のうち

火災感知器及び火災受信機盤並びにＶ-1-1-7の「消火設備について」に示す消火設備

のうちガス自動消火設備を構成するガスボンベ設備，ガス消火設備制御盤及び供給配

管を対象とする。 
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3. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界

火災感知設備及び消火設備の耐震計算に用いる荷重及び荷重の組合せを以下の「3.1

荷重及び荷重の組合せ」に，許容限界を「3.2 許容限界」に示す。 

3.1 荷重及び荷重の組合せ 

3.1.1 荷重の種類 

荷重は，以下の荷重を用いる。 

(1) 死荷重（Ｄ）

死荷重は，持続的に生じる荷重であり自重とする。

(2) 地震荷重（Ｓｓ）

地震荷重は，基準地震動Ｓｓに伴う地震力による荷重とする。

耐震計算における動的地震力の水平２方向及び鉛直方向の組合せについては， 

機器の構造特性から水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響の可能

性があるものを抽出し，耐震性に及ぼす影響を評価する。 

(3) 内圧荷重（ＰＤ）

内圧荷重は，当該設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重とする。

3.1.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは，火災起因の荷重は発生しないため，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基

本方針」の「3.1 構造強度上の制限」に示す，機器，配管系の荷重の組合せを

用いる。 

評価対象部位ごとの荷重及び荷重の組合せを第3-1表に示す。 

3.2 許容限界 

許容限界は，Ｖ-1-1-7の「火災感知設備について」及び「消火設備について」に示

す設備ごとの構造強度上の性能目標に従い，評価対象部位ごとに設定する。 

評価対象部位ごとの許容限界を第3-1表に示す。 

各設備の許容限界の詳細は，各計算書にて評価対象部位の機能損傷モードを考慮し，

評価項目を選定し，評価項目ごとに許容限界を定める。 



4 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-別

添
1
-
1
 R
0
 

3.2.1 火災感知設備 

(1) 火災感知器

a. 基礎ボルト，基礎溶接部

火災感知設備は，構造強度上の性能目標として，火災起因の荷重は発生しな

いため，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，耐震性を有する原子炉建屋等にボ

ルト等で固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対

処設備に対する火災の影響を限定し，火災を早期に感知する機能を保持可能な

構造強度を有する設計とする。 

したがって，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，火災感知器を固定する火災

感知器用基礎ボルト及び基礎溶接部が塑性ひずみを生じる場合であっても，そ

の量が微小なレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算

により確認する評価方針としていることを踏まえ，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本

方針」に示す「原子力発電所耐震設計技術指針」ＪＥＡＧ４６０１－1987（以

下「ＪＥＡＧ４６０１－1987」という。）に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応

力以下とすることを許容限界として設定する。 

基礎ボルト及び基礎溶接部の具体的な許容限界を第3-2表及び第3-3表に示す。 

(2) 火災受信機盤

a. 基礎ボルト

火災感知設備は，構造強度上の性能目標として，火災起因の荷重は発生しな

いため，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，耐震性を有する原子炉建屋等にボ

ルト等で固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対

処設備に対する火災の影響を限定し，火災を早期に感知する機能を保持可能な

構造強度を有する設計とする。 

したがって，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，火災受信機盤用基礎ボルト

が塑性ひずみを生じる場合であっても，その量が微小なレベルに留まって破断

延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針としている

ことを踏まえ，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示すＪＥＡＧ４６０１－1987

に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とすることを許容限界として設定

する。 

基礎ボルトの具体的な許容限界を第3-2表に示す。 
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3.2.2 消火設備 

(1) ガスボンベ設備

a. ボンベラック及び基礎ボルト

ガス自動消火設備は，構造強度上の性能目標として，火災起因の荷重は発生

しないため，基準地震動Ｓｓよる地震力に対し，耐震性を有する原子炉建屋等に

ボルト等で固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処設備に対する火災の影響を限定し，火災を早期に消火する機能を保持可能

な構造強度を有する設計とする。 

したがって，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，ガスボンベ設備の構成品で

あるラック及び基礎ボルトが塑性ひずみを生じる場合であっても，その量が微

小なレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確

認する評価方針としていることを踏まえ，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に

示すＪＥＡＧ４６０１－1987に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とす

ることを許容限界として設定する。 

基礎ボルト及びラックの具体的な許容限界を，第3-2表及び第3-4表に示す。 

(2) ガス消火設備制御盤

a. 基礎ボルト

ガス自動消火設備は，構造強度上の性能目標として，火災起因の荷重は発生

しないため，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，耐震性を有する原子炉建屋等

にボルト等で固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故

等対処設備に対する火災の影響を限定し，火災を早期に消火する機能を保持可

能な構造強度を有する設計とする。 

したがって，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，ガス消火設備制御盤用基礎

ボルトが塑性ひずみを生じる場合であっても，その量が微小なレベルに留まっ

て破断延性限界に十分な余裕を有することを計算により確認する評価方針とし

ていることを踏まえ，Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示すＪＥＡＧ４６０

１－1987に準じて許容応力状態ⅣＡＳの許容応力以下とすることを許容限界と

して設定する。 

基礎ボルトの具体的な許容限界を第3-2表に示す。 
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(3) 供給配管

消火設備は，構造強度上の性能目標として，火災起因の荷重は発生しないため，

基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，耐震性を有する原子炉建屋等にボルト等で

固定し，主要な構造部材が火災防護上重要な機器等及び重大事故等対処設備に対

する火災の影響を限定し，火災を早期に消火する機能を保持可能な構造強度を有

する設計とする。 

したがって，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，供給配管が塑性ひずみを生

じる場合であっても，その量が微小なレベルに留まって破断延性限界に十分な余

裕を有することを計算により確認する評価方針としていることを踏まえ，Ⅴ-2- 

1-9「機能維持の基本方針」に示すＪＥＡＧ４６０１－1987に準じて許容応力状

態ⅣＡＳの許容応力以下とすることを許容限界として設定する。 

供給配管の具体的な許容限界を第3-5表に示す。 
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第3-1表 設備ごとの荷重の組合せ及び許容限界 

設備名称 荷重の組合せ 評価対象部位 応力等の状態 許容限界 

火災感知器 Ｄ＋Ｓｓ 
基礎ボルト 引張，せん断 ＪＥＡＧ４６０１－1987

に準じて，許容応力状態

ⅣＡＳの許容応力以下と 

する。 

基礎溶接部 組合せ 

火災受信機盤 Ｄ＋Ｓｓ 基礎ボルト 引張，せん断 

ガスボンベ設備 Ｄ＋Ｓｓ 
ラック 組合せ 

基礎ボルト 引張，せん断 

ガス 

消火設備制御盤 
Ｄ＋Ｓｓ 基礎ボルト 引張，せん断 

供給配管 Ｄ＋ＰＤ＋Ｓｓ 供給配管 
一次応力（曲げ応力含む），一次＋二次 

応力，一次＋二次＋ピーク応力
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第3-2表 基礎ボルトの許容限界 

設備名称 
耐震 

クラス
荷重の組合せ 

許容応 

力状態 

許容限界（注1）（注2） 

一次応力 

引張（注3） せん断（注3） 

基礎ボルト Ｃ Ｄ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
* 1.5・ｆｓ

* 

（注1）ｆｔ
*,ｆｓ

*：ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 SSB-3121.1(1)a 及び(2)の本文中，Ｓｙ及び

Ｓｙ（ＲＴ）を1.2・Ｓｙ及び1.2・Ｓｙ（ＲＴ）と読み替えて算出した値 

(ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 SSB-3133)。 

（注2)ＪＥＡＧ４６０１・補－1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

（注3)ボルトにせん断力が作用する場合，組合せ評価を実施する。その際の許容応力値は， 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 SSB-3131及び3133に基づき，Ｍｉｎ（1.4・（1.5・ｆｔ
*）

－1.6・τｂ，1.5・ｆｔ
*）とする。ここで，τｂはボルトに作用するせん断応力である。 

第3-3表 基礎溶接部の許容限界 

設備名称 
耐震 

クラス
荷重の組合せ 

許容応 

力状態 

許容限界（注1）（注2） 

一次応力 

せん断（注3） 

基礎溶接部 Ｃ Ｄ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ｆｓ
* 

（注1)ｆｓ
*：ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 SSB-3121.1(1)a 及び(2)の本文中，Ｓｙ及び 

Ｓｙ（ＲＴ）を1.2・Ｓｙ及び1.2・Ｓｙ（ＲＴ）と読み替えて算出した値(ＪＳＭＥ Ｓ 

ＮＣ１－2005/2007 SSB-3133)。 

（注2)ＪＥＡＧ４６０１・補－1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

（注3)異種鋼材を溶接している場合には，接合される母材の許容応力のうち小さい方の値をとる。 
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第3-4表 ラックの許容限界 

設備名称 
耐震 

クラス
荷重の組合せ 

許容応 

力状態 

許容限界（注1）（注2） 

一次応力 

組合せ 

ラック Ｃ Ｄ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ
* 

（注1)ｆｔ
*：ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 SSB-3121.1(1)a 及び(2)の本文中，Ｓｙ及び 

Ｓｙ（ＲＴ）を1.2・Ｓｙ及び1.2・Ｓｙ（ＲＴ）と読み替えて算出した値(ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１－2005/2007 SSB-3133)。 

（注2）ＪＥＡＧ４６０１・補－1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

第3-5表 供給配管の許容限界 

設備名称 
耐震 

クラス
荷重の組合せ

許容応 

力状態 

許容限界 

一次応力 

（曲げ応力 

含む） 

一次＋ 

二次応力 

一次＋ 

二次＋ 

ピーク応力

供給配管 Ｃ Ｄ＋ＰＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 0.9・Ｓｕ 

Ｓｓ地震動のみによる疲

労解析（注）を行い，疲労

累積係数が1.0以下であ

ること。ただし，地震動

のみによる一次＋二次

応力の変動値が2・Ｓｙ以

下であれば，疲労解析は

行わない。 

（注）2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007 

PPB-3536（同(3)，(6)及び(7)を除く。また，Ｓｍは2/3・Ｓｙに読み替える。）の簡易弾塑性

解析を用いる。 
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4. 耐震評価方法

火災感知設備及び消火設備の耐震評価は，以下の「4.1 地震応答解析」，「4.2 応力評価」

及び「4.3 機能維持評価」に従って実施する。 

4.1 地震応答解析 

火災感知設備及び消火設備の地震応答解析は，以下の「4.1.1 入力地震動」に示す入力地

震動及び「4.1.2 解析方法及び解析モデル」に示す解析方法に従い，「4.1.3 設計用減衰定

数」に示す減衰定数を用いて実施する。 

火災感知設備及び消火設備の地震応答解析フローを第4-1図に示す。 

4.1.1 入力地震動 

火災感知設備及び消火設備の地震応答解析における入力地震動は，Ⅴ-2-1-7「設計用床

応答曲線の作成方針」に示す，当該設備設置床の基準地震動Ｓｓにおける設計用床応答曲

線（Ｓｓ）とする。 

4.1.2 解析方法及び解析モデル 

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析の適用性及び適用限界等を考

慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定数，剛性

等の各種物性値は，適切な規格及び基準や実験等の結果に基づき設定する。 

火災感知設備及び消火設備の地震応答解析は，以下の方法に従い実施する。 

(1) スペクトルモーダル法による解析

消火設備のうちガスボンベ設備は，複雑な形状であることを踏まえ，代表的な振動

モードを適切に表現できるよう１質点系モデル等にてモデル化し，入力地震動において発

生する荷重をスペクトルモーダル解析法により求める。 

消火設備のうち供給配管は，熱的条件及び口径を踏まえ低温配管に分類し，その仕様に

応じて適切なモデルに置換し，入力地震動において発生する荷重をスペクトルモーダル解

析法により求める。 

解析の概要を以下に示す。 

a. スペクトルモーダル解析法における最大値は，二乗和平方根(SRSS)法により求める。

b. 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007の付録材料図表を用いて計算す

る際に，温度が図表記載温度の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。ただし，

比例法を用いる場合の端数処理は，小数第１位以下を切り捨てた値を用いるものとする。 

c. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。
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(2) ３次元ＦＥＭモデルによる解析

「2.1 評価対象設備」に示す評価対象設備のうち，解析により固有値等の評価を行う

設備は，当該設備を３次元ＦＥＭモデルにてモデル化し，固有振動数を算出する。 

解析の概要を以下に示す。 

a. 評価対象部位をはり要素としてモデル化した３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析

を実施する。 

b. 評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，別紙「計算機プ

ログラム（解析コード）の概要」に示す。

c. 拘束条件として，基礎ボルト点を並進３方向固定として設定する。

d. 許容応力についてＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007の付録材料図表を用いて計算す

る際に，温度が図表記載温度の中間の値の場合は，比例法を用いて計算する。ただし， 

比例法を用いる場合の端数処理は，小数第１位以下を切り捨てた値を用いるものとする。 

e. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

4.1.3 設計用減衰定数 

地震応答解析に用いる減衰定数は，Ⅴ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に記載されて

いる減衰定数又は試験等で妥当性が確認された値を用いる。 

4.1.4 試験概要 

火災感知設備及び消火設備のうち解析により固有値等の評価を実施しない火災感知設

備及び消火設備は，設備の設置状況を模擬した正弦波掃引試験により固有振動数を測定す

る。 
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第4-1図 火災感知設備及び消火設備の地震応答解析フロー 

基準地震動Ｓｓによる地震力 

に対する機能保持 

解析モデル設定 

固有値解析 

減衰定数 

基準地震動Ｓｓ 

Ｓｓに対する地震応答解析 

地震時荷重 
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4.2 応力評価 

火災感知設備及び消火設備の応力評価は，「3.1 荷重及び荷重の組合せ」に示す荷重の組

合せに対して，「4.1 地震応答解析」で示す地震応答解析により求める荷重から算出する発

生応力，又は評価対象設備の応答加速度から算出する発生応力が「3.2 許容限界」に示す許

容応力以下となることを確認する。 

固有振動数が20 Hz以上の剛構造である場合は，その機器の設置床面の最大床加速度の1.2

倍の加速度から発生応力を算出する。 

火災感知設備及び消火設備の応力評価は，以下に示す評価手法により実施する。 

・１質点系モデルによる応力評価

「4.1 地震応答解析」に示す正弦波掃引試験により固有振動数の測定を行う設備は，正

弦波掃引試験で得られた固有振動数に応じて応答加速度を算出し，設備の重心位置に質

量を集中させた１質点系モデルに対して，応力評価を実施する。

・３次元ＦＥＭモデルによる解析

「4.1 地震応答解析」にて３次元ＦＥＭモデルによる解析を実施する設備は，解析によ

り求めた荷重を用いて応力評価を実施する。 

供給配管は，「付録6 管の応力計算書及び耐震性についての計算書作成の基本方針」に基

づき，管の応力評価を実施する。 

供給配管の支持構造物は，「Ｖ-2-1-11 機器・配管の耐震支持設計方針」に基づき，配管

を支持する支持構造物のうち，種類及び型式ごとの最大反力が発生している支持構造物の強度

及び耐震性について計算し，十分な強度及び耐震性を有していることを確認する。 
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4.3 機能維持評価 

火災感知設備及び消火設備は，基準地震動Ｓｓに対し，火災を早期に感知，消火する動的機

能及び電気的機能を保持することを性能目標としているため，火災感知設備及び消火設備の構

造強度による機能維持，動的機能維持及び電気的機能維持に係る耐震計算の方針は，Ⅴ-2-1-9

「機能維持の基本方針」の「3. 構造強度」及び「4. 機能維持」を用いる。 

4.3.1 動的機能維持 

地震時及び地震後に動的機能が要求される機器は，Ｖ-1-1-7の「消火設備について」に

示す設備ごとの構造強度上の性能目標を踏まえ，基準地震動Ｓｓによる当該設備設置床の

最大床加速度が以下に示す機能確認済加速度以下であることを確認する。 

(1) 消火設備

a. ガスボンベ設備のうち容器弁

ガスボンベ設備の構成品である容器弁は，地震応答解析により求めたガスボンベ設備

を設置する床の基準地震動Ｓｓによるガスボンベ設備の頂部の応答加速度が，加振試験

にて容器弁単体の動的機能が保持できることを確認した加速度以下であることにより確

認する。 

4.3.2 電気的機能維持 

地震時及び地震後に電気的機能が要求される機器は，Ｖ-1-1-7の「火災感知設備につい

て」及びＶ-1-1-7の「消火設備について」に示す設備ごとの構造強度上の性能目標を踏ま

え，基準地震動Ｓｓによる当該設備設置床の最大床加速度が以下に示す機能確認済加速度

以下であることを確認する。 

(1) 火災感知設備

a. 火災感知器

火災感知器は，地震応答解析により求めた火災感知器を設置する床の基準地震動Ｓｓ

による最大床加速度が，設置状態を模擬した加振試験にて火災感知器単体の電気的機能

が保持できることを確認した加速度以下であることにより確認する。 

b. 火災受信機盤

火災受信機盤は，地震応答解析により求めた火災受信機盤を設置する床の基準地震動

Ｓｓによる最大床加速度が，設置状態を模擬した加振試験にて火災受信機盤単体の電気

的機能が保持できることを確認した加速度以下であることにより確認する。 
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(2) 消火設備

a. ガス消火設備制御盤

ガス消火設備制御盤は，地震応答解析により求めたガス消火設備制御盤を設置する床

の基準地震動Ｓｓによる最大床加速度が，設置状態を模擬した加振試験にてガス消火設

備制御盤単体の電気的機能が保持できることを確認した加速度以下であることにより確

認する。 

4.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の考慮 

基準地震動Ｓｓによる地震力による耐震性評価を実施する火災感知設備及び消火設備に関

する水平２方向及び鉛直方向の組合せによる影響評価については，Ⅴ-2-1-8「水平２方向及び

鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針及び評

価方法に基づき評価を行う。 

評価内容及び評価結果は，Ⅴ-2-別添1-7「火災防護設備の水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せに関する影響評価結果」に示す。 

5. 適用規格

Ｖ-1-1-7に記載している以下の指針等を適用する。

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格 (ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007)

（（社）日本機械学会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 (ＪＥＡＧ４６０１－1987) （（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 (ＪＥＡＧ４６０１・補－1984）

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 （ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版） （（社）日本電気協会） 
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Ⅴ-2-別添1-2 火災感知器の耐震計算書 
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1. 概 要

本資料は，Ⅴ-2-別添1-1「火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「別添1-1」という。）

に示すとおり，火災感知器が，地震時及び地震後においても，基準地震動Ssによる地震

力に対し，火災を早期に感知する機能を保持するために，耐震性を有することを確認す

るものである。 
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2. 基本方針

別添1-1の「2.1 評価対象設備」に示す火災感知器の構造計画を，「2.1 位置」及び「2.2

構造概要」に示す。 

2.1 位 置 

火災感知器は，別添1-1の「2.1 評価対象設備」のうち構造計画に示すとおり，火

災区域又は火災区画における放射線，取付面高さ，温度，湿度，空気流等の環境条件

及び炎が生じる前に発煙する等の予想される火災の性質を考慮して選定された種類

の火災感知器を，発電所全体にわたって広範囲に設置する。 

2.2 構造概要 

火災感知器の構造は，別添1-1の「2.1 評価対象設備」に示す構造計画としている。 



3 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-別

添
1
-
2
 R
0
E
 

2.3 評価方針 

火災感知器は，別添1-1の「4.2 応力評価」に示す応力評価の方針に従い，応力評

価を実施する。 

火災感知器の応力評価は，「3. 地震応答解析」及び「4. 応力評価」に示す方法に

より，「6. 評価条件」に示す評価条件を用いて計算し，「7. 耐震評価結果」におい

て火災感知器の評価対象部位に発生する応力が許容限界に収まることを確認する。 

火災感知器は，別添1-1の「4.3 機能維持評価」に示す機能維持評価の方針に従い，

電気的機能維持評価を実施する。 

火災感知器本体の電気的機能維持評価は，「3. 地震応答解析」及び「5. 機能維持

評価」に示す方法により，「6. 評価条件」に示す評価条件を用い，「7. 耐震評価結

果」において火災感知器本体の最大床加速度が機能確認済加速度を超えないことを確

認する。 

2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」(JSME S NC1-2005/2007)日本機械学会

・「原子力発電所耐震設計技術指針」(JEAG 4601-1987）日本電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編」（JEAG 4601・補-1984）

日本電気協会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針」（JEAG 4601-1991 追補版）日本電気協会



N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-別

添
1
-
3
 R
0
 

Ⅴ-2-別添1-3 火災受信機盤の耐震計算書 
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1. 概 要

本資料は，Ⅴ-2-別添1-1「火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「別添1-1」という。）

に示すとおり，火災受信機盤が，地震時及び地震後においても，基準地震動Ssによる地

震力に対し，火災を早期に感知する機能を保持するために，耐震性を有することを確認

するものである。 
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2. 基本方針

別添1-1の「2.1 評価対象設備」に示す火災受信機盤の構造計画を，「2.1 位置」及び

「2.2 構造概要」に示す。 

2.1 位 置 

火災受信機盤は，別添1-1の「2.1 評価対象設備」のうち構造計画に示すとおり，

火災受信機盤は，別添1-1の「2.1 評価対象設備」のうち構造計画に示すとおり，火

災感知器からの作動信号を常時監視できるよう，中央制御室に設置する。 

2.2 構造概要 

火災受信機盤の構造は，別添1-1の「2.1 評価対象設備」に示す構造計画としてい

る。 
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2.3 評価方針 

火災受信機盤は，別添1-1の「4.2 応力評価」に示す応力評価の方針に従い，応力

評価を実施する。 

火災受信機盤の応力評価は，「3. 地震応答解析」及び「4. 応力評価」に示す方法

により，「6. 評価条件」に示す評価条件を用いて計算し，「7. 耐震評価結果」にお

いて火災受信機盤の評価対象部位に発生する応力が許容限界に収まることを確認す

る。 

火災受信機盤は，別添1-1の「4.3 機能維持評価」に示す機能維持評価の方針に従

い，電気的機能維持評価を実施する。 

火災受信機盤の電気的機能維持評価は，「3. 地震応答解析」及び「5. 機能維持評

価」に示す方法により，「6. 評価条件」に示す評価条件を用い，「7. 耐震評価結果」

において火災受信機盤の最大床加速度が機能確認済加速度を超えないことを確認す

る。 

2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」(JSME S NC1-2005/2007)日本機械学会

・「原子力発電所耐震設計技術指針」(JEAG 4601-1987）日本電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編」（JEAG 4601・補-1984）

日本電気協会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針」（JEAG 4601-1991 追補版）日本電気協会
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Ⅴ-2-別添1-4 ガスボンベ設備の耐震計算書 
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1. 概 要

本資料は，別添1-1「火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「別添1-1」という。）に示すと

おり，ガスボンベ設備が，地震時及び地震後においても，基準地震動Ssによる地震力に対し，火

災を早期に消火する機能を保持するために，耐震性を有することを確認するものである。 
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2. 基本方針

別添1-1の「2.1 評価対象設備」に示すガスボンベ設備の構造計画を，「2.1 位置」及び「2.2 構

造概要」に示す。 

2.1 位 置 

ガスボンベ設備は，別添1-1の「2.1 評価対象設備」のうち構造計画に示すとおり，火災が

発生している火災区域又は火災区画からの火災の火炎及び熱による直接的な影響のみならず，

煙，流出流体，断線，爆発等の二次的影響を受けず，火災防護上重要な機器等及び重大事故等

対処施設に悪影響を及ぼさないよう，消火対象となる火災区域又は火災区画とは別のエリアに

設置する。 

2.2 構造概要 

ガスボンベ設備の構造は，別添1-1の「2.1 評価対象設備」に示す構造計画としている。 
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2.3 評価方針 

ガスボンベ設備は，別添1-1の「4.2 応力評価」に示す応力評価の方針に従い，応力評価を

実施する。 

ガスボンベ設備の応力評価は，「3. 地震応答解析」及び「4. 応力評価」に示す方法により，

「6. 評価条件」に示す評価条件を用いて計算し，「7. 耐震評価結果」においてガスボンベ設

備の評価対象部位に発生する応力が許容限界に収まることを確認する。 

ガスボンベ設備の構成品である容器弁は，別添1-1の「4.3 機能維持評価」に示す機能維持

評価の方針に従い，動的機能維持評価を実施する。 

ガスボンベ設備の容器弁の動的機能維持評価は，「3. 地震応答解析」及び「5.機能維持評

価」に示す方法により，「6. 評価条件」に示す評価条件を用い，「7. 耐震評価結果」におい

て容器弁の最大床加速度が機能確認済加速度を超えないことを確認する。 

2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」(JSME S NC1-2005/2007)日本機械学会

・「原子力発電所耐震設計技術指針」(JEAG 4601-1987）日本電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編」（JEAG 4601・補-1984）日本

電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針」（JEAG 4601-1991 追補版）日本電気協会
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Ⅴ-2-別添1-5 ガス消火設備制御盤の耐震計算書 
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1. 概 要

本資料は，Ⅴ-2-別添1-1「火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「別添1-1」という。）

に示すとおり，ガス消火設備制御盤が，地震時及び地震後においても，基準地震動Ssに

よる地震力に対し，火災を早期に消火する機能を保持するために，耐震性を有すること

を確認するものである。 
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2. 基本方針

別添1-1の「2.1 評価対象設備」に示すガス消火設備制御盤の構造計画を，「2.1 位置」

及び「2.2 構造概要」に示す。 

2.1 位 置 

ガス消火設備制御盤は，別添1-1の「2.1 評価対象設備」のうち構造計画に示すとお

り，火災が発生している火災区域又は火災区画からの火災の火炎及び熱による直接的

な影響のみならず，煙，流出流体，断線，爆発等の二次的影響は受けず，火災防護上

重要な機器等及び重大事故等対処施設に悪影響を及ぼさないよう，消火対象となる火

災区域又は火災区画とは別のエリアに設置する。 

2.2 構造概要 

ガス消火設備制御盤の構造は，別添1-1の「2.1 評価対象設備」に示す構造計画とす

る。 
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2.3 評価方針 

ガス消火設備制御盤は，別添1-1の「4.2 応力評価」に示す応力評価の方針に従い，

応力評価を実施する。 

ガス消火設備制御盤の応力評価は，「3. 地震応答解析」及び「4. 応力評価」に示

す方法により，「6. 評価条件」に示す評価条件を用いて計算し，「7. 耐震評価結果」

においてガス消火設備制御盤の評価対象部位に発生する応力が許容限界に収まるこ

とを確認する。 

ガス消火設備制御盤は，別添1-1の「4.3 機能維持評価」にて示す機能維持評価の

方針に従い，電気的機能維持評価を実施する。 

ガス消火設備制御盤の電気的機能維持評価は，「3. 地震応答解析」及び「5. 機能

維持評価」に示す方法により，「6. 評価条件」に示す評価条件を用い，「7. 耐震評

価結果」においてガス消火設備制御盤の最大床加速度が機能確認済加速度を超えない

ことを確認する。 

2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」(JSME S NC1-2005/2007)日本機械学会

・「原子力発電所耐震設計技術指針」(JEAG 4601-1987）日本電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編」（JEAG 4601・補-1984）

日本電気協会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針」（JEAG 4601-1991 追補版）日本電気協会
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Ⅴ-2-別添1-6 供給配管の耐震計算書 
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1. 概 要

本資料は，別添1-1「火災防護設備の耐震計算の方針」（以下「別添1-1」という。）

に示すとおり，供給配管が，地震時及び地震後においても，基準地震動Ssによる地震力

に対し，火災を早期に消火する機能を保持するために，耐震性を有することを確認する

ものである。 
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2. 基本方針

別添1-1の「2.1 評価対象設備」に示す供給配管の構造計画を，「2.1 位置」及び「2.2

構造概要」に示す。 

2.1 位 置 

供給配管は，別添1-1の「2.1 評価対象設備」のうち構造計画に示すとおり，ガス

消火設備の消火対象である複数の火災区域又は火災区画に設置する。 

2.2 構造概要 

供給配管の構造は，別添1-1の「2.1 評価対象設備」に示す構造としている。 
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2.3 評価方針 

供給配管は，別添1-1の「4.2 応力評価」に示す応力評価の方針に従い，耐震評価

を実施する。 

供給配管の耐震評価は，「3. 耐震評価」に示す方法により，「4. 評価条件」に示

す評価条件を用いて計算し，「5. 耐震評価結果」において供給配管の支持間隔及び

供給配管の評価対象部位に発生する応力が許容限界に収まることを確認する。 

2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・「発電用原子力設備規格設計・建設規格」(JSME S NC1-2005/2007)日本機械学会

・「原子力発電所耐震設計技術指針」(JEAG 4601-1987）日本電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編」（JEAG 4601・補-1984）

日本電気協会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針」（JEAG 4601-1991 追補版）日本電気協会
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Ⅴ-2-別添1-7 火災防護設備の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関

する影響評価 
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1. 概 要

本資料は，別添1-1「火災防護設備の耐震計算の方針」の「2. 耐震評価の基本方針」

に基づき，火災感知設備及び消火設備について，基準地震動Ssによる地震力に対する耐

震性を確認しているため，動的地震力の水平2方向及び鉛直方向の組合せに関する影響評

価について説明するものである。
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2. 火災感知設備及び消火設備に関する影響評価

2.1 基本方針 

火災感知設備及び消火設備に関する，水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る影響評価については，Ⅴ-2-1-8「水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する

影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針及び評価方法を踏まえて，構造上

の特徴を踏まえた抽出を行い，設備が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

2.2 評価条件及び評価方法 

Ⅴ-2-1-8「水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.

各施設における水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針」を踏まえて，

基準地震動Ssによる地震力に対して耐震評価を実施する設備のうち，従来の設計手法

における水平1方向及び鉛直方向地震力の組み合わせた耐震計算（以下「従来の計算」

という。）に対して，設備の構造特性から水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに

よる影響の可能性があるものを抽出し，設備が有する耐震性に及ぼす影響を評価する。 

(1) 評価対象となる設備の整理

火災感知設備及び消火設備のうち，基準地震動Ssによる地震力に対してその機能

が保持できることを確認する設備を評価対象とする。 

(2) 構造上の特徴による抽出

構造上の特徴から水平2方向の地震力が重複する観点にて検討を行い，水平2方向

地震力による影響の可能性がある設備を抽出する。 

(3) 発生値の増分による抽出

水平2方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平2方向の地震力

が各方向1：1で入力された場合に各部にかかる荷重や応力等を求め，従来の水平1

方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して，水平2方向及び鉛直方向地

震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検討し，耐震性への影響が懸念される

設備を抽出する。 

(4) 水平2方向及び鉛直方向地震力の影響評価

上記の検討において算出された荷重や応力等を用いて，設備が有する耐震性への

影響を検討する。 
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Ⅴ-2-別添 2 溢水防護に係る施設の耐震性に関する説明書 



Ｖ-2-別添 2-1 溢水防護に係る施設の耐震性についての計算書の方
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1. 概要

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成25年6

月28日原子力規制委員会規則第6号）（以下「技術基準規則」という。）」第12条及び54

条並びに「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈」に適合

する設計とするため，Ｖ-1-1-8「発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書」のうち

Ｖ-1-1-8-3「溢水評価条件の設定」にて耐震性を有することから溢水源として設定しな

いとした耐震Ｂ，Ｃクラス機器（以下「耐震Ｂ，Ｃクラス機器」という。）及び耐震Ｃ

クラス機器で工事計画，基本設計方針に示す浸水防護施設，主要設備リストに記載のな

い浸水防護施設（以下「溢水防護に関する施設」という。）が，基準地震動Ｓsによる地

震力に対して耐震性を有することを確認するための耐震計算方針について説明するもの

である。 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の具体的な計算の方法及び結果は，Ｖ-2-別添2-2「溢水源とし

ない耐震Ｂ，Ｃクラス機器の耐震性についての計算書」に示すとともに，動的地震力の

水平2方向及び鉛直方向の組合せに対する各設備の影響評価結果は，Ｖ-2-別添2-3「溢水

防護に関する施設の水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果」に示

す。 
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2. 耐震評価の基本方針

耐震評価は，「2.1 評価対象施設」に示す評価対象施設を対象として，「3.1 荷重

及び荷重の組合せ」で示す基準地震動ＳＳによる地震力と組み合わすべき他の荷重による

組合せ荷重による応力等が，「3.2 許容限界」で示す許容限界内にあることを，「4. 耐

震評価方法」に示す評価方法を使用し，「5. 適用規格」で示す適用規格を用いて確認

する。 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に関する施設は，基準地震動ＳＳによる地震力に対

して，その機能を維持又は保持できる設計とすることを踏まえ，水平2方向及び鉛直方向

地震力を適切に組み合わせて実施する。影響評価方法は「4.5 水平2方向及び鉛直方向

地震力の考慮」に示す。 

2.1 評価対象施設 

評価対象施設は，耐震Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に関する施設（Ｖ-2-10-2で評価

する浸水防護施設を除く。以下同じ。）を対象とする。 

2.2 耐震Ｂ，Ｃクラス機器 

評価対象施設のうち容器は，付録1「スカート支持たて置円筒形容器の耐震性について

の計算書作成の基本方針」，付録2「横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成

の基本方針」，付録3「平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」

にて示すスカート支持たて置円筒形容器，横置円筒形容器，平底たて置円筒形容器の構

造を踏まえ，応答性状を適切に評価することで適用する地震力に対して構造強度を有す

る構造とする。 

評価対象施設のうちポンプ類は，付録4「横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の

基本方針」，付録5「たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」にて示す

横置ポンプ及びファンの構造を踏まえ，応答性状を適切に評価することで適用する地震

力に対して構造強度を有する構造とする。 

評価対象施設のうち配管，弁及び支持構造物は，付録6「管の応力計算書及び耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」にて示す配管，弁及び支持構造物の構造を踏まえ，応

答性状を適切に評価することで適用する地震力に対して構造強度を有する構造とする。 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-別

添
2
-
1 
R
0
 



3

3. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界

耐震Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に関する施設の耐震評価に用いる荷重及び荷重の

組合せを，「2.1 荷重及び荷重の組合せ」に，許容限界を「2.2 許容限界」に示す。 

3.1 荷重及び荷重の組合せ 

3.1.1 荷重，種類 

(1) 常時作用する荷重（Ｄ）

死荷重

(2) 圧力による荷重（ＰＤ）

地震と組合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属 

象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含む），又は当該設備に設

計上定められた最高使用圧力による荷重 

(3) 機械的荷重（ＭＤ）

地震と組合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従属 

象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含む），又は当該設備に設

計上定められた機械的荷重 

(4) 地震荷重（ＳＳ）

基準地震動ＳＳにより定まる地震力

3.1.2 荷重の組合せ 

荷重の組合せは，溢水起因の荷重との組合せはないため，Ｖ-2-1-9「機能維持の

基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」に示す機器・配管系の荷重の組合せを踏ま

えて設定する。 

3.2 許容限界 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の許容限界は，Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示している

各機器の許容応力状態ⅣＡＳの許容限界を準用する。 
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4. 耐震評価方法

耐震Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に関する施設の耐震評価は，「4.1 地震応答解析」

の「4.2 耐震評価」及び「4.3 機能維持評価」に従って実施する。 

4.1 地震応答解析 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に関する施設の地震応答解析は，「4.1.1入力地震

動」に示す入力地震動，「4.1.2 解析方法及び解析モデル」に示す解析方法及び「4.1.3 

設計用減衰定数」に示す減衰定数を用いて実施する。 

第4－1図に耐震Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に関する施設の地震応答解析の手順を

示す。 
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第4－1図 耐震Ｂ，Ｃクラス機器の地震応答解析の手順 

耐震Ｂ，Ｃクラスの設備 

解析モデル設定 

固有値解析 

減衰定数 

ＳＳに対する地震応答解析 

基準地震動ＳＳ又はそれに基づ

く設計用床応答曲線若しくは

時刻歴応答波 

地震時応答・荷重 
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4.1.1 入力地震動 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に関する施設の地震応答解析における入力地震動

は，Ｖ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」の「4. 設計用床応答曲線（ＳＳ）」に設

定している当該設備設置床の基準地震動ＳＳにおける設計用床応答曲線（ＳＳ）とする。 

4.1.2 解析方法及び解析モデル 

動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性及び適用限界

等を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考慮すべき減衰定

数，剛性等，各種物性値は，適切な規格・基準，あるいは実験等の結果に基づき設定す

る。 

機器，解析に当たっては，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切

に表現できるよう1質点系，多質点系モデル等に置換し，定式化された評価式を用いた解

析法（床置き機器等）又は設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法により

応答を求める。また，スペクトルモーダル解析法を用いる場合は地盤物性等，ばらつき

を適切に考慮する。 

機器の解析に当たっては，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モードを適切

に表現できるよう1質点系，多質点系モデル等に置換し，定式化された評価式を用いた解

析法（床置き機器等）又は設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法により

応答を求める。また，スペクトルモーダル解析法を用いる場合は地盤物性等のばらつき

を適切に考慮する。 

配管系については，熱的条件及び口径から高温配管又は低温配管に分類し，その仕様

に応じて適切なモデルに置換し，設計用床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法

により応答を求める。 

剛性の高い機器は，その機器の設置床面の設計用最大床加速度の1.2倍の加速度を震度

として作用させて地震力を算出する。 

(1) 解析方法

・定式化された評価式を用いた解析法（床置き機器等）

・スペクトルモーダル解析法

(2) 解析モデル

代表的な機器・配管系の解析モデルを以下に示す。耐震評価に用いる寸法は，公称

値を使用する。 

a. 一般機器

タンク，熱交換器，脱塩塔など，一般の機器は，機器本体及び支持構造物の剛性

をそれぞれ考慮し，原則として重心位置に質量を集中させた1質点系にモデル化す

る。 
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b. 配管

配管は3次元多質点はりモデルに置換する。

4.1.3 設計用減衰定数 

地震応答解析に用いる減衰係数は，Ｖ-2-1-6「地震応答解析の基本方針」に設定し

ている，ＪＥＡＧ4601に記載されている減衰定数又は試験等で妥当性が確認された値

を用いる｡具体的には第4－1表に示す値を用いる。 

第 4－1 表 減衰定数 

(1) 建物・構築物

対象設備 使用材料 
減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

原子炉建屋 建屋 鉄筋コンクリート 5 5 

鉄骨 2 2 

地盤 
－ 

ＪＥＡＧ4601－1991追補版の近似法

により算定＊1 

使用済燃料乾

式貯蔵建屋 

建屋 鉄筋コンクリート 5 5 

鉄骨 2 2 

鋼管杭 2 2 

地盤 
－ 

ＪＥＡＧ4601－1991追補版の近似法

により算定＊2 

主排気筒 構築物 鉄筋コンクリート 5 5 

鉄骨 2 2 

筒身 1 1 

鋼管杭 2 2 

地盤 
－ 

ＪＥＡＧ4601－1991追補版の近似法

により算定＊2 

非常用ガス処

理系配管支持

架構 

構築物 
鉄骨 2 2 

鋼管杭 2 2 

地盤 
－ 

ＪＥＡＧ4601－1991追補版の近似法

により算定＊2 

注記＊1：地盤条件及び基礎形状等を基に振動アドミッタンス理論により動的地盤ばねを算

定し，ＪＥＡＧ4601－1991追補版の近似法により算定 

＊2：地盤条件，杭及び基礎形状等を基に三次元薄層要素法により動的地盤ばねを算定

し，ＪＥＡＧ4601－1991追補版の近似法により算定 

(2) 機器・配管系
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対象設備 
減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

溶接構造物 1.0 1.0＊1 

ボルト及びリベット構造物 2.0 2.0＊1 

ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 1.0＊1 

燃料集合体 7.0 1.0＊1 

制御棒駆動機構 3.5 1.0＊1 

空調用ダクト 2.5 2.5＊1 

電気盤 4.0 1.0＊1 

建屋クレーン 2.0＊3 2.0＊1 

燃料取替機 2.0＊3 1.5(2.0)＊1＊2 

配管系 0.5～3.0＊3＊4 0.5～3.0＊1＊3＊4 

液体の揺動 0.5 － 

注記＊1：既往の研究等において，設備の地震入力方向の依存性や減衰特性について検討さ

れ妥当性が確認された値 

＊2：（ ）外は，燃料取替機のトロリ位置が端部にある場合，（ ）内は，燃料取替

機のトロリ位置が中央部にある場合 

＊3：既往の研究等において，試験及び解析等により妥当性が確認されている値 

＊4：具体的な適用条件を「(3).配管系の設計用減衰定数」に示す。 

（参考文献） 

電力共通研究「機器・配管系に対する合理的耐震評価法の研究(H12～H13)」 

電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法に関する研究(H7～H10)」 

(3) 配管系の減衰定数
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配管区分 
減衰定数＊1（％） 

保温材無 保温材有＊2 

Ⅰ 

スナッバ及び架構レストレイント支持主体

の配管系で，支持具（スナッバ又は架構レス

トレイント）の数が4個以上＊４のもの

2.0 3.0＊3 

Ⅱ 

スナッバ，架構レストレイント，ロッドレス

トレイント，ハンガ等を有する配管系で，ア

ンカ及びＵボルトを除いた支持具の数が４

個以上であり，配管区分Ⅰに属さないもの 

1.0 2.0＊3 

Ⅲ 

Ｕボルトを有する配管系で，架構で水平配管

の自重を受けるＵボルトの数が4個以上＊４の

もの 

2.0＊3 3.0＊3 

Ⅳ 配管区分Ⅰ，Ⅱ及びⅢに属さないもの 0.5 1.5＊3 

注記＊1：水平方向及び鉛直方向の設計用減衰定数は同じ値を使用 

＊2：金属保温材による付加減衰定数は，配管全長に対する金属保温材使用割合が 40％

以下の場合1.0％を適用するが，金属保温材使用割合が40％を超える場合は0.5％

とする。 

＊3：ＪＥＡＧ4601－1991 追補版で規定されている配管系の設計用減衰定数に，既往の

研究等において妥当性が確認された値を反映 

＊4：支持具の種類及び数は，アンカからアンカまでの独立した振動系について算定す

る。 

（参考文献） 

電力共通研究「機器・配管系に対する合理的耐震評価法の研究(H12～H13)」 

電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の耐震評価手法に関する研究（H7～H10）」 

4.2 耐震評価 
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耐震Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に関する施設の耐震評価は，「3.1 荷重及び荷重

の組合せ」にて示す荷重の組合せに対して，「4.1 地震応答解析」で示した地震応答解

析により発生応力を算出し，「3.2 許容限界」にて設定している許容限界内にあること

を確認する。評価手法は，定式化された評価式を用いた解析法又はスペクトルモーダル

解析法により，ＪＥＡＧ4601に基づき実施することを基本とする。 

4.2.1 耐震評価方法 

 評価対象の耐震Ｂ，Ｃクラス機器については，付録1「スカート支持たて置円筒形 

容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録2「横置一胴円筒形容器の耐 

震性についての計算書作成の基本方針」，付録3「平底たて置円筒形容器の耐震性に 

ついての計算書作成の基本方針」，付録4「横軸ポンプの耐震性についての計算書作 

成の基本方針」，付録5「たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」 

及び付録6「管の応力計算書及び耐震性についての計算書作成の基本方針」にて示す 

評価方法により評価を行う。 

4.3 機能維持評価 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の溢水防護設計上の構造強度に係る機能維持の方針は，Ｖ-2-1-9

「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」を準用する。 

溢水防護に関する施設の溢水防護設計上の構造強度に係る機能維持の動的機能の維持

及び止水性の維持に係る耐震計算の方針は，Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構

造強度上の制限」，「4.1 動的機器の機能維持」及び「4.4 止水性の維持」を準用する。 

4.3.1 動的機能の維持 

地震時及び地震後に動的機能が要求される機器は，Ｖ-1-1-8「発電用原子炉施設の

溢水防護に関する説明書」のうちＶ-1-1-8-5「溢水防護施設の詳細設定」にて設定し

ている設備ごと，耐震設計上の性能目標を踏まえ，基準地震動ＳＳによる当該設備床，

設計用床応答曲線若しくは設計用最大床加速度から求まる評価用加速度が，機能確認

済加速度以下であることにより確認する。 

4.4. 水平2方向及び鉛直方向地震力の考慮 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器及び溢水防護に関する施設については，基準地震動Ｓsによる地

震力に対して耐震性を有することを確認している。 

今回，新たに水平2方向及び鉛直方向の組合せによる耐震設計に係る技術基準が制定さ

れたことから，これら設備についても水平2方向及び鉛直方向の組合せによる影響を評価

する。 

影響評価については，Ｖ-2-1-8「水平2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響
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評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針及び評価方法に基づき行う。 

5. 適用規格

適用する規格，指針等を以下に示す。

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格」（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007） 日

本機械学会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針」（ＪＥＡＧ4601-1987）日本電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編」（ＪＥＡＧ4601・補

-1984）日本電気協会

・「原子力発電所耐震設計技術指針」（ＪＥＡＧ4601-1991追補版）日本電気協会
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Ｖ-2-別添 2-2 溢水源としない耐震Ｂ，Ｃクラス機器の耐震性に

ついての計算書
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1. 概要

本資料は，Ｖ-2-別添2-1「溢水防護に関する施設の耐震性についての計算書の方針」

の「2.1 評価対象施設」に示す耐震Ｂ，Ｃクラス機器が，基準地震動Ｓsによる地震力に

対し，耐震性を有することを確認するものである。 

2. 基本方針

2.1 位置 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器のうち，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，溢水源として設定

しない機器は，原子炉建屋に設置する。各機器の具体的な設置建屋及び設置高さに応じ

た評価を行う。 

2.2 構造概要 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器のうちタンク，熱交換器，冷却器等（以下「容器類」という。）

の構造は，付録1「スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本

方針」，付録2「横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録

3「平底たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」にて示しているス

カート支持たて置円筒形容器，横置円筒形容器，平底たて置円筒形容器を適用できる構

造である。 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器のうちポンプ及びファン等（以下「ポンプ類」という。）の構

造は，付録4「横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録5「たて軸

ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」にて示している横置ポンプ，ファン

を適用できる構造である。耐震Ｂ，Ｃクラス機器のうち配管，弁及び支持構造物の構造

は，付録6「管の応力計算書及び耐震性についての計算書作成の基本方針」にて示す配管，

弁及び支持構造物を適用できる構造である。 

2.3 評価方針 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の応力評価は，Ｖ-2-別添2-1「溢水防護に関する施設の耐震性

についての計算書の方針」の「3.1 荷重及び荷重の組合せ」及び「3.2 許容限界」にて

設定している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，耐震Ｂ，Ｃクラス機器

の評価対象部位に作用する応力が許容限界内にあることを，「3. 地震応答解析」及び「4. 

応力評価」に示す方法により，「5.耐震評価」に示す評価条件を用いて計算し，確認す

る。 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器のうち容器類については，付録1「スカート支持たて置円筒形容

器の耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録2「横置一胴円筒形容器の耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」，付録3「平底たて置円筒形容器の耐震性についての計

算書作成の基本方針」にて示しているスカート支持たて置円筒形容器，四脚たて置円筒
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形容器，横置円筒形容器，平底たて置円筒形容器，プレート式熱交換器及びラグ支持た

て置き円筒形容器の構造と同様であり，耐震Ｂ，Ｃクラス機器のうちポンプ類について

は，付録4「横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録5「たて軸ポ

ンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」にて示している横置ポンプ，ファン及

びユニットの構造と同様であることから，Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」に示してい

る各機器，許容応力状態ⅣＡＳ，荷重の組合せを踏まえて，付録1「スカート支持たて置

円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録2「横置一胴円筒形容器の

耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録3「平底たて置円筒形容器の耐震性につ

いての計算書作成の基本方針」の胴板，側板，支持脚，スカート，ラグ，基礎ボルト，

取付ボルト及び溶接部並びに付録4「横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方

針」，付録5「たて軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」の基礎ボルト及

び取付ボルトの評価式を用いて評価する。耐震Ｂ，Ｃクラス機器のうち配管，弁及び支

持構造物については，付録6「管の応力計算書及び耐震性についての計算書作成の基本方

針」にて示す配管，弁及び支持構造物の構造と同様であることから，付録6「管の応力計

算書及び耐震性についての計算書作成の基本方針」に示す配管，弁及び支持構造物の解

析方法を用いて評価する。 

2.4 適用規格 

耐震評価に用いる規格，基準等を以下に示す。 

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版）（2007年追補版を含む）（第

Ⅰ編 軽水炉規格）ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005/2007）」日本機械学会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針」（日本電気協会ＪＥＡＧ 4601-1987）

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編」（日本電気協会  Ｊ

ＥＡＧ 4601・補-1984） 

・「原子力発電所耐震設計技術指針」（日本電気協会 ＪＥＡＧ 4601-1991 追補版） 
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3. 地震応答解析

3.1 基本方針 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の地震応答解析は，Ｖ-2-別添2-1「溢水防護に関する施設の

耐震性についての計算書の方針」の「4.1 地震応答解析」にて設定している評価方針

を踏まえ，耐震Ｂ，Ｃクラス機器の設置建屋及び設置高さに応じて実施する。 

4. 応力評価

4.1 基本方針 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の応力評価は，Ｖ-2-別添2-1「溢水防護に関する施設の耐震

性についての計算書の方針」の「4.2 耐震評価」にて設定している評価方針を踏まえ，

応力評価を実施する。 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の応力評価は，「4.2 評価対象部位」に示す評価対象部位に

対し，「4.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「4.4 許容限界」に示す荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界を踏まえ，「4.5 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

4.2 評価対象部位 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の評価対象部位は，容器類及びポンプ類については，付録1

「スカート支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録2

「横置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録3「平底たて

置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」にて設定している胴板，側

板，支持脚，スカート，ラグ，基礎ボルト，取付ボルト及び溶接部並びに付録4「横軸

ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録5「たて軸ポンプの耐震性に

ついての計算書作成の基本方針」にて設定している基礎ボルト及び取付ボルトを評価

対象部位とする。 

配管，弁及び支持構造物については，付録6「管の応力計算書及び耐震性についての

計算書作成の基本方針」に示す配管，弁及び支持構造物を評価対象部位とする。 

溢水対象補機及び配管の評価結果は，発生応力と許容応力を踏まえ，評価上厳しい箇

所の結果について記載する。 

4.3 荷重及び荷重の組合せ 

応力評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ｖ-2-別添2-1「溢水防護に関する施設

の耐震性についての計算書の方針」の「3.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示している

荷重及び荷重の組合せを用いる。 

4.3.1 荷重，種類 

応力評価に用いる荷重は，以下の荷重を用いる。 
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(1) 常時作用する荷重（Ｄ）

自重

(2) 圧力による荷重（ＰＤ）

地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従

属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含む），又は当該

設備に設計上定められた最高使用圧力による荷重。 

(3) 機械的荷重（ＭＤ）

地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ及び地震従

属事象として運転状態Ⅳに包絡する状態がある場合にはこれを含む），又は当該

設備に設計上定められた機械的荷重。 

(4) 地震荷重（ＳＳ）

基準地震動ＳＳにより定まる地震力

4.3.2 荷重の組合せ 

応力評価に用いる荷重の組合せは，各機器の評価対象部位ごとに設定する。荷重

の組合せを第4－1表に示す。 

第4－1表 容器類，荷重の組合せ 

許容応力状態 荷重の組合せ 評価対象部位 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ 
胴板 

側板 

第4－1表 配管，荷重の組合せ 

許容応力状態 荷重の組合せ 評価対象部位 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ 
配管 

弁 

第4－1表 支持構造物，荷重の組合せ 

許容応力状態 荷重の組合せ 評価対象部位 

ⅣＡＳ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ 

支持脚 

スカート

ラグ

基礎ボルト 

取付ボルト 

溶接部 
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4.4 許容限界 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の評価の許容限界は，Ｖ-2-別添2-1「溢水防護に関する施設

の耐震性についての計算書の方針」の「3.2 許容限界」にて設定している許容限界に

従って，「4.2 評価対象部位」にて設定している評価対象部位ごとに，許容応力状態

ⅣＡＳの許容応力を用いる。 

各機器の評価対象部位ごとの許容限界を第4－2表に示す。 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-別

添
2
-
2 
R
0
 



6

第4－2表 容器，許容限界 

耐震 

クラス
荷重の組合せ 

許容応

力状態

許容限界＊1 

一次一般

膜応力 

一次膜応力＋

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

容器 Ｂ，Ｃ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ 0.6・Ｓu

左欄の1.5倍

の値 

＊2

Ｓｓ地震力のみによる疲労解析を行い，疲労累

積係数が1.0以下であること。ただし，地震動

のみによる一次＋二次応力の変動値が2・Ｓｙ

以下であれば，疲労解析は不要。 

注記＊1 座屈に対する評価が必要な場合は，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2 2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・規格 ＰＶＢ-3000（ＰＶＢ-3313を除く。Ｓmは2/3・Ｓｙと読

み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 2-2 R0 
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第4-2表 配管の許容限界 

耐震 

クラス
荷重の組合せ 

許容応

力状態

許容限界 

一次一般

膜応力 

一次応力 

（曲げ応力含

む） 

一次＋二次応力 
一次＋二次＋ 

ピーク応力 

配管 Ｂ，Ｃ Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋ＳＳ ⅣＡＳ
＊1

0.6・Ｓｕ

左欄の1.5倍

の値 

＊2

Ｓｓ地震力のみによる疲労解析を行い，疲労累

積係数が1.0以下であること。ただし，地震動

のみによる一次＋二次応力の変動値は2・Ｓy

以下であれば，疲労解析は不要。 

注記＊1 軸力による全断面平均応力については，許容応力状態ⅢＡＳの一次一般膜応力の許容値の0.8倍の値とする。 

＊2 2･Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 ＰＰＢ-3536(1)，(2)，(4)及び(5)（ただし，Ｓｍは

2/3･Ｓｙと読み替える。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 2-2 R0 
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第4-2表 支持構造物の許容限界 

耐震 

クラス

荷重の 

組合せ 

許容応 

力状態 

許容限界＊1，＊2，＊3（ボルト等以外） 
許容限界＊2，＊4 

（ボルト等） 

形式試験 

による場合 

一次応力 一次＋二次応力 一次応力 

許容荷重 
引張

せん

断 
圧縮 曲げ 支圧

引張 

圧縮 
せん断 曲げ 

支圧 座屈 引張 せん断 

3・ｆｔ 

＊6 

3・ｆｓ 

＊7 

2・ｆｂ 

Ｂ，Ｃ 
Ｄ＋ＰＤ＋

ＭＤ＋ＳＳ 
ⅣＡＳ 

1.5・

ｆｒ
＊

1.5・

ｆｓ
＊

1.5・

ｆｃ
＊

1.5・

ｆｂ
＊

1.5・

ｆｐ
＊

Ｓｓ地震力のみによる応

力振幅について評価する。 

＊8 

1.5・ 

ｆｐ
＊ 

＊7，＊8 

1.5・ｆｂ 

1.5・ｆｓ

又は 

1.5・ｆｃ

1.5・ 

ｆｔ
＊ 

1.5・ 

ｆｓ
＊ ｙｔ

ｙｄ
Ｌ

Ｓ

Ｓ
・・Ｔ 6.0

注記＊1 「鋼構造設計規準 ＳＩ単位版」（2002年日本建築学会）等の幅厚比の制限を満足させる。 

＊2 応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 
＊3 耐圧部に溶接等により直接取り付けられる支持構造物であって耐圧部と一体の応力解析を行うものについては，耐圧部と同じ許容応

力とする。 
＊4 コンクリートに埋め込まれるアンカボルトで地震応力の占める割合が支配的なものであって，トルク管理，材料の照合等を行わな

いものについては，材料の品質，据付状態等のゆらぎ等を考慮して，ⅢＡＳの許容応力を一次引張応力に対してはｆｔ，一次せん断
応力に対してはｆｓとして，またⅣＡＳ→ⅢＡＳとして応力評価を行う。 

＊5 薄肉円筒形状のものの座屈の評価にあっては，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 
＊6 すみ肉溶接部にあっては最大応力に対して 1.5･ｆｓとする。 
＊7 設計・建設規格 ＳＳＢ-3121.1(4)により求めたｆｂとする。 
＊8 自重，熱膨張等により常時作用する荷重に，地震動による荷重を重ね合わせて得られる応力の圧縮最大値について評価する。 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 2-2 R0 
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4.5 評価方法 

(1) 溢水防護として要求する機能を踏まえ，Ｖ-2-別添2-1「溢水防護に関する施設の

耐震性についての計算書の方針」の「3.2 許容限界」より，基準地震動Ｓｓによる

地震力に対して耐震性が確保され溢水に至らないことを確認するために，許容応力

状態ⅣASで，許容限界を満足することを確認する。 

(2) 減衰定数については，Ｖ-2-別添2-1「溢水防護に関する施設の耐震性についての

計算書の方針」の「4.1.3 設計用減衰定数」に示す値を適用する。 

(3) 耐震Ｂ，Ｃクラス機器のうち容器類及びポンプ類の応力評価は，付録1「スカー

ト支持たて置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録2「横

置一胴円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録3「平底たて

置円筒形容器の耐震性についての計算書作成の基本方針」，付録4「横軸ポンプの

耐震性についての計算書作成の基本方針」及び付録5「たて軸ポンプの耐震性につ

いての計算書作成の基本方針」に基づき実施する。 

(4) 耐震Ｂ，Ｃクラス機器のうち配管の応力評価は，付録6「管の応力計算書及び耐

震性についての計算書作成の基本方針」に示す配管の解析方法に基づき実施する。 
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5. 耐震評価

5.1 耐震Ｂ，Ｃクラス機器（容器，ポンプ類）及び溢水対象配管の耐震評価 

耐震Ｂ，Ｃクラス機器（容器，ポンプ類）及び溢水対象配管が基準地震ＳＳによる地

震力に対し，耐震性を有することを確認した。 
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Ｖ-2-別添2-3 溢水防護に関する施設の水平2方向及び鉛直方向地震力の

組合せに関する影響評価結果 
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1

1. 概要

本資料は，資料Ⅴ-2-別添 2-1「溢水防護に係る施設の耐震性についての計算書の方針」の「2.

耐震評価の基本方針」に基づき，溢水防護に関する施設及び耐震Ｂ，Ｃクラス機器について，基

準地震動ＳＳによる地震力に対して，溢水伝播を防止する機能を維持するために，耐震性を有す

ることを確認しているため，動的地震動の水平 2方向及び鉛直方向の組合せに関する影響評価に

ついて説明するものである。 

2. 溢水防護に関する施設及び耐震Ｂ，Ｃクラス機器に関する影響評価

2.1 基本方針 

 溢水防護に関する施設及び耐震Ｂ，Ｃクラス機器に関する，水平方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる影響評価については，資料Ⅴ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに

関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針及び評価方針を踏まえて，設備が有

する耐震性への影響を評価する。 
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Ⅴ-2-別添 2-4 水密扉の耐震性についての計算書 
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1. 概要

本資料は，資料Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」の構造強度及び機能維持の設計方針に準じて，

原子炉建屋原子炉棟地下2階に設置する水密扉（以下「原子炉建屋地下2階水密扉」という。）が

基準地震動に対して十分な構造強度及び止水性を有していることを説明するものである。 

原子炉建屋地下2階水密扉の原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉，原子炉建屋原子炉隔

離時冷却系室北側水密扉，原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉，原子炉建屋高圧炉心ス

プレイポンプ室水密扉は，溢水のみを対象とした浸水防護施設に分類される。 

以下，分類に応じた耐震評価を示す。 

2. 基本方針

2.1 位置 

原子炉建屋水密扉の設置位置図を第2－1図に示す。 

 : 水密扉 

 平面図 

第2－1図 原子炉建屋地下2階水密扉の設置位置 
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2.2 構造概要 

水密扉は，片開型の鋼製扉とし，扉板の背面に芯材（主桁及び横桁）を配した構造である。

扉は閉塞時には，カンヌキにより固定され，水密性を確保している。 

原子炉建屋地下2階水密扉は，扉枠を介して建屋の壁の開口部にアンカー等で固定し，支持す

る構造とする。原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉，原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室

北側水密扉，原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉，原子炉建屋高圧炉心スプレイポン

プ室水密扉の構造図を第2－2図，第2－3図，第2－4図，第2－5図に示す。 
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原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉 

第2－2図 原子炉建屋残留熱除去系A系ポンプ室水密扉の構造図 
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原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉 

第2－3図 原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉の構造図 
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原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉 

第2－4図 原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉の構造図 
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原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉 

第2－5図 原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉の構造図 
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2.3 評価方針 

水密扉の耐震評価は，設計基準対象施設として，第2－1表に示すとおり構造部材の健全性

評価を行う。 

構造部材の健全性評価については，水密扉設置位置の地震応答解析から得られる応答加速

度を用いた応力解析を行い，構造部材に発生する応力などが許容限界を超えないことを確認

する。 

水密扉の耐震評価フローを第2－6図に示す。 

第2－1表 水密扉の評価項目 

評価方針 評価項目 地震力 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を有

すること 

構造部材

の健全性
基準地震動ＳＳ 全構造部材 

発生応力などが許

容限界を超えない

ことを確認 

概ね弾性 

止水性を損な

わないこと 

構造部材

の健全性
基準地震動ＳＳ 全構造部材 

発生応力などが許

容限界を超えない

ことを確認 

概ね弾性 
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第2－6図 水密扉の耐震評価フロー 

評価開始 

評価方針 

資料Ⅴ-2-1-7 

設計用床応答曲線の作成方針 

荷重及び荷重の組合せの設定 

評価対象部位の設定 

許容限界の設定 

構造部材の健全性評価 

（構造強度による機能維持） 

（止水性の維持） 

評価終了 
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2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・ 建築基準法・同施行令

・ 鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005改定）

・ 鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（（社）日本建築学会，2010改定）
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3. 地震応答解析

地震応答解析は，資料Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」にて示す水密扉設置位置にお

ける地震応答解析結果を用いる。 

地震応答解析に基づいて算定された，水密扉設置位置における最大応答加速度から各扉の設計

震度Ｋを設定する。最大応答加速度は,加速度を保守的に評価するために，その抽出位置は，原子

炉建屋水密扉設置階の上階（上層）の値とする。 

各扉の設置位置における最大応答加速度から算出した設計震度Ｋを第3－1表に示す。 

第3－1表 各扉の設計震度K 

扉名称 
設計震度Ｋ 

水平 鉛直 

原子炉建屋残留熱除去系 A 系ポンプ室水密扉 0.96 0.92 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉 0.96 0.92 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉 0.96 0.92 

原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉 0.96 0.92 
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4. 耐震評価方法

4.1 評価対象部位 

評価対象部位は，水密扉の構造上の特徴を踏まえ選定する。なお，評価対象部位ごとに，扉

の開閉状況を考慮のうえ，地震荷重を設定する。 

水密扉に生じる地震力（水平、鉛直）に伴う扉本体に作用する慣性力は，ヒンジ及びカンヌ

キから，ボルトを介して扉枠に伝達し，アンカーを介して躯体に伝達しているため，評価対象

部位をヒンジ，カンヌキ，カンヌキ受けピン及びカンヌキ受けボルトとする。 

水密扉閉止時の地震荷重の作用イメージと評価対象部位を第4－1図に，水密扉開放時の地震

荷重の作用イメージと評価対象部位を第4－2図に示す。 

第4－1図 水密扉閉止時の地震荷重の作用イメージと評価対象部位 
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第4－2図 水密扉開放時の地震荷重の作用イメージと評価対象部位 
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4.2 荷重及び荷重の組合せ 

荷重及び荷重の組合せは，資料Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」

にて設定している荷重の組合せに準じて設定する。 

資料Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」の「3.1 構造強度上の制限」にて設定している荷重の

組合せを以下に示す。 

Ｇ＋Ｐ＋ＫＳ 

(1)耐震評価上考慮する荷重

水密扉の耐震評価に用いる荷重を以下に示す。

Ｇ：固定荷重 

Ｐ：積載荷重 

水密扉は，上載物の荷重を負担する又は影響を受ける構造となっていないことから，積載荷

重については考慮しない。 

ＫＳ：基準地震動ＳＳによる地震力 
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(2)荷重の設定 

a. 固定荷重（Ｇ） 

水密扉の自重を第4－1表に示す。 

 

第4－1表 水密扉の自重 

扉名称 固定荷重（kN） 

原子炉建屋残留熱除去系 A 系ポンプ室水密扉 9.32 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉 9.32 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉 9.32 

原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉 9.32 

 

b. 地震荷重（ＫＳ） 

地震荷重として，基準地震動ＳＳに伴う慣性力を考慮する。地震荷重は，水密扉の固定

荷重に設計震度Kを乗じた次式により算出する。 

 

ＫＳ＝Ｇ・Ｋ 

ここで、 

 

ＫＳ：地震荷重（kN） 

Ｇ ：水密扉の固定荷重（kN） 

Ｋ ：設計震度 

 

なお，水平及び鉛直地震力による組合せ応力が作用する部位の評価は，水平方向と鉛直

方向の地震力が同時に作用するものとして，絶対和法により評価する。 

 

(3) 荷重の組合せ 

原子炉建屋水密扉の荷重の組合せを第4－2表に示す。 

 

第4－2表 原子炉建屋水密扉の荷重の組合せ 

扉名称 荷重の組合せ 

原子炉建屋残留熱除去系 A 系ポンプ室水密扉 Ｇ＋ＫＳ 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室北側水密扉 Ｇ＋ＫＳ 

原子炉建屋原子炉隔離時冷却系室南側水密扉 Ｇ＋ＫＳ 

原子炉建屋高圧炉心スプレイポンプ室水密扉 Ｇ＋ＫＳ 

 

Ｇ ：固定荷重 

ＫＳ：地震荷重 
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4.3 許容限界 

許容限界は，資料Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している許容限界に準じて設定

する。 

(1) 使用材料

水密扉を構成する扉板，芯材，ヒンジ部，カンヌキ部の使用材料を第4－3表に示す。

第4－3表 使用材料 

部位 材質 仕様 

扉板 

芯材 

ヒンジ部

ヒンジアーム

ヒンジピン

ヒンジボルト

カンヌキ部

カンヌキ

カンヌキ受けピン

カンヌキ受けボルト
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(2) 許容限界 

a. 扉板，芯材，ヒンジ部，カンヌキ部 

扉板，芯材，ヒンジ部，カンヌキ部の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度設計

法－（（社）日本建築学会,2005改定）」を踏まえて第4－4表の値とする。 

 

第4－4表 扉板，芯材，ヒンジ部，カンヌキ部の許容限界 

材料 
短期許容応力度（N/mm2） 

曲げ せん断 

注記 ＊1：tは板厚（mm）を示す 

＊2：許容応力度を決定する場合の基準値Fの値は，「JIS G 4053：2012 機械構造用 

合金鋼鋼材」に基づく 

＊3：引張りの短期許容応力度も＊2同様 
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4.4 評価方法 

(1) 荷重算定 

a. ヒンジ部 

ヒンジ部は，ヒンジアーム，ヒンジピン及びヒンジボルトで構成されており，次式によ

り算定する水平地震力及び扉体自重反力（鉛直地震力を含む）から，各部材に発生する荷

重を算定する。ヒンジ部に生じる荷重の例を第4－3図に示す。 

ＨＸＨ ・Ｋ＝ＷＦ  

ＶＸＶ ・Ｋ　＝ＷＦ  

ｊ

ｒ
ＶＸｒ

Ｌ

Ｌ
）・＋Ｆ＝〈ＷＲ  

ｊ

ｔ
ＶＸｔ

Ｌ

Ｌ
）・＋Ｆ＝〈ＷＲ  

ここで， 

ＷＸ：扉体自重（kN） 

ＫＨ：水平震度 

ＫＶ：鉛直震度 

ＦＨ：水平地震力（kN） 

ＦＶ：鉛直地震力（kN） 

Ｒｒ：扉体幅方向自重反力（kN） 

Ｒｔ：扉体厚方向自重反力（kN） 

Ｌｒ：扉体重心（幅方向）～ヒンジ芯間距離（m） 

Ｌｔ：扉体重心（厚方向）～ヒンジ芯間距離（m） 

Ｌｊ：ヒンジ中心間距離（m） 

 



 

18 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-別

添
2
-
4 
R
0
 

 

(a) ヒンジアーム 

ヒンジアームに生じる荷重は，次式により算定する。ヒンジアームに生じる荷重の例

を第4－4図に示す。 

Ｍ＝（ＷＸ＋ＦＶ）・Ｌ 

ここで， 

Ｍ ：曲げモーメント（kN･mm） 

ＷＸ：扉体自重（kN） 

ＦＶ：鉛直地震力（kN） 

Ｌ ：作用点間距離（mm） 

 

Ｑ＝ＷＸ＋ＦＶ 

ここで， 

Ｑ ：せん断力（kN） 

 

 

 

第4－4図 ヒンジアームに生じる荷重の例 
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(b) ヒンジピン

ヒンジピンに生じる荷重は，次式により算定する。ヒンジピンに生じる荷重の例を第4

－5図に示す。 

・Ｌ
Ｒ

・
Ｆ

＋ＲＭ＝ ｔＨ
ｒ 22

22

ここで， 

Ｍ ：曲げモーメント（kN･mm） 

ＦＨ：水平地震力（kN） 

Ｒｒ：扉体幅方向自重反力（kN） 

Ｒｔ：扉体厚方向自重反力（kN） 

Ｌ ：軸支持間距離（mm）  

 
22

22
ｔＨ

ｒ

Ｒ
・

Ｆ
＋ＲＱ＝

第4－5図 ヒンジピンに生じる荷重の例 

ここで， 

Ｑ ：せん断力（kN） 

(c) ヒンジボルト

ヒンジボルトに生じる荷重は，次式により算定する。ヒンジボルトに生じる荷重の例

を第4－6図に示す。 

2

2

2
2

ＶＸ

Ｈ
ｒ

＋ＦＷ＋

Ｆ
＋Ｒ

Ｑ＝

ここで， 

Ｑ ：せん断力（kN） 

ＷＸ：扉体自重（kN） 

ＦＨ：水平地震力（kN） 

ＦＶ：鉛直地震力（kN） 

Ｒｒ：扉体幅方向自重反力（kN） 

第4－6図 ヒンジボルトに生じる荷重の例 
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b. カンヌキ部

カンヌキ部は，カンヌキ，カンヌキ受けピン及びカンヌキ受けボルトで構成されており，

次式により算定する水平地震力から，各部材に発生する荷重を算定する。カンヌキ部に生

じる荷重の例を第4－7図に示す。 

ＦＨ＝ＷＸ・ＫＨ 

ここで， 

ＷＸ：扉体自重（kN） 

ＫＨ：水平震度 

ＦＨ：水平地震力（kN） 

第4－7図 カンヌキ部に生じる荷重の例 

(a) カンヌキ

カンヌキに生じる応力は，次式により算定する。カンヌキに生じる荷重の例を第4－8

図に示す。 

 ｂ
Ｈ・Ｌ
ｎ

Ｆ
Ｍ＝

ここで， 

Ｍ ：曲げモーメント（kN･mm） 

ＦＨ：水平地震力（kN） 

ｎ ：カンヌキの本数 

Ｌｂ：作用点間距離（mm） 

第4－8図 カンヌキに生じる荷重の例 

 
ｎ

Ｆ
Ｑ＝ Ｈ

ここで， 

Ｑ ：せん断力（kN） 
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(b) カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンに生じる荷重は，次式により算定する。カンヌキ受けピンに生じる

荷重の例を第4－9図に示す。 

 Ｐ
Ｈ・Ｌ
ｎ

Ｆ
・Ｍ＝

4
1

ここで， 

Ｍ ：曲げモーメント（kN･mm） 

ＦＨ：水平地震力（kN） 

ｎ ：カンヌキの本数 

Ｌｐ：作用点間距離（mm） 

第4－9図 カンヌキ受けピンに生じる荷重の例 

 
ｎ

Ｆ
Ｑ＝ Ｈ

ここで， 

Ｑ ：せん断力（kN） 

(c) カンヌキ受けボルト

カンヌキ受けボルトに生じる荷重は，次式により算定する。カンヌキ受けボルトに生

じる荷重の例を第4－10図に示す。 

 
ｎ

Ｆ
Ｔ＝ Ｈ

ここで， 

Ｔ ：引張力（kN） 

ＦＨ：水平地震力（kN） 

ｎ ：カンヌキの本数 

第4－10図 カンヌキ受けボルトに生じる荷重の例 
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(2) 断面検定

各部材に生じる応力より算定する応力度等が，許容限界値以下であることを確認する。な

お，異なる荷重が同時に作用する部材については，組合せを考慮する。 

a. ヒンジ

(a) ヒンジアーム

ヒンジアームに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により

算定し，ヒンジアームの短期許容応力度以下であることを確認する。 

22

3
Ａ

Ｑ
・＋

Ｚ

Ｍ
＝σＸ

ここで， 

σｘ：組合せ応力度（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（kN･mm） 

Ｑ ：せん断力（kN） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａ ：断面積（mm2） 

(b) ヒンジピン

ヒンジピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算

定し，ヒンジピンの短期許容応力度以下であることを確認する。 

22

3
Ａ

Ｑ
・＋

Ｚ

Ｍ
＝σＸ

ここで， 

σｘ：組合せ応力度（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（kN･mm） 

Ｑ ：せん断力（kN） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａ ：断面積（mm2) 
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b. カンヌキ

(a) カンヌキ

カンヌキに生じる曲げ応力度及びせん断応力度から，組合せ応力度を次式により算定

し，カンヌキの短期許容応力度以下であることを確認する。 

22

3
Ａ

Ｑ
・＋

Ｚ

Ｍ
＝σＸ

ここで， 

σｘ：組合せ応力度（N/mm2） 

Ｍ ：曲げモーメント（kN･mm） 

Ｑ ：せん断力（kN） 

Ｚ ：断面係数（mm3） 

Ａ ：断面積（mm2） 

(b) カンヌキ受けピン

カンヌキ受けピンに生じる曲げ応力度及びせん断応力度を次式により算定し，カンヌ

キ受けピンの短期許容応力度以下であることを確認する。

Ｚ

Ｍ
σ＝

・Ａ

Ｑ
τ＝

2
ここで， 

σ：曲げ応力度（N/mm2） 

τ：せん断応力度（N/mm2) 

Ｍ：曲げモーメント（kN･mm） 

Ｑ：せん断力（kN） 

Ｚ：断面係数（mm3） 

Ａ：断面積（mm2） 
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c. ボルト

ヒンジボルトに生じるせん断応力度及びカンヌキ受けボルトに生じる引張応力度を次式

により算定し，ボルトの短期許容応力度以下であることを確認する。 

ｂｎ・Ａ

Ｑ
τ＝

ここで， 

τ ：せん断応力度（N/mm2） 

Ｑ ：せん断力（kN） 

ｎ ：本数（本） 

Ａｂ：1本当たりの断面積（mm2) 

ｂ
Ｔ

ｎ・Ａ

Ｔ
＝σ

ここで， 

σＴ：引張応力度（N/mm2） 

Ｔ ：引張力（kN）  

ｎ ：本数（本） 

Ａｂ：1本当たりの断面積（mm2）  
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4.5 評価条件 

「4.4 評価方法」に用いる評価条件を第4－5表に示す。 



2
6 
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第4－5表 耐震評価に用いる条件（1/3） 

対象部位 記号 単位 定義 

数値 

原子炉建屋地下2階水密扉 

原子炉建屋残留熱

除去系A系ポンプ

室水密扉 

原子炉建屋原子

炉隔離時冷却系

室北側水密扉 

原子炉建屋原子

炉隔離時冷却系

室南側水密扉 

原子炉建屋高圧

炉心スプレイポ

ンプ室水密扉

共
通

ＷＸ kN 扉体自重 

ＫＨ - 水平震度 

ＫＶ - 鉛直震度 

ヒ
ン
ジ
部

共
通

Ｌｒ m
扉体重心～ヒンジ芯間

距離（幅方向） 

Ｌｔ m
扉体重心～ヒンジ芯間

距離（厚方向） 

Ｌｊ m ヒンジ中心間距離

ヒ
ン
ジ
ア
ー
ム

Ｌ mm 作用点間距離 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａ mm2 断面積 



 

 

2
7 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 2-4 R0 

第4－5表 耐震評価に用いる条件（2/3） 

 

  

対象部位 記号 単位 定義 

数値 

原子炉建屋地下2階水密扉 

原子炉建屋残留熱

除去系A系ポンプ

室水密扉 

原子炉建屋原子

炉隔離時冷却系

室北側水密扉 

原子炉建屋原子

炉隔離時冷却系

室南側水密扉 

原子炉建屋高圧

炉心スプレイポ

ンプ室水密扉 

ヒ
ン
ジ
部 

ヒ
ン
ジ
ピ
ン 

Ｌ mm 軸支持間距離 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａ mm2 断面積 

ヒ
ン
ジ 

ボ
ル
ト 

ｎ 本 本数 

Ａｂ mm2 断面積 

カ
ン
ヌ
キ
部 

カ
ン
ヌ
キ 

Ｌｂ mm 作用点間距離 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａ mm2 断面積 

カ
ン
ヌ
キ
受
け
ピ
ン

ＬＰ mm 作用点間距離 

Ｚ mm3 断面係数 

Ａ mm2 断面積 
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第4－5表 耐震評価に用いる条件（3/3） 

 

 

  

対象部位 記号 単位 定義 

数値 

原子炉建屋地下2階水密扉 

原子炉建屋残留熱

除去系A系ポンプ

室水密扉 

原子炉建屋原子

炉隔離時冷却系

室北側水密扉 

原子炉建屋原子

炉隔離時冷却系

室南側水密扉 

原子炉建屋高圧

炉心スプレイポ

ンプ室水密扉 

カ
ン
ヌ
キ
部 

カ
ン
ヌ
キ
受
け
ボ
ル
ト 

ｎ 本 本数 

Ａｂ mm2 断面積 
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5. 耐震評価結果 

原子炉建屋地下2階水密扉の耐震評価結果を第5－1表に示す。水密扉の各部材の断面検定を行っ

た結果，発生応力度又は荷重は許容限界値以下である。 

 

第5－1表 原子炉建屋地下2階水密扉の耐震評価結果 

名称 評価対象部位 
発生応力度 

（N/mm2） 

許容限界値

（N/mm2） 

発生応力度／

許容限界値 

原子炉建屋

残留熱除去

系A系ポン

プ室水密扉 

ヒンジ部 

ヒンジアーム 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

カンヌキ部

カンヌキ 

カンヌキ受けピン＊1 

カンヌキ受けボルト 

原子炉建屋

原子炉隔離

時冷却系室

北側水密扉 

ヒンジ部 

ヒンジアーム 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

カンヌキ部

カンヌキ 

カンヌキ受けピン＊1 

カンヌキ受けボルト 

原子炉建屋

原子炉隔離

時冷却系室

南側水密扉 

ヒンジ部 

ヒンジアーム 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

カンヌキ部

カンヌキ 

カンヌキ受けピン＊1 

カンヌキ受けボルト 

原子炉建屋

高圧炉心ス

プレイポン

プ室水密扉 

ヒンジ部 

ヒンジアーム 

ヒンジピン 

ヒンジボルト 

カンヌキ部

カンヌキ 

カンヌキ受けピン＊1 

カンヌキ受けボルト 

注記 ＊1：せん断及び曲げのうち評価結果が厳しくなる曲げによる値を記載 
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外郭防護 

1. 概要 

本資料は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」に示

すとおり，浸水防護施設のうち原子炉建屋1階に設置する水密扉（以下「原子炉建屋1階水密扉」

という。）について評価するものである。原子炉建屋1階水密扉は，基準津波を超え敷地に遡上す

る津波に伴う荷重に対し，主要な構造部材の構造健全性を維持することを確認する。  
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2. 基本方針 

資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」に示す「3．構造

強度設計」を踏まえ，水密扉の「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 

適用規格」を示す。 

 

2.1 位置 

水密扉は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」の

「3.2 機能維持の方針」のうち構造計画に示すとおり，原子炉建屋1階水密扉は，原子炉建屋

原子炉棟開口部，原子炉建屋付属棟北側開口部，原子炉建屋付属棟東側開口部，原子炉建屋付

属棟南側開口部，原子炉建屋付属棟西側開口部に設置する。  
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内郭防護 

1. 概要 

本資料は，資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」に示

すとおり，浸水防護施設のうち原子炉建屋1階に設置する水密扉（以下「原子炉建屋1階水密扉」

という。）について評価するものである。原子炉建屋1階水密扉は，地震により低耐震クラス設備

である屋外タンクが損傷した場合の溢水等に伴う荷重に対し，主要な構造部材の構造健全性を維

持することを確認する。
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2. 基本方針 

資料Ⅴ-3-別添3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」に示す「3．構造

強度設計」を踏まえ，水密扉の「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 

適用規格」を示す。 

 

2.1 位置 

水密扉は，資料Ⅴ-3-別添 3-1「津波又は溢水への配慮が必要な施設の強度計算書の方針」の「3.2 

機能維持の方針」のうち構造計画に示すとおり，原子炉建屋 1 階水密扉は，原子炉建屋原子炉棟

開口部，原子炉建屋付属棟北側開口部，原子炉建屋付属棟東側開口部，原子炉建屋付属棟南側開

口部，原子炉建屋付属棟西側開口部に設置する。  
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1. 概要 

本資料は，Ｖ-1-1-8-5「溢水防護施設の詳細設定」に示すとおり，溢水拡大防止堰(以下「堰」

という。)が，溢水伝播防止機能を維持可能な耐震強度及び止水性を有することを確認するもので

ある。 

 

2. 基本方針 

2.1 位置 

堰は，Ｖ-1-1-8-5「溢水防護施設の詳細設定」の「4.1 溢水伝播を防止する設備」に示す配

置のとおり，原子炉建屋 EL.46.5 m，同 38.8 m，同 29.0 m，同 20.3 m，同 14.0 m，同 8.2 m，

同 2.0 m に設置する。 

堰の設置位置を第 2－1図～第 2－7図に示す。 

 

 

第 2－1 図 堰の設置位置図（EL.46.5 m） 
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第 2－2 図 堰の設置位置図（EL.38.8 m） 
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第 2－3 図 堰の設置位置図（EL.29.0 m） 
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第 2－4 図 堰の設置位置図（EL.20.3 m） 
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第 2－5 図 堰の設置位置図（EL.14.0 m） 
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第 2－6 図 堰の設置位置図（EL.8.2 m） 
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第 2－7 図 堰の設置位置図（EL.2.0 m） 

2.2 構造概要 

堰の構造は，Ｖ-1-1-8「発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書」のうちＶ-1-1-8-5「溢

水防護施設の詳細設定」の「3.要求機能及び性能目標」に示す構造計画を踏まえて，詳細な構

造を設定する。 

堰は，アンカー筋（鉄筋）により，既存の鉄筋コンクリート躯体と一体化させた鉄筋コンク

リート構造物である。堰の概略構造図を第 2－8図に示す。 

 

＊1 高さ 0.30 m，又は 0.40 m 以上 

          ＊2 既存のコンクリート躯体と一体化 

          ＊3 新設堰は接着系アンカー，既設堰は埋込み鉄筋と 

し，既存躯体への定着長さ，径の 10 倍以上とする。 

第 2－8 図 堰の概略構造図 
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＊3 

 

 

＊2 

＊1 
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2.3 評価方針 

堰の耐震評価は，Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」に準じて，堰の評価対象部位に作用する

応力又は荷重が許容限界内にあることを，「4. 耐震評価方法」に示す方法により確認を行う。 

堰の耐震クラスは，Ｖ-2-1-4「重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分の基本方針」

より，Ｃクラスである。 

堰の耐震評価フローを第 2－9図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2－9 図 堰の耐震評価フロー 

 

2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－((社)日本建築学会，2005 改定) 

・各種合成構造設計指針・同解説((社)日本建築学会，2010 改定) 

 

 

 

評価対象部位の設定 

地震応答解析 

Ｖ-2-1-7 

設計用床応答曲線の作成方針 

荷重及び荷重の組合せの設定 

許容限界の設定 

評価方法の設定 

耐震評価 

耐震評価結果の確認 
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3. 地震応答解析 

堰の耐震評価に用いる地震荷重を算定するための地震応答解析は，Ｖ-2-1-7「設計用床応答曲

線の作成方針」にて実施し，地震応答解析に基づいて算定された堰設置位置における最大応答加

速度から設計震度を設定する。 

 

4. 耐震評価方法 

4.1 基本方針 

Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，堰に生じる応力は，地震荷重(水平方向及び鉛直

方向)を受ける片持ちはりとして，第 4－1図に示すとおり，既存躯体との接合部に生じる曲げ

モーメント及びせん断力を算定し，鉄筋に生じる引張力及びせん断力並びコンクリートに生じ

るせん断力及び圧縮力に対する確認を行う。 

また，鉄筋に生じる引張力に対する確認においては，堰の自重による鉛直方向上向きの地震

荷重を組み合せるものとし，荷重の組み合わせは組合せ係数法による。鉛直方向下向きに生じ

る荷重は，既存躯体により支持されるため堰の設計に考慮しない。 

   堰の重量は設計積載荷重以内であることから，既存躯体への影響はない。 

 

第 4－1 図 堰に生じる応力 

 

4.2 評価対象部位 

評価対象部位は，Ｖ-1-1-8「発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書」のうちＶ-1-1-8-5

「溢水防護施設の詳細設定」の「3.要求機能及び性能目標」に示す構造計画にて設定している

構造に基づき，地震荷重の作用方向及び伝達過程を考慮して設定する。 

評価対象部位は，地震荷重により応力が発生する堰と既存躯体の取合い部分とし，地震荷重

の算定に用いる堰の自重，設計震度及び設計断面を踏まえ評価を包含できる堰により代表して

評価する。 

評価の対象となる堰の溢水水位及び堰高さを第 4－1 表に示す。 
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第 4－1 表 評価の対象となる堰の選定 

設置建屋 設置床高さ 設備名称 溢水水位床上(m) 設置堰高さ床上(m) 

原子炉棟 

 

EL.2.0 m 
原子炉建屋地下 1 階エレベ

ータ入口用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.2.0 m 東側階段用溢水拡大防止堰 0.1 0.3 以上 

EL.2.0 m 北側階段用溢水拡大防止堰 0.1 0.3 以上 

EL.2.0 m 
残留熱除去系 B 系熱交換器

室用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.8.2 m 
原子炉建屋 1 階エレベータ

入口用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.8.2 m 
残留熱除去系 A 系熱交換器

ハッチ用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.8.2 m 
残留熱除去系 B 系熱交換器

ハッチ用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.14.0 m 
原子炉建屋 2 階エレベータ

入口用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.14.0 m 
原子炉力建屋 2 階西側階段

用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.20.3 m 
原子炉建屋 3 階エレベータ

入口用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.20.3 m 
原子炉建屋 3 階西側階段用

溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.29.0 m 
原子炉建屋 4 階エレベータ

入口用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.29.0 m 
原子炉建屋 4 階西側階段用

溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.38.8 m 
原子炉建屋 5 階エレベータ

入口用溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.38.8 m 
原子炉建屋 5 階西側階段用

溢水拡大防止堰 
0.1 0.3 以上 

EL.46.5 m 
原子炉建屋 6 階エレベータ

入口用溢水拡大防止堰 
0.4 0.4 以上 

EL.46.5 m 
燃料輸送容器搬出口用溢水

拡大防止堰 
0.4 0.4 以上 

EL.46.5 m 
大物機器搬入口用溢水拡大

防止堰 
0.4 0.4 以上 

EL.46.5 m 
原子炉建屋換気系ダクト用

溢水拡大防止堰 
0.4 0.4 以上 
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4.3 荷重及び荷重の組合せ 

 4.3.1 荷重 

   (1) 固定荷重（Ｇ） 

   (2) 地震荷重（ＫＳ） 

      地震荷重は，基準地震動Ｓｓによる荷重を考慮する。 

     「3．地震応答解析」で設定した設計震度を用いて，次式により算定する。 

＝Ｇ・ｋＫＳ  

       ここで，ＫＳ   ：地震荷重（kN） 

           Ｇ   ：堰の固定荷重（kN） 

           ｋ   ：設計震度 

 

4.3.2 荷重の組合せ 

評価に用いる荷重の組合せを第 4－2 表に示す。 

積載荷重は，既存躯体により支持されることから，荷重の組合せをして考慮しない。 

 

第 4－2 表 荷重の組合せ 

外力の状態 荷重の組合せ 

Ｓｓ地震動 Ｇ＋ＫＳＨ＋ＫＳＵＤ 

       Ｇ  ：堰の固定荷重 

       ＫＳＨ  ：基準地震動Ｓｓによる水平方向の地震荷重 

       ＫＳＵＤ ：基準地震動Ｓｓによる鉛直方向の地震荷重 

 

4.4 許容限界 

   Ｖ-2-1-9「機能維持の基本方針」のうち「3.1 構造強度上の制限」に基づき，使用材料の許 

容限界は短期許容応力度又は短期許容荷重とする。 

(1)  鉄筋 

「各種合成構造設計指針・同解説（（社）日本建築学会，2010 改定）」に基づき，アンカー

筋として使用する鉄筋の短期許容荷重を許容限界として設定する。 

 (2) コンクリート 

    「鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説 －許容応力度設計法－（（社）日本建築学会、 

1999 改定）」に基づき算定したコンクリートの短期許容応力度を許容限界として設定する。 

 

4.5 評価方法 

   堰の耐震評価は，地震により生じる応力度又は荷重が，「4.4 許容限界」で設定した許容限界

値を超えないことを確認する。 

(1) 応力算定 

  基準地震動Ｓｓにより堰に生じる応力は，第 4－2 図及び第 4－3図に示すとおり，地震荷重 
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が堰の重心位置に作用するものとし，単位幅当たりの算定とする。 

 

 a. 曲げモーメント 

   曲げモーメントは次式により算定する。 

    ・ＬＭ＝ＫＳＨ  

     ここで，Ｍ ：曲げモーメント（kN・m） 

         ＫＳＨ：地震荷重（kN） 

         Ｌ ：堰の接合部から荷重作業 

            位置までの高さ（m） 

                         第 4－2図 堰に生じる応力模式図 

                              （曲げモーメント） 

b. せん断力 

   せん断力は次式により算定する。 

    ＳＨＱ＝Ｋ  

     ここで，Ｑ  ：せん断力（kN） 

         ＫＳＨ ：地震荷重（kN） 

 

第 4－3 図 堰に生じる応力模式図 

                              （せん断力） 

 

(2) 断面検定 

  a．鉄筋 

  (a) 引張力に対する検定 

    堰に生じる曲げモーメント及び堰の自重による鉛直方向上向きの地震荷重の組合せに 

より，鉄筋 1 本当たりに生じる引張力を次式により算定し，鉄筋 1 本当たりの許容限界値 

を超えないことを確認する。地震荷重は，組合せ係数法に基づいて水平 1.0＋鉛直 0.4 又 

は水平 0.4＋鉛直 1.0 のうち大なる値とする。 

    堰に生じる荷重の概念図を第 4－4図に示す。 

ｎ

Ｋ
＋

ｎ・ｊ

Ｍ
＝ ＳＵＤT  

      ここで，Ｔ  ：鉄筋 1 本当たりに生じる引張力（kN/本） 

          Ｍ  ：曲げモーメント（kN・m） 

          ｎ  ：単位幅（1m）当たりの鉄筋本数（本） 

          ｊ  ：応力中心距離（ ・ｄｊ＝
8
7

）（mm） 

          ＫＳＵＤ：地震荷重（鉛直上向き）（kN） 
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第 4－4 図 堰に生じる荷重 

 

(b) せん断力に対する検定 

    堰に生じるせん断力より，鉄筋 1 本当たりに生じるせん断力を次式により算定し，鉄筋

1 本当たりの許容限界値を超えないことを確認する。 

     
ｎ

Ｑ
＝Ｑａ  

              ここで，Ｑａ  ：鉄筋 1本当たりに生じるせん断力（kN/本） 

           Ｑ  ：せん断力（kN） 

           ｎ  ：単位幅（1m）当たりの鉄筋本数（本） 

 

   b. コンクリート 

   (a) せん断力に対する検定 

      堰に生じるせん断応力度を次式により算定し，コンクリートの許容限界値を超えないこ 

とを確認する。 

      
Ａ

Ｑ
τ＝  

ここで，τ   ：せん断応力度（N/mm2） 

           Ｑ  ：せん断力（kN） 

           Ａ  ：堰の断面積（mm2） 

 

   (b) 圧縮力に対する検定 

      堰に生じる曲げモーメントにより発生するコンクリートの圧縮縁応力度を次式により 

算定し，コンクリートの許容限界値を超えないことを確認する。圧縮縁応力の算定にあた 

り，圧縮側鉄筋は考慮しない。 

      堰に生じる荷重の概念図を第 4－5図に示す。 

      
・ｂｘ

・Ｔ’
＝

ｎ
Ｃ

2
 

       ここで， Ｃ  ：コンクリートの圧縮縁応力度（N/mm2） 
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           Ｔ’  ：引張側鉄筋に生じる引張力（Ｍ/ｊ）（N） 

                Ｍ ：曲げモーメント（kN・m） 

                ｊ ：応力中心距離（ ・ｄ
７

ｊ＝
8

）（mm） 

                 ｄ ：部材の有効せい（mm） 

           ｘｎ  ：中心軸から圧縮縁までの距離（mm） 

               3・ｄ－ｊ＝ｘｎ  

           ｂ   ：単位幅（1000）（mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4－5 図 堰に生じる荷重 
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Ｖ-2-別添 2-6 区画分離壁の耐震性についての計算書
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1. 概要 

本資料は，Ｖ-1-1-8-5「溢水防護施設の詳細設定」に示すとおり，区画分離壁が，溢水伝播防

止機能を維持可能な耐震強度を有することを確認するものである。 

 

2. 基本方針 

区画分離壁の耐震性についていは，資料Ｖ-2-別添 1-8「耐火隔壁の耐震計算書」に示すとおり。 
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Ｖ-2-別添 2-7 逆流防止装置（床ドレンファンネル）の耐震性について

の計算書
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1. 概要 

本資料は，Ｖ-1-1-8-5「機能維持の基本方針」に示すとおり，原子炉棟に設置する逆流防止装

置（床ドレンファンネル）が，地震時及び地震後においても，溢水伝播を防止する機能を維持す

るために耐震性を有することを確認するものである。 

原子炉棟に設置する逆流防止装置（床ドレンファンネル）の耐震評価は，評価対象が同じであ

るため，資料Ⅴ-2-10-2-6「逆止弁の耐震性についての計算書」に示す。 
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Ⅴ-2-別添 3 可搬型重大事故等対処設備等の耐震性に関する説明書 
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Ⅴ-2-別添 3-1 可搬型重大事故等対処設備の耐震計算方針
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1. 概要 

 本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（以下「技術基準規

則」という。）」第54条及び第76条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術

基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に適合する設計とするため，Ⅴ-1-1-6「安

全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する説明書」（以下

「資料Ⅴ-1-1-6」という。）の別添2「可搬型重大事故等対処設備の設計方針」（以下「資料Ⅴ

-1-1-6の別添2」という。）にて設定する構造強度上の耐震重要度分類及び重大事故等対処施設

の設備の分類に該当しない設備である可搬型重大事故等対処設備が，基準地震動ＳＳによる地震

力に対して耐震性を有することを確認するための耐震計算方針について説明するものである。 

 可搬型重大事故等対処設備の地震応答解析等に使用する保管場所の入力地震動は，Ⅴ-2-別添

3-2「可搬型重大事故等対処設備の保管場所における入力地震動」に，車両型設備の具体的な計

算の方法及び結果は，Ⅴ-2-別添 3-3「可搬型重大事故等対処設備のうち車両型設備の耐震性に

ついての計算書」に，ボンベ設備の具体的な計算の方法及び結果は，別添 3-4「可搬型重大事故

等対処設備のうちボンベ設備の耐震性についての計算書」に，その他設備の具体的な計算の方

法及び結果は，別添 3-5「可搬型重大事故等対処設備のうちその他設備の耐震性についての計算

書」に示すとともに，動的地震力の水平 2 方向及び鉛直方向の組合せに対する各設備の影響評

価結果については，Ⅴ-2-別添 3-6「可搬型重大事故等対処設備の水平 2方向及び鉛直方向地震

力の組合せに関する影響評価結果」に示す。 

2. 耐震評価の基本方針 

 可搬型重大事故等対処設備の耐震評価は，「2.1 評価対象設備」に示す評価対象設備を対象と

して，転倒評価，構造強度評価及び機能維持評価を実施して，地震後において重大事故等に対

処するための機能を損なわないこと，並びに車両の支持機能及び移動機能が損なわれないこと

を確認する。また，波及的影響の評価を実施し，当該設備が傾くことによる波及的影響を防止

する必要がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを確認する。 

 可搬型重大事故等対処設備は，基準地震動ＳＳによる地震力に対してその機能を保持できる設

計とすることを踏まえ，水平2方向及び鉛直方向地震力を適切に組み合わせて実施する。影響評

価方法は「4.5 水平2方向及び鉛直方向地震力の考慮」に示す。 

2.1 評価対象設備 

 評価対象設備は，資料Ⅴ-1-1-6の別添2の「3.設備分類」に設定している車両型設備，ボンベ

設備及びその他設備を対象とし，表2-1に示す。また，評価を要しない可搬型重大事故等対処設

備についてもあわせて示す。 

 資料Ⅴ-1-1-6の別添2にて設定している対象設備の構造計画を表2-2に示す。 

2.2 評価方針 

 可搬型重大事故等対処設備の耐震評価は，資料Ⅴ-1-1-6の別添2の「3. 設備分類」に設定し

ている車両型設備，ボンベ設備及びそれ以外のその他設備の分類ごとに定める構造強度評価，

機能維持評価，転倒評価，波及的影響評価及び水平2方向及び鉛直方向地震力の考慮に従って実

施する。 

 可搬型重大事故等対処設備の耐震評価の評価対象部位は，資料Ⅴ-1-1-6の別添2の「4.2性能

目標」で設定している設備ごとの構造強度上の性能目標を踏まえて，表2-3に示すとおり設定す
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る。 

2.2.1 車両型設備 

(1) 応力評価 

 車両型設備の応力評価については，資料Ⅴ-1-1-6の別添2の「6.3.1(2)a. 構造強度」

にて設定している評価方針に基づき，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，車両に積載し

ているポンプ，発電機，内燃機関等の支持部の取付ボルト及びコンテナ取付ボルトが，塑

性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルに留まって破断延性限界に十分

な余裕を有することを，計算により確認する。その評価方法は，「4.1 車両型設備 (2) 

応力評価」に示すとおり，加振試験にて得られる応答加速度を用いて，車両に積載してい

るポンプ，発電機，内燃機関等の支持部の取付ボルト及びコンテナ取付ボルトの評価を行

う。評価に当たっては，実機における車両応答の不確実さを考慮し，加速度が大きくなる

加振試験で測定された評価対象部位頂部の加速度を用いる。 

 

(2) 転倒評価 

     車両型設備の転倒評価については，資料Ⅴ-1-1-6の別添2の「6.3.1(2)b. 転倒」にて

設定している評価方針に基づき，ポンプ等の機器を積載している車両全体は，基準地震

動ＳＳによる地震力に対し，保管場所の地表面の最大加速度が，加振試験により転倒しな

いことを確認した加振台の最大加速度以下であることにより確認する。その評価方法は，

「4.1 車両型設備 (3) 転倒評価」に示すとおり加振試験により転倒しないことを確

認する。 

 

(3) 機能維持評価 

     車両型設備の支持機能，移動機能，動的及び電気的機能評価については，資料Ⅴ-1-1-6

の別添2の「6.3.1(2)c. 機能維持」にて設定している評価方針に基づき，車両部は，基

準地震動ＳＳによる地震力に対し，保管場所の地表面の最大加速度が，加振試験により車

両部の支持機能及び車両としての自走又は牽引等による移動機能を維持できることを確

認した加振台の最大加速度以下であることにより確認する。また，車両に積載している

ポンプ，発電機，内燃機関等は，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，保管場所の地表面

の最大加速度が，加振試験により，ポンプの送水機能，発電機の発電機能及び内燃機関

の駆動機能等の動的及び電気的機能を維持できることを確認した加振台の最大加速度以

下であることにより確認する。それらの評価方法は「4.1 車両型設備 (4) 機能維持

評価」に示すとおり，加振試験により機能が保持できることを確認する。 

 

(4) 波及的影響評価 

     車両型設備の波及的影響の評価については，資料Ⅴ-1-1-6の別添2の「6.3.1 車両型

設備」にて設定している評価方針に基づき，車両型設備はサスペンションのようなバネ

構造を有するため，設備に生じる地震荷重により，大きな傾きが生じることから，基準

地震動ＳＳによる地震力に対し，他の可搬型重大事故等対処設備に対して波及的影響を及

ぼさないことを，設備の傾き及び横すべりによる車両頂部の変位量が，１台あたり，可
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搬型代替低圧電源車及び可搬型窒素供給装置用電源車は前後方向1250mm及び左右方向

2000mm，それ以外の車両は前後方向1250mm及び左右方向1250mmに設定した離隔距離の範

囲内にあることにより確認する。 

     その評価方法は，「4.1 車両型設備 (5) 波及的影響評価」に示すとおり，加振試験

により確認した車両頂部の変位量を基に評価を行う。 
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2.2.2 ボンベ設備 

(1) 構造強度評価 

 ボンベ設備の構造強度評価については，資料Ⅴ-1-1-6の別添2の「6.3.2(2)評価方針」

にて設定している評価方針に基づき，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，ボンベを収容

するボンベ架台等並びにこれを壁及び床に固定する支持部の据付ボルト，基礎ボルト等が，

塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が微小なレベルに留まって破断延性限界に十

分な余裕を有することを，計算により確認する。その評価方法は，「4.2 ボンベ設備(2)構

造強度評価及び波及的影響評価」に示すとおり，固有値解析により算出する固有振動数及

び，地震による荷重を用いて，ボンベ架台等及び据付ボルト，基礎ボルト等の評価を行う。 

(2) 転倒評価 

 ボンベ設備の波及的影響の評価については，資料Ⅴ-1-1-6の別添2の「6.3.2(2)b.転倒」

にて設定している評価方針に基づき実施する。基準地震動ＳＳによる地震力に対し，ボン

ベを収容するボンベ架台並びにこれを床面に固定する支持部の基礎ボルトが，塑性ひずみ

が生じる場合であっても，その量が微小なレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を

有することを，計算により確認することで，転倒しないことを確認する。 
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2.2.3 その他設備 

(1) 転倒評価 

 その他設備の転倒評価については，資料Ⅴ-1-1-6の別添2の「6.3.3(2)a. 転倒」にて

設定している評価方針に基づき，その他設備の機器全体は，基準地震動ＳＳによる地震力

に対し，保管場所における設置床又は地表面の最大加速度が，加振試験により転倒を防止

するためスリング等の健全性を確認した加振台の最大加速度以下であることを確認する。

その評価方法は，「4.4 その他設備(2) 転倒評価」に示すとおり，加振試験によりスリン

グ等が健全であることを確認する。 

(2) 機能維持評価 

 その他設備の機能維持評価については，資料Ⅴ-1-1-6の別添2の「6.3.3(2)b. 機能維

持」にて設定している評価方針に基づき，その他設備の機器全体は，基準地震動ＳＳによ

る地震力に対し，保管場所における設置床又は地表面の最大加速度が，加振試験により計

測機能，給電機能等の動的及び電気的機能，並びにスリング等の支持機能を保持できるこ

とを確認した加振台の最大加速度以下であることを確認する。その評価方法は，「4.4 そ

の他設備(3) 機能維持評価」に示すとおり，加振試験により機能が保持できることを確

認する。 

(3) 波及的影響評価 

 その他設備の波及的影響の評価については，資料Ⅴ-1-1-6の別添2の「6.3.3(2)c. 波

及的影響」にて設定している評価方針に基づき実施する。その他設備は，車両型設備と異

なりバネのような柔らかい構造を有しないため，大きな変位量は発生しないことから，基

準地震動ＳＳによる地震力に対し，当該設備が傾くことによる波及的影響を防止する必要

がある他の設備に対して波及的影響を及ぼさないことを，保管場所における設置床又は地

表面の最大加速度が，加振試験により転倒を防止するためのスリング等の健全性を確認し

た加振台の最大加速度以下であることにより，確認する。 

 その他設備に使用しているスリング等は，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，対象設備の

重心高さを考慮してスリング等の設置位置を設定するとともに，保管場所における設置床又

は地表面の最大加速度によりスリング等が受ける荷重に対して十分な裕度を持たせて選定を

行う。スリング等の支持機能については保管状態を模擬した加振試験により確認する。 

 

 以上を踏まえ，以降では，可搬型重大事故等対処設備の耐震計算に用いる荷重及び荷重の組

合せ並びに許容限界について，｢3. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界｣に示し，車両型設備，

ボンベ設備及びその他設備の分類ごとの耐震評価方法を評価項目ごとに｢4. 耐震評価方法｣に

示す。 
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表2－1 可搬型重大事故等対処設備の構造計画 

設備分類 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

【位置】 

屋内の可搬型重大事故等対処設備は，資料Ⅴ-1-1-6の要求を満たす耐震性を有する保管場所とし

て，原子炉建屋及び緊急時対策所に保管する設計としている。 

屋外の可搬型重大事故等対処設備は，資料Ⅴ-1-1-6の要求を満たす地盤安定性を有する保管場所

として，可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側），可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側）

に保管する設計としている。 

車両型設備 

 サスペンションを有し，地震

に対する影響を軽減できる構造

であるとともに，早期の重大事

故等への対処を考慮し，自走，

牽引等にて移動できる構造と

し，車両，ポンプ，発電機等に

より構成する。 

 ポンプ，発電機等は，コンテ

ナに直接支持構造物である取

付ボルトにて固定する。ポン

プ，発電機等を収納したコンテ

ナは，間接支持構造物であるト

ラックに積載し取付ボルトに

より固定し，保管場所に固定せ

ずに保管する。 

図2-1 

ボンベ設備 

 ボンベ設備は，ボンベ（窒素

ボンベ及び空気ボンベ）及びボ

ンベ架台等により構成する。 

 ボンベは容器として十分な

強度を有する構造とし，固定ボ

ルトによりボンベ架台等に固

定し，ボンベ架台等を据付ボル

ト，基礎ボルトにより，壁又は

床に据え付ける。 

図2-2 

図2-3 

その他設備 

 電離箱サーベイ・メータ及び

それを収納する収納箱で構成す

る。 

 機器又は収納箱を床又は壁

等に固定する収納ラックに緩

衝材・スリング等を用いて収納

する。 

図2-4 

 可搬型計測器（圧力，水位及

び流量計測用）等を収納する収

納箱及び架台で構成する。 

 緩衝材を内装した収納箱に

収納し，収納箱を専用架台にス

リング等で固定する。専用収納

架台は床又は壁にボルト等で

固定する。 

図2-5 

 逃がし安全弁用可搬型蓄電池

等で構成する。 

 機器本体を床又は床に固定

された支持構造物に設置し，ス

リング等で固縛する。 

図2-6 
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表2-1 可搬型重大事故等対処設備 応力評価対象部位（1/2） 

 

 

機器名称  設備 
評価対象部位 

選定理由 
直接支持構造物 間接支持構造物

可搬型代替注水

大型ポンプ 

車両型 

設備 

ポンプ取付ボルト

内燃機関取付 

ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 

ポンプ，内燃機関は，ＪＥＡＧ4601－1987において剛構造のポンプ，内燃機関は，取付ボルト及び基礎ボルトが応力評価対

象となる旨規定されている。ポンプ及び内燃機関は，内圧に耐える肉厚構造の設計となっており，剛構造であることから当該

設備はＪＥＡＧ4601－1987に記載されているポンプや内燃機関と同等の構造とみなすことができるため評価対象は，ポンプ及

び内燃機関取付ボルトを対象とする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であり，支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フ

レーム，コンテナ台板，コンテナ取付ボルトのうち断面積の小さなコンテナ取付ボルトを評価対象とする。 

可搬型代替注水

中型ポンプ 

車両型 

設備 

内燃機関取付 

ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 

内燃機関は，ＪＥＡＧ4601－1987において剛構造の内燃機関は，取付ボルト，基礎ボルトが応力評価対象となる旨規定され

ている。内燃機関は，内圧に耐える肉厚構造の設計となっており，剛構造であることから当該設備はＪＥＡＧ4601－1987に記

載されている内燃機関と同等の構造とみなすことができるため評価対象は，内燃機関取付ボルトが対象となる。 

ポンプについては，通常時，車両に積載したコンテナ内に保管する水中ポンプであり，動力消防ポンプの技術上の規格に基

づいた設計がなされており，付録14「重大事故等クラス3機器の強度計算書作成の基本方針」において，重大事故等クラス3機

器として，強度評価を実施しており，十分な強度を有していることから，ポンプを積載する車両部については，間接支持構造

物の主たる支持構造物であり，支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フレーム，コンテナ台板，コンテナ取

付ボルトのうち断面積の小さなコンテナ取付ボルトを評価対象とする。 

可搬型代替低圧

電源車及び可搬

型窒素供給装置

用電源車 

車両型 

設備 

発電機／内燃機関

取付ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 

発電機，内燃機関は，非常用電源設備としてＪＥＡＧ4601－1987において発電機等は剛構造であり基礎ボルトが応力評価対

象となる旨規定されている。発電機は重量の大きな固定子，回転子を支持するケーシングからなる剛構造であり，内燃機関は，

シリンダブロックが内圧に耐える肉厚構造の設計であり剛構造であることから，当該設備はＪＥＡＧ4601－1987に記載されて

いる発電機や内燃機関と同等の構造とみなすことができるため，評価対象は発電機，内燃機関の取付ボルトを対象とする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であり，支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フ

レーム，パッケージ台板，コンテナ取付ボルトのうち断面積の小さなコンテナ取付ボルトを評価対象とする。 

可搬型窒素供給

装置 

車両型 

設備 

窒素ガス分離装置

取付ボルト 

空気圧縮機取付 

ボルト 

コンテナ取付 

ボルト 

窒素ガス分離装置及び空気圧縮機は，パッケージ型の一体構造品であることから地震時，荷重が集中して作用する窒素ガス

分離装置取付ボルト及び空気圧縮機取付ボルトを評価対象とする。 

車両部については，間接支持構造物の主たる支持構造物であり，支持機能が失われた場合に影響が大きい部位である車両フ

レーム，コンテナ台板，コンテナ取付ボルトのうち断面積の小さなコンテナ取付ボルトを評価対象とする。 

タンクローリ 
車両型 

設備 

タンク取付ボルト

ポンプ取付ボルト
対象なし 

タンクローリは，燃料を内包し輸送できる圧力容器であり十分な強度を有した設計である。保管状態は，タンク空の状態で

あり地震時に考慮すべき荷重は，地震荷重によるタンク自重によるモーメントであり，当該モーメントはタンク取付ボルトに

かかることからタンク取付ボルトを評価対象とする。また，ポンプについては，ＪＥＡＧ4601－1987において剛構造のポンプ

は，取付ボルト，基礎ボルトが応力評価対象となる旨規定されている。ポンプは，内圧に耐える肉厚構造の設計となっている

ことから，当該設備はＪＥＡＧ4601-1987に記載されているポンプと同等の構造とみなすことができるため，評価対象はポンプ

取付ボルトを対象とする。 
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表2-1 可搬型重大事故等対処設備 応力評価対象部位（2/2） 

 

 

機器名称 

【設置場所】 
設備 

評価対象部位 
選定理由 

直接支持構造物 間接支持構造物

非常用窒素供給系Ａ系高

圧窒素ボンベ 

【原子炉建屋原子炉棟】 

ボンベ

設備 
ボンベ架台 対象なし 

ボンベについては，高圧ガス保安法の規格に基づいた設計がなされており，付録11「重大事故等クラス3機器の強度計算書

作成の基本方針」において，重大事故等クラス3機器として，強度評価を実施しており，十分な強度を有していることから，

ボンベを床及び壁に固定している支持構造物であるボンベ架台，架台を据付ける据付ボルト，基礎ボルト等を評価対象とする。

非常用窒素供給系Ｂ系高

圧窒素ボンベ 

【原子炉建屋原子炉棟】 

ボンベ

設備 
ボンベ架台 対象なし 

ボンベについては，高圧ガス保安法の規格に基づいた設計がなされており，付録11「重大事故等クラス3機器の強度計算書

作成の基本方針」において，重大事故等クラス3機器として，強度評価を実施しており，十分な強度を有していることから，

ボンベを床及び壁に固定している支持構造物であるボンベ架台，架台を据付ける据付ボルト，基礎ボルト等を評価対象とする。

非常用逃がし安全弁駆動

系Ａ系高圧窒素ボンベ 

【原子炉建屋原子炉棟】 

ボンベ

設備 
ボンベ架台 対象なし 

ボンベについては，高圧ガス保安法の規格に基づいた設計がなされており，付録11「重大事故等クラス3機器の強度計算書

作成の基本方針」において，重大事故等クラス3機器として，強度評価を実施しており，十分な強度を有していることから，

ボンベを床及び壁に固定している支持構造物であるボンベ架台，架台を据付ける据付ボルト，基礎ボルト等を評価対象とする。

非常用逃がし安全弁駆動

系Ｂ系高圧窒素ボンベ 

【原子炉建屋原子炉棟】 

ボンベ

設備 
ボンベ架台 対象なし 

ボンベについては，高圧ガス保安法の規格に基づいた設計がなされており，付録11「重大事故等クラス3機器の強度計算書

作成の基本方針」において，重大事故等クラス3機器として，強度評価を実施しており，十分な強度を有していることから，

ボンベを床及び壁に固定している支持構造物であるボンベ架台，架台を据付ける据付ボルト，基礎ボルト等を評価対象とする。

中央制御室待避室空気ボ

ンベユニット 

【原子炉建屋付属棟】 

ボンベ

設備 
ボンベ架台 対象なし 

ボンベについては，高圧ガス保安法の規格に基づいた設計がなされており，付録11「重大事故等クラス3機器の強度計算書

作成の基本方針」において，重大事故等クラス3機器として，強度評価を実施しており，十分な強度を有していることから，

ボンベを床及び壁に固定している支持構造物であるボンベ架台，架台を据付ける据付ボルト，基礎ボルト等を評価対象とする。

緊急時対策所加圧設備 

【緊急時対策所建屋】 

ボンベ

設備 
ボンベ架台 対象なし 

ボンベについては，高圧ガス保安法の規格に基づいた設計がなされており，付録11「重大事故等クラス3機器の強度計算書

作成の基本方針」において，重大事故等クラス3機器として，強度評価を実施しており，十分な強度を有していることから，

ボンベを床及び壁に固定している支持構造物であるボンベ架台，架台を据付ける据付ボルト，基礎ボルト等を評価対象とする。

第二弁操作室空気ボンベ

ユニット 

【原子炉建屋付属棟】 

ボンベ

設備 
ボンベ架台 対象なし 

ボンベについては，高圧ガス保安法の規格に基づいた設計がなされており，付録11「重大事故等クラス3機器の強度計算書

作成の基本方針」において，重大事故等クラス3機器として，強度評価を実施しており，十分な強度を有していることから，

ボンベを床及び壁に固定している支持構造物であるボンベ架台，架台を据付ける据付ボルト，基礎ボルト等を評価対象とする。
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図2－1 車両型設備 
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図2－3 ボンベ設備（床固定型ボンベ） 

 

 

  

 

図2－4 その他設備（収納ラック固縛） 
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図2－5 その他設備（収納箱固縛） 

図2－6 その他設備（本体固縛） 
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3. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界 

  可搬型重大事故等対処設備の耐震計算に用いる荷重及び荷重の組合せを，以下の「3.1 荷重

及び荷重の組合せ」に，許容限界を「3.2 許容限界」に示す。 

 

3.1 荷重及び荷重の組合せ 

   可搬型重大事故等対処設備のうち，屋外に保管している設備の自然現象の考慮については，

資料Ⅴ-1-1-2「耐震設計上重要な設備を設置する施設に関する説明書（自然現象への配慮に

関する説明を含む。）」に設定する荷重及び荷重の組合せを用いる。 

   荷重及び荷重の組合せは，重大事故等起因の荷重は発生しないため，資料Ⅴ-1-1-6-別添2

の「6.2 荷重及び荷重の組合せ」に従い，保管状態における荷重を考慮し，設定する。 

   地震と組み合わせるべき荷重としては，積雪荷重及び風荷重が挙げられる。地震と組み合

わせる荷重の設定に当たっては，資料Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」の図3－1 耐震計算

における積雪荷重及び風荷重の設定フローに基づき設定する。 

   積雪については除雪にて対応することで無視できる。風荷重について，車両型設備は，風

を一面に受ける構造と違い，風は隙間を吹き抜けやすい構造となっており，また，車両型設

備には内燃機関や発電機等の重量物が積載され重量が大きいこと及び車両型設備以外の可搬

型重大事故等対処設備についても，建物・構築物，屋外設置の機器に比べ，風による受圧面

積が相対的に小さいことから，風荷重については無視できる。 

 

3.2 許容限界 

   許容限界は，資料Ⅴ-1-1-6-別添2の「4.2 性能目標」で設定している設備ごとの構造強度

上の性能目標のとおり，評価対象部位ごとに設定する。 

   「3.1 荷重及び荷重の組合せ」で設定している荷重及び荷重の組合せを含めた，設備ごと

の許容限界を表3－1から表3－6に示す。 

   各設備の許容限界の詳細は，各計算書にて評価対象部位の損傷モードを考慮し，評価項目

を選定し，評価項目ごとに許容限界を定める。 

   直接支持構造物の評価については，ＪＥＡＧ4601・補－1984に規定されているその他の支

持構造物の評価に従った評価を実施する。また，車両型設備の間接支持構造物としてのボル

トの評価については，直接支持構造物の評価に準じた評価を行う。 
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3.2.1 車両型設備 

(1) 応力評価 

     車両型設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震後において，基準地震

動ＳＳによる地震力に対し，地盤安定性を有する屋外の保管場所に保管し，炉心等へ冷却

水を送水するポンプ及びこれらの駆動源となる内燃機関等の機器を車両に取付ボルトで

固定し，主要な構造部材が送水機能，発電機能，支持機能等を維持可能な構造強度を有

する設計とする。 

     そのため，車両型設備は，「2.2.1(1) 応力評価」に設定している評価方針を踏まえ，

資料Ⅴ-2-1-9「機能維持の基本方針」に設定している，ＪＥＡＧ4601・補－1984を適用

し，許容応力状態ⅣASの許容応力以下とすることを許容限界として設定する。 

 

(2) 転倒評価 

     車両型設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震時において，基準地震

動ＳＳによる地震力に対し，地盤安定性を有する屋外の保管場所に保管し，炉心等へ冷却

水を送水するポンプ及びこれらの駆動源となる内燃機関等を車両に取付ボルトで固定し，

車両全体が安定性を有し，転倒しない設計とする。 

     そのため，車両型設備は，「2.2.1(2) 転倒評価」に設定している評価方針を踏まえ，

加振試験にて転倒しないことを許容限界として設定する。 

 

(3) 機能維持評価 

     車両型設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，地震後において，基準地震

動ＳＳによる地震力に対し，地盤安定性を有する屋外の保管場所に保管し，車両に積載し

ているポンプ等の炉心等へ冷却水を送水する機能及びこれらの駆動源となる内燃機関等

の動的及び電気的機能を維持できる設計とする。 

     また，車両型設備は，地震後において，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，車両積載

設備から受ける荷重を支持する機能並びに車両としての自走又は牽引等による移動機能

を維持できる設計とする。 

     そのため，車両型設備は，「2.2.1(3) 機能維持評価」に設定している評価方針を踏ま

え，加振試験により支持機能，移動機能，動的及び電気的機能が保持できることを許容

限界として設定する。 

 

(4) 波及的影響評価 

     車両型設備は，重大事故等起因の荷重は発生しないため，基準地震動ＳＳによる地震力

に対し，地盤安定性を有する屋外の保管場所の地面等に固定せずに保管し，車両全体が

安定性を有し，主要な構造部材が送水機能，発電機能，支持機能等を維持可能な構造強

度を有し，当該設備が傾き及び横すべりにより，当該設備以外の可搬型重大事故等対処

設備に波及的影響を及ぼさないよう隣接する他の可搬型重大事故等対処設備に対し離隔

距離を確保し，保管する設計とする。 

     そのため，車両型設備は，「2.2.1(4) 波及的影響評価」に設定している評価方針を踏
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まえ，車両型設備の加振試験にて確認した車両の最大変位量が，他の可搬型重大事故等

対処設備との接触，衝突等の相互干渉による破損等を引き起こし，機能喪失する等の波

及的影響を及ぼさないよう，発電所における敷地の制限，可搬型重大事故等対処設備の

作業性及び運用性を踏まえた1台あたりの離隔距離の範囲内であることを許容限界とし

て設定する。 

     また，離隔距離に関しては，実際の設備配置の運用上の管理値として必要であるため，

保安規定に離隔距離を基に必要な設備間隔を定め，管理を行う。 

 

3.2.2 ボンベ設備 

(1) 構造強度評価，波及的影響評価 

 ボンベ設備は，地震後において，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，ボンベラック架

台，ボンベ架台等に収納し，架台を耐震性を有する建屋内の保管場所の壁又は床に据付ボ

ルト，基礎ボルトで固定して保管し，主要な構造部材が窒素及び空気供給機能を保持可能

な構造強度を有する設計とする。 

 そのため，ボンベ設備は，「2.2.2(1) 構造強度評価」及び「2.2.2(2) 波及的影響評価」

に設定している評価方針としていることを踏まえ，資料Ⅴ-2-1-8「機能維持の検討方針」

に設定している，JEAG4601を適用し，許容応力状態ⅣASの許容応力以下とすることを許容

限界として設定する。 

 

3.2.3 その他設備 

(1) 転倒評価 

     その他設備は，地震時において，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，耐震性を有する

建屋内の保管場所及び地盤安定性を有する屋外の保管場所に保管し，スリング等にて固

縛する等，機器本体が安定性を有し，転倒しない設計とする。 

     そのため，その他設備は，「2.2.4(1) 転倒評価」に設定している評価方針としている

ことを踏まえ，加振試験にて転倒しないことを許容限界として設定する。 

 

(2) 機能維持評価 

     その他設備は，地震後において，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，耐震性を有する

建屋内の保管場所に保管し，壁等に据付ボルト等で固定した収納ラックに収納，壁等に

スリング等で固縛し，主要な構造部位が水位，圧力等を計測する機能，必要な負荷へ給

電するための給電機能等の支持機能，動的及び電気的機能を保持できる設計とする。 

     そのため，その他設備は，「2.2.4(2) 機能維持評価」に設定している評価方針として

いることを踏まえ，加振試験により支持機能，動的及び電気的機能が保持できることを

許容限界として設定する。 

 

(3) 波及的影響評価 

     その他設備は，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，地盤安定性を有する建屋内の保管

場所又は地盤安定性を有する屋外の保管場所において，壁等に据付ボルト等で固定した
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収納ラックに収納，壁等にスリング等で固縛し，機器本体が安定性を有し，主要な構造

部材が水位，圧力等を計測する機能，必要な負荷へ給電するための給電機能等の機能を

保持可能な構造強度を有し，当該設備が傾くことによる波及的影響を防止する必要があ

る他の設備に対して，波及的影響を与えない設計とする。 

そのため，その他設備は，「2.2.4(3) 波及的影響評価」に設定している評価方針とし

ていることを踏まえ，加振試験にてスリング等の支持機能が保持できることを許容限界

として設定する。  

 



 

 

1
7 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-1 R0 

 

表 3－1 設備ごとの荷重の組合せ及び許容限界 

評価対象設備 荷重の組合せ 評価部位 
機能損傷モード 

許容限界 
応力等の状態 限界状態 

車両型設備 D＋ＳＳ 

支持部の取付 

ボルト 

（表 3－2） 

引張，せん断，組合せ 部材の降伏 

JEAG4601・補－1984 を適用

し，許容応力状態ⅣAS の許

容応力以下とする。 

ボンベ設備 
D＋ＳＳ 

(D＋ＳＳ＋WW) (注) 

架台 

（表 3-3） 
引張，せん断，組合せ 部材の降伏 

JEAG4601 を適用し，許容応

力状態ⅣAS の許容応力以

下とする。 

据付ボルト及び

基礎ボルト 

（表 3-4） 

引張，せん断，組合せ 部材の降伏 
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表3－2 支持部の取付ボルトの許容応力 

 
耐震 

クラス
荷重の組合せ 

許容応

力状態 

許容限界（注1）（注2）（注4） 

一次応力 

引張（注3） せん断（注3） 

取付ボルト － D＋ＳＳ ⅣAS 1.5ft
＊ 1.5fs

＊ 

（注1）ft
＊, fs

＊：JSME S NC1 SSB－3121.1(1)a本文中Sy及びSy（RT）を1.2Sy及び1.2Sy（RT）と

読み替えて算出した値（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1 ＳＳＢ－3133）。ただし，Sy及び0.7Suのいず

れか小さい方の値とする。 

（注2）JEAG4601・補－1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

（注3）ボルトにせん断力が作用する場合，組合せ評価を実施する。その際の許容応力値は，JSME 

S NC1 SSB－3133に基づき，Min（1.4(1.5ft
*)－1.6τb，1.5ft

*）とする。 

（注4）当該応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能

である場合は評価を省略する。 

 

表3－3 架台の許容限界 

 
耐震 

クラス
荷重の組合せ 

許容応

力状態 

許容限界（注1）（注2） 

一次応力 

組合せ 

架台 － 

D＋ＳＳ 

(D＋ＳＳ＋WW) 

(注3) 

ⅣAS 1.5ft
＊ 

（注1）ft＊：JSME S NC1-2005/2007 SSB-3121.1(1)a本文中Sy及びSy（RT）を1.2Sy及び1.2Sy（RT）

と読み替えて算出した値（JSME S NC1-2005/2007 SSB-3133）。ただし，Sy及び0.7Suのいず

れか小さい方の値とする。 

（注2）JEAG4601・補-1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

（注3）屋外設置のボンベ設備に適用する。 
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表3－4 据付ボルト及び基礎ボルトの許容応力 

 
耐震 

クラス
荷重の組合せ 

許容応

力状態 

許容限界（注1）（注2） 

一次応力 

引張（注3） せん断（注3） 

取付ボルト 

基礎ボルト 
－ 

D＋ＳＳ 

(D＋ＳＳ＋WW) 

(注4) 

ⅣAS 1.5ft
＊ 1.5fs

＊ 

 

（注1）ft＊,fs＊：JSME S NC1-2005/2007 SSB-3121.1(1)a本文中Sy及びSy（RT）を1.2Sy及び1.2Sy

（RT）と読み替えて算出した値（JSME S NC1-2005/2007 SSB-3133）。 

ただし，Sy及び0.7Suのいずれか小さい方の値とする。 

（注2）JEAG4601・補-1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

（注3）ボルトにせん断力が作用する場合，組合せ評価を実施する。その際の許容応力値は，JSME 

S NC1-2005/2007 SSB-3133に基づき，Min(1.4(1.5ft*)－1.6τb ,1.5ft*)とする。 

（注4）屋外設置のボンベ設備に適用する。 

 

表3-5 固縛装置の許容応力 

 
耐震 

クラス
荷重の組合せ 

許容応

力状態 

許容限界（注1）（注2） 

一次応力 

引張（注3） せん断（注3） 

固縛装置 － D＋ＳＳ＋WW ⅣAS 1.5ft
＊ 1.5fs

＊ 

（注1）ft＊, fs＊：JSME S NC1-2005/2007 SSB-3121.1(1)a本文中Sy及びSy（RT）を1.2Sy及び1.2Sy

（RT）と読み替えて算出した値（JSME S NC1-2005/2007 SSB-3133）。 

ただし，Sy及び0.7Suのいずれか小さい方の値とする。 

（注2）JEAG4601・補-1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

（注3）ボルトにせん断力が作用する場合，組合せ評価を実施する。その際の許容応力値は，JSME 

S NC1-2005/2007 SSB-3133に基づき，Min(1.4(1.5ft*)－1.6τb ,1.5ft*)とする。 
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表3-6 送風機及び原動機の取付ボルト 

 
耐震 

クラス
荷重の組合せ 

許容応

力状態 

許容限界（注1）（注2） 

一次応力 

引張（注3） せん断（注3） 

送風機及び原動

機の取付ボルト
－ D＋ＳＳ ⅣAS 1.5ft

＊ 1.5fs
＊ 

（注1）ft*, fs＊：JSME S NC1-2005/2007 SSB－3121.1(1)a本文中Sy及びSy（RT）を1.2Sy及び1.2Sy

（RT）と読み替えて算出した値（JSME S NC1-2005/2007 SSB-3133）。 

ただし，Sy及び0.7Suのいずれか小さい方の値とする。 

（注2）JEAG4601・補-1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

（注3）ボルトにせん断力が作用する場合，組合せ評価を実施する。その際の許容応力値は，JSME 

S NC1-2005/2007 SSB-3133に基づき，Min(1.4(1.5ft*)－1.6τb ,1.5ft*)とする。 
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4. 耐震評価方法 

  可搬型重大事故等対処設備の耐震評価は，車両型設備，ボンベ設備及びその他設備の分類ご

とに評価方法が異なることから，以下の「4.1 車両型設備」，「4.2 ボンベ設備」及び「4.3 そ

の他設備」のそれぞれに示す「地震応答解析」，「加振試験」，「応力評価」，「転倒評価」，「機能

維持評価」及び「波及的影響評価」に従って実施する。 

 

4.1 車両型設備 

   車両型設備においては，重大事故等に対処するための機能を維持するために，応力評価，

転倒評価，機能維持評価及び波及的影響評価を実施する。 

   車両型設備の評価の概要フローを図4－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 車両型設備の評価フロー 

 

4.1 (4) 

機能維持評価 

・ 支持機能 

・ 移動機能 

・ 動的及び電気的機能 

4.1 (1) 加振試験 

4.1 (2) 

応力評価

4.1 (3) 

転倒評価

設計用加速度 

4.1 (5) 

波及的影響 

評価 

入力地震動の算定 

基準地震動ＳＳ 
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(1) 加振試験 

a. 基本方針 

      車両型設備においては，重大事故等に対処するための機能を保持するために，車両

全体として安定性を有し，転倒しないこと，主要な構造部材が必要な構造強度を有す

ること及び支持機能，移動機能，動的及び電気的機能が保持できることを加振試験の

結果を踏まえて評価することから，以下の「b. 入力地震動」に示す入力地震動を用

いて，「(3) 転倒評価」及び「(4) 機能維持評価」に示す方法により加振試験を行う。 

 

b. 入力地震動 

      入力地震動は，資料Ⅴ-2-別添3-2「可搬型重大事故等対処設備の保管場所等におけ

る入力地震動」に示す，各保管場所の保管エリアごとに算定した入力地震動を用いる。 

 

(2) 応力評価 

a. 直接支持構造物 

      車両型設備の直接支持構造物の応力評価は，以下に示す「(a) 取付ボルト①」及び

「(b) 取付ボルト②」に従って，評価対象部位について，ＪＥＡＧ4601・補－1984に

規定されているポンプ等の取付ボルト，基礎ボルトの評価方法を用いて発生応力を算

出し，許容応力以下であることを確認する。 

      評価については，実機における車両応答の不確実さを考慮し，加速度が大きくなる

加振試験で測定された評価対象部位頂部の加速度を設計用水平加速度及び設計用鉛直

加速度として設定し，応力評価を行う。 

      計算モデルを図4－2に，応力評価に使用する記号を表4－1に示す。 

 

(a) 取付ボルト① 

イ. 引張応力 

1i

2
ii

1

b

PVPPH
bt

NA

LaagmMhaam
σ  

ロ. せん断応力 

b

PH
bs

An

＋aa　m
τ  

 

(b) 取付ボルト② 

イ. 引張応力 

bi

2

V

2

H
bt

AN

agam
σ  
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ロ. せん断応力 

1i

2
ii

1

b

VH
bs

NA

Lagmham
 

 

 

表4－1 応力評価に使用する記号 

記号 単位 定  義 

Ab mm2 取付ボルトの軸断面積 

aH m/s2 設計用水平加速度 

aP m/s2 回転体振動による加速度 

aV m/s2 設計用鉛直加速度 

g m/s2 重力加速度 

h mm 据付面から重心位置までの高さ 

L mm 評価対象部位の重心位置とボルト間の水平方向距離 

 i mm 
支点としている取付ボルトより評価に用いる取付ボルトまでの距離（iは

距離の長い順に番号取りをする。） 

m kg 機器の運転時質量 

MP N･mm 回転体回転により働くモ－メント 

Ni － 
引張力の作用する取付ボルトの本数（iは転倒支点から距離の遠い順に番

号取りをする。） 

n － 取付ボルトの総本数 

σbt MPa 取付ボルトの最大引張応力 

τbs MPa 取付ボルトの最大せん断応力 
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取付ボルト① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取付ボルト②（引張）         取付ボルト②（せん断） 

 

図4－2 直接支持構造物の計算モデル例 
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b. 間接支持構造物 

      車両型設備の間接支持構造物の応力評価は，「a. 直接支持構造物 (a) 取付ボル

ト①」に従って，評価対象部位について，ＪＥＡＧ4601・補－1984に規定されている

ポンプ等の取付ボルト，基礎ボルトの評価方法を用いて発生応力を算出し，許容応力

以下であることを確認する。 

      評価については，実機における車両応答の不確実さを考慮し，加速度が大きくなる

加振試験で測定された評価対象部位頂部の加速度を設計用水平加速度及び設計用鉛直

加速度として設定し，応力評価を行う。 

      計算モデル図を図4－3に示し，応力評価に使用する記号を表4－2に示す。 

 

(a) 引張応力 

1i

2
ii

1

b

VH
bt

NA

Lagmham
σ  

(b) せん断応力 

b

H
bs

An

a　m
τ  

 

 

表4－2 応力評価に使用する記号 

記号 単位 定  義 

Ab mm2 取付ボルトの軸断面積 

aH m/s2 設計用水平加速度 

aP m/s2 回転体振動による加速度 

aV m/s2 設計用鉛直加速度 

g m/s2 重力加速度 

h mm 据付面から重心位置までの高さ 

L mm 評価対象部位の重心位置とボルト間の水平方向距離 

 i mm 
支点としている取付ボルトより評価に用いる取付ボルトまでの距離（iは

距離の長い順に番号取りをする。） 

m kg 機器の運転時質量 

MP N･mm 回転体回転により働くモ－メント 

Ni ― 
引張力の作用する取付ボルトの本数（iは転倒支点から距離の遠い順に番

号取りをする。） 

n ― 取付ボルトの総本数 

σbt MPa 取付ボルトの最大引張応力 

τbs MPa 取付ボルトの最大せん断応力 
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図4－3 間接支持構造物の計算モデル例 

 

 

(3) 転倒評価 

      車両型設備は，実際の設置状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.1(1)b. 入力

地震動」を基に作成した入力地震動によるランダム波加振試験を行い，試験後に転倒

していないことを確認する。転倒評価は，当該設備設置地表面での最大加速度が，加

振試験により転倒しないことを確認した加振台の最大加速度以下であることにより確

認する。 

 

(4) 機能維持評価 

      車両型設備は，実際の設置状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.1(1)b. 入力

地震動」を基に作成した入力地震動によるランダム波加振試験を行い，試験後に支持

機能，移動機能，動的及び電気的機能が維持されていることを確認する。加振試験に

ついては，ＪＥＡＧ4601－1991に基づき実施する。 

      基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，当該設備設置地表面での最大加速度が，地震力

に伴う浮き上がりを考慮しても，加振試験により車両部の支持機能及び車両としての

自走又は牽引等による移動機能を維持できることを確認した加振台の最大加速度以下

であることにより確認する。 

      また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，当該設備設置地表面での最大加速度が，

地震力による浮き上がりを考慮しても，加振試験により，ポンプの送水機能，内燃機

関の駆動機能等の動的及び電気的機能を維持できることを確認した加振台の最大加速

度以下であることにより確認する。 

 

(5) 波及的影響評価 

      車両型設備は，実際の設置状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.1(1)b. 入力

地震動」に示すランダム波で加振試験を行い，加振試験にて確認した車両の最大変位

量が，他の可搬型重大事故等対処設備との離隔距離の範囲内であることにより確認す

h 

転倒支点 

m・a
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ｖ
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4.2 ボンベ設備 

4.2 評価方針 

 ボンベ設備の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すボンベ

ユニットの構造を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出し

た固有周期に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて

確認することで実施する。確認結果を「7. 評価結果」に示す。 

 ボンベ設備の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 ボンベ設備の耐震評価フロー 

 

解析モデル設定 設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震時における応力 

ボンベラックの構造強度
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(1) 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４６０

１・補－1984 及びＪＥＡＧ４６０１－1987）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59

年 9月及び昭和 62 年 8 月）に準拠して評価する。 
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(2) 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

ＡＨＷ 

ＡＶＷ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｆ 

ＦＨＷ 

ＦＶＷ 

fｓ 
g 

ｈ 

 1 

 2 

ｍ 

ｎＶＷ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

τＷ 

τＷ1 

τＷ2 

水平方向せん断力を受ける溶接部の有効断面積 

鉛直方向せん断力を受ける溶接部の有効断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

設計・建設規格＊ SSB-3133に定める値 

溶接部に作用する水平方向せん断力 

溶接部に作用する鉛直方向せん断力 

せん断力を受ける溶接部の許容せん断応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

重心と溶接部間の水平方向距離 

重心と溶接部間の水平方向距離 

ボンベユニット質量 

評価上鉛直方向せん断力を受けるとして期待する溶接箇所数 

設計・建設規格＊ 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格＊ 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

溶接部に生じる最大せん断応力 

溶接部に生じる水平方向せん断応力 

溶接部に生じる鉛直方向せん断応力 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

MPa 

N 

N 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記 ＊：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007

年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）をいう。 

  

＊
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(3) 評価部位 

 ボンベ設備の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しく

なる固定ボルト，基礎ボルト，アンカプレートの溶接部等について実施する。非常用窒素供給系

高圧窒素ボンベユニットの耐震評価部位について，表 2－1 の概略構造図に例示する。 
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(4) 固有周期 

 a. 固有値解析方法 

  ボンベ設備の固有値解析方法を以下に示す。 

  ボンベ設備は，4.2 解析モデル及び諸元に示す三次元シェル及びはりモデルとして考える。 

 

 b. 解析モデル及び諸元 

 非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニットの解析モデルを図 4－1 及び図 4－2に，解析モデル

の概要を以下に例示する。また，機器の諸元を表 4－1及び表 4－2に例示する。 

① ボンベ設備の質量は，ボンベ及びボンベラックに密度として与える。 

② ボンベ設備の重心位置については，モデル形状，質量分布よりプログラムが自動計算する。 

③ 計算機コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，固有値を求める。なお，評価に用いる計算機

コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「付録 19 計算機プログラム（解析コード）

の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

④ 拘束条件は，固定ボルト，基礎ボルト及びボンベラックとアンカプレートの溶接部を完全

拘束とする。 
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図 4－1 解析モデル（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット）の例 

 

 

図4－2 解析モデル（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット(予備)）の例
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表4－1 機器諸元（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニットの例） 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SS400 

材質 － － STH12 

材質 － － STKR 

質量 m kg 750 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 105 

縦弾性係数 Ε MPa 196600 

縦弾性係数 Ε MPa 196600 

縦弾性係数 Ε MPa 167600 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 32109 

節点数 － 個 33678 

 

表4－2 機器諸元（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット(予備)の例） 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SS400 

材質 － － STH12 

材質 － － STKR 

質量 m kg 720 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 105 

縦弾性係数 Ε MPa 196600 

縦弾性係数 Ε MPa 196600 

縦弾性係数 Ε MPa 167600 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 30075 

節点数 － 個 31552 
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(5) 構造強度評価 

 a. 構造強度評価方法 

① ボンベ設備の質量は重心に集中しているものとする。 

② ボンベ設備は，固定ボルト，基礎ボルト，床に設置されたアンカプレートに溶接で固定す

る。 

③ 地震力はボンベ設備に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

 

 b. 設計用地震力 

 「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づく。 

 

 c. 計算方法（溶接部の例） 

  応力の計算方法 

  溶接部の応力 

 溶接部の応力は，地震による震度によって生じる水平方向せん断力と鉛直方向せん断力につ

いて計算する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5－1(1) 計算モデル 

（短辺方向転倒－1 （1－ＣＶ）≧0 の場合） 

  

Ａ～Ａ矢視図 

１ ２ 

溶接部 

転倒支点となる 
溶接列 

せん断を受ける
溶接列 

転倒支点 １ ２

Ａ Ａ ｈ
 （1－ＣＶ）・ｍ・g 

ＣＨ・ｍ・g 

転倒方向 

（ １≦ ２） 
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図 5－1(2) 計算モデル 

（短辺方向転倒－2 （1－ＣＶ）＜0 の場合） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5－2(1) 計算モデル 

（長辺方向転倒－1 （1－ＣＶ）≧0 の場合） 

 
  

Ａ～Ａ矢視図 

１ ２ 

溶接部 

転倒支点となる
溶接列 

せん断を受ける 
溶接列 

転倒支点 
１ ２

Ａ Ａ ｈ
 

ＣＨ・ｍ・g 

（ＣＶ－1）・ｍ・

g 

転倒方向 

（ １≦ ２） 

（ １≦ ２） 

せん断を受け
る溶接列 

転倒支点となる 
溶接列 

１ ２

ｈ
 

Ａ Ａ 

溶接部 

１ ２

転倒支
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Ａ～Ａ矢視図 
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g

ＣＨ・ｍ・g 

転倒方向 
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図 5－2(2) 計算モデル 
（長辺方向転倒－2 （1－ＣＶ）＜0 の場合） 

 
 
 

（ １≦ ２） 

せん断を受け
る溶接列 

転倒支点となる
溶接列 
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ｈ
 

Ａ Ａ 

溶接部 

転倒支
点 

Ａ～Ａ矢視図 

（ＣＶ－1）・ｍ・

g ＣＨ・ｍ・g 

転倒方向 

１ ２
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① 水平方向せん断応力 

溶接部に対する水平方向せん断力は全溶接部で受けるものとして計算する。 

水平方向せん断力（ＦＨＷ） 

 ＦＨＷ＝ＣＨ・ｍ・g ････････････････････････････････････････････････ (5.4.1) 

 

水平方向せん応力（τＷ1） 

 τＷ1＝
ＦＨＷ

ＡＨＶ

 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.2) 

 
② 鉛直せん断応力 

溶接部に対する力は最も厳しい条件として，図5－1及び図5－2で最外列の溶接部を支点とする転

倒を考え，これを片側の最外列の溶接部で受けるものとして計算する。 

 

鉛直方向せん断力（ＦＶＷ） 

計算モデル図5－1(1)及び5－2(1)の場合のせん断力 

)＋・(ｎ

・)(1－Ｃ・ｍ・－・ｈ・Ｃｍ・
＝Ｆ

２１

１

ＶＷ

ＶＨ
ＶＷ

 gg
 ･･･････････････････ (5.4.3) 

計算モデル図5－1(2)及び5－2(2)の場合のせん断力 

)＋・(ｎ

・)(1－Ｃ・ｍ・－・ｈ・Ｃｍ・
＝Ｆ

２１

２

ＶＷ

ＶＨ
ＶＷ

 gg
 ･･･････････････････ (5.4.4) 

鉛直方向せん断応力（τＷ2） 

τＷ2＝
ＦＷ

ＡＶＷ

 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.5) 

 
③ 溶接部の応力 

 τＷ＝Max{水平方向せん断応力(τＷ1)，鉛直方向せん断応力(τＷ2)} ･･････ (5.4.6) 
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4.3 その他設備 

 その他設備の評価概要フロー図を図4-5に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4-5 その他設備の評価フロー 

 

(1) 加振試験 

a. 基本方針 

      その他においては，重大事故等に対処するための機能を保持するために，機器全体

として安定性を有し，転倒しないこと，支持機能，動的及び電気的機能が保持できる

ことを加振試験の結果を踏まえて評価することから，以下のとおり，加振試験を実施

する。 

その他設備を実際の設置状態を模擬した状態で加振台に設置し，以下の「b. 入力

地震動」に示す入力地震動を用いて，「(2) 転倒評価」及び「(3) 機能維持評価」に

示す方法により加振試験を行う。 

 

b. 入力地震動 

入力地震動は，資料Ⅴ-2-別添 3-2「可搬型重大事故等対処設備の保管場所等におけ

る入力地震動」に示す各保管場所のＳｓ－Ｄ1～Ｓｓ－31 の地震動を用いて，添付資料

Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に基づき作成する設計用床応答曲線又は添

付資料Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線の作成方針」に示す各保管場所のＳｓ－Ｄ1～Ｓｓ

－31の設計用床応答曲線をおおむね包絡するよう作成したランダム波とする。 

 

(2) 転倒評価 

その他設備を実際の設置状態を模擬した状態で加振台に設置し，ランダム波で加振試

験を行い，スリング等が有効に作用し，試験後に転倒していないことを確認する。転倒

4.4 (3) 

機能維持評価 

4.4 (1) 加振試験 

4.4 (2) 

転倒評価 

4.4 (4) 

波及的影響評価 

加速度の算出 

設計用地震力 
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評価は，保管場所における設置床及び地表面の最大加速度又は設計用加速度が，加振試

験により転倒しないことを確認した加振台の機能確認済加速度以下であることにより確

認する。 

 

(3) 機能維持評価 

その他設備を実際の設置状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.4.(1)b. 入力地

震動」に示すランダム波加振試験を行い，試験後に支持機能，動的及び電気的機能が維

持されることを確認する。加振試験については，ＪＥＡＧ4601－1991に基づき実施する。 

機能維持評価は，保管場所における設置床及び地表面の最大加速度又は設計用加速度

が，加振試験により計測，給電等の機能を保持できることを確認した加振台の機能確認

済加速度以下であることにより確認する。 

 

(4) 波及的影響評価 

その他設備を実際の設置状態を模擬した状態で加振台に設置し，「4.4.(1)b. 入力地

震動」に示すランダム波加振試験を行い，波及的影響を防止する必要がある他の設備に

対して波及的影響を及ぼさないことを，スリング等が有効に作用し，試験後に転倒して

いないことを確認した加振台の機能確認済加速度以下であることにより確認する。 

 

 

4.5 水平2方向及び鉛直方向地震力の考慮 

 動的地震力の水平2方向及び鉛直方向を組合せたものに対する可搬型重大事故等対処設備

の有する耐震性に及ぼす影響については，資料Ⅴ-2-1-8「水平2方向及び鉛直方向地震力の組

合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針に基づき評価を行う。 

 評価内容及び評価結果は，別添3-6「可搬型重大事故等対処設備の水平2方向及び鉛直方向

地震力の組合せに関する影響評価結果」に示す。 

 

 

5. 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版を含む））＜第Ⅰ編 軽

水炉規格＞ ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007)」（社）日本機械学会（以下「ＪＳＭＥ Ｓ Ｎ

Ｃ1」という。 

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ4601－1987」（社）日本電気協会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ4601・補－1984」（社）

日本電気協会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ4601－1991 追補版」（社）日本電気協会 

・「機械工学便覧 基礎編」（社）日本機械学会（1987） 
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Ⅴ-2-別添 3-2 可搬型重大事故等対処設備の保管場所における 

入力地震動
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1. 概要 

本資料は，資料Ⅴ-2-別添 3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算方針」に示すと

おり，可搬型重大事故等対処設備保管エリア等に保管する可搬型重大事故等対処設備に

ついて，その地震応答解析等に際して必要となる入力地震動を求めるために行う，基準

地震動Ｓｓを基にした各保管エリアの地盤等の地震応答解析について説明するものであ

る。 

評価対象は，可搬型重大事故等対処設備を保管している以下の場所とする。可搬型重

大事故等対処設備保管エリアの位置図を図 1－1 に示す。 

なお，原子炉建屋，緊急時対策所建屋については，資料Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線

の作成方針」に示す。 

本資料には，可搬型重大事故等対処設備の耐震評価に使用する加速度時刻歴及び設備

への影響を検討するための入力地震動の基本的な特性を示す加速度応答スペクトルを示

す。 

本資料に示した各保管エリアの入力地震動を基に，資料Ⅴ-2-別添 3-3「可搬型重大事

故等対処設備のうち車両型設備の耐震性についての計算書」，資料Ⅴ-2-別添 3-4「可搬

型重大事故等対処設備のうちボンベ設備の耐震性についての計算書」及び資料Ⅴ-2-別添

3-5「可搬型重大事故対処設備等のうちその他設備の耐震性についての計算書」において，

各対象設備の入力地震動を設定する。 

 

・可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側） 

・可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側） 

・原子炉建屋 

・緊急時対策所建屋 

 



 

 

 

2
 

図 1－1 可搬型

 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-2 R0 

型重大事故等対処設備保管エリア 位置図 
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2. 可搬型重大事故等対処設備保管エリアの入力地震動 

2.1 入力地震動の算定方針 

入力地震動は，水平方向及び鉛直方向に対して，解放基盤面で定義される基準地震

動Ｓｓを基に，各保管エリアでの地盤条件を考慮し，地盤の地震応答解析により評価

する。基準地震動Ｓｓは資料Ⅴ-2-1-2「基準地震動Ｓｓ及び弾性設計用地震動Ｓｄの策

定概要」による。 

地盤の地震応答解析は，１次元波動論により行う。解析コードはＫ－ＳＨＡＫＥを

用いる。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，

付録 39「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

１次元波動論による入力地震動の評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 入力地震動の評価フロー図  

解析条件の設定  
（解析方針）  

地盤モデルの作成  
（地質構造・地盤物性）  

１次元波動論による応答解析  

保管エリア地表面位置における  
入力地震動の算定  



 

4 

N
T
2
 
補

②
 

Ⅴ
-2
-
別
添

3-
2
 

R
0 

 

2.2 保管エリアの入力地震動 

2.2.1 入力地震動の算定 

(1) 地盤の解析モデル 

a. 解析領域 

解析領域は，各保管エリアの地表面標高から原則として EL.－370m までとす

る。 

b. 境界条件 

解析領域の底面には，エネルギーの散逸効果を考慮し，粘性境界を設ける。 

c. 地盤のモデル化 

地盤モデルの層分割は，地盤の地質区分に基づきモデル化する。 

解析用地盤モデル図を図 2－2 に示す。 
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図 2－2 １次元応答解析用地盤モデル 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（1/2）

[地質区分]

　EL.  23.000 m 

　EL.  20.112 m 
盛土

　EL.  18.571 m du

　EL.  16.024 m 
D2c-3

　EL.  7.619 m 

D2g-3

　EL.  4.454 m 
D2s-3

EL.  - 9.024 m 

D2c-3

EL.  - 10.469 m D2s-3

EL.  - 13.870 m 
D2g-3

EL.  - 370.000 m 

Km

[標高]
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図 2－2 １次元応答解析用地盤モデル 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（2/2）

[地質区分]

　EL.  25.000 m 
　EL.  24.259 m 盛土

　EL.  20.967 m 
du

　EL.  17.437 m 
lm

　EL.  6.853 m 

D1g-1

EL.  - 370.000 m 

Km

[標高]
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(2) 解析用物性値 

地震応答解析に使用する地盤の物性値は，資料Ⅴ-2-1-3「地盤の支持性能に係

る基本方針」に基づく。 

 

(3) 入力地震動の算定方法 

可搬型重大事故等対処設備保管エリアにおける入力地震動は，解放基盤表面で

定義される基準地震動Ｓｓを，１次元波動論によって地表面位置で評価した地震

動を用いる。 

入力地震動算定の考え方を図 2－3 に示す。 

 

 

 

図 2－3 入力地震動算定の考え方 

  

応答加速度（2E）
↓

入力地震動

一次元波動論
による

地震応答解析

図2－2 に示す１次元地盤モデル

（地盤の性状を考慮してモデル化）

基準地震動（2E0）

地表面

解放基盤表面
EL. -370m

１次元波動論

による  
地震応答解析
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2.2.1 入力地震動の算定結果 

(1) 可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側） 

１次元波動論により算定した可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側）の地

表面における入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトルを図 2－4

に示す。 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 
図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－Ｄ1（H）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（1/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－Ｄ1（V）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（2/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－11（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（3/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－11（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（4/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－11（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（5/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－12（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（6/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－12（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（7/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－12（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（8/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－13（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（9/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－13（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（10/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－13（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（11/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－14（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（12/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－14（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（13/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－14（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（14/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－21（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（15/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－21（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（16/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－21（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（17/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－22（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（18/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－22（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（19/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－22（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（20/22） 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－31（H）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（21/22） 

  

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 5 10 15 20 25

加
速

度
(
c
m/

s
2 )

時刻 (s)

cm/s2MAX=-488.30 (8.75s)

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(
c
m/
s
2 )

周期 (s)

h=0.20



 

30 

N
T
2
 
補

②
 

Ⅴ
-2
-
別
添

3-
2
 

R
0 

 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

 (b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－4 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－31（V）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側））（22/22） 
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(2) 可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側） 

１次元波動論により算定した可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側）の地

表面における入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトルを図 2－5

に示す。 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－Ｄ1（H）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（1/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－Ｄ1（V）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（2/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－11（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（3/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－11（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（4/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－11（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（5/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－12（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（6/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－12（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（7/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－12（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（8/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－13（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（9/22）

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 50 100 150 200

加
速

度
(
c
m/

s
2 )

時刻 (s)

cm/s2MAX=-418.38 (30.07s)

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(
c
m/
s
2
)

周期 (s)

h=0.20



 

41 

N
T
2
 
補

②
 

Ⅴ
-2
-
別
添

3-
2
 

R
0 

 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－13（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（10/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－13（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（11/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－14（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（12/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－14（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（13/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－14（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（14/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－21（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（15/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－21（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（16/22）

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

0 50 100 150 200

加
速

度
(
c
m/

s
2 )

時刻 (s)

cm/s2MAX=472.94 (68.85s)

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

0.01 0.1 1 10

加
速
度

(
c
m/
s
2
)

周期 (s)

h=0.20



 

48 

N
T
2
 
補

②
 

Ⅴ
-2
-
別
添

3-
2
 

R
0 

 

 

(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－21（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（17/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－22（NS）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（18/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－22（EW）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（19/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－22（UD）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（20/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－31（H）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（21/22）
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 加速度応答スペクトル 

 

図 2－5 入力地震動の加速度時刻歴波形と加速度応答スペクトル（Ｓｓ－31（V）） 

（可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側））（22/22） 
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Ⅴ-2-別添3-3 可搬型重大事故等対処設備のうち車両型設備の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

  本資料は，資料Ⅴ-2-別添3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算方針」（以下「別添3-1」

という。）にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，可搬型重大事故等対

処設備のうち車両型設備が地震後において，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，十分な構造

強度及び機能維持を有するとともに，当該設備以外の可搬型重大事故等対処設備に波及的影響

を及ぼさないことを説明するものである。その耐震評価は加振試験，応力評価，転倒評価及び

機能維持評価並びに波及的影響評価により行う。 
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2. 基本方針 

2.1 配置 

   車両型設備は，別添3-1の「2.1 評価対象設備」のうち構造計画に示すとおり，可搬型重

大事故等対処設備保管場所（西側）又は可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側）に分散

して保管する。これらの保管場所を図2－1に示す。 
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NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-3 R0 

 

－1 車両型設備の保管場所位置図 
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2.2 構造概要 

   車両型設備の構造は，別添3-1の「2.1 評価対象設備」に示す構造計画としており，車両型

設備の構造計画を表2－1に，車両型設備の構造図を図2－2～図2－6に示す。 

 

表2－1 車両型設備の構造計画（1/2） 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

可搬型代替注水 

大型ポンプ 

サスペンションを有

し，自走にて移動で

きる構造※１とし，車

両，ポンプ，内燃機

関により構成する。 

ポンプ，内燃機関は，コンテナに

直接支持構造物である取付ボルト

にて固定する。ポンプ，内燃機関

を収納したコンテナは，間接支持

構造物であるトラックに積載し取

付ボルトにより固定し，保管場所

に固定せずに保管する。 

図2－2 

可搬型代替注水 

中型ポンプ 

サスペンションを有

し，自走にて移動で

きる構造※１とし，車

両，内燃機関により

構成する。 

内燃機関は，コンテナに直接支持

構造物である取付ボルトにて固定

する。内燃機関を収納したコンテ

ナは，間接支持構造物であるトラ

ックに積載し取付ボルトにより固

定し，保管場所に固定せずに保管

する。 

図2－3 

可搬型代替低圧 

電源車※２ 

及び 

窒素供給装置用 

電源車※２ 

サスペンションを有

し，自走にて移動で

きる構造※１とし，車

両，発電機，内燃機

関により構成する。 

発電機，内燃機関は，コンテナに

直接支持構造物である取付ボルト

にて固定する。発電機，内燃機関

を収納したコンテナは，間接支持

構造物であるトラックに積載し取

付ボルトにより固定し，保管場所

に固定せずに保管する。 

図2－4 

※1： 早期の重大事故等への対処を考慮し移動機能を有するとともに，地震に対する影響を軽

減できる構造として，サスペンションを有している。 

※2： 設備名称は異なるが，同型の車両である。  
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表2－1 車両型設備の構造計画（2/2） 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

窒素供給装置 

サスペンションを有

し，自走にて移動で

きる構造※１とし，車

両，窒素ガス分離装

置，空気圧縮機によ

り構成する。 

窒素ガス分離装置，空気圧縮機

は，コンテナに直接支持構造物で

ある取付ボルトにて固定する。窒

素ガス分離装置，空気圧縮機を収

納したコンテナは，間接支持構造

物であるトラックに積載し取付ボ

ルトにより固定し，保管場所に固

定せずに保管する。 

図2－5 

タンクローリ 

サスペンションを有

し，自走にて移動で

きる構造※１とし，車

両，タンク，ポンプ

により構成する。 

タンク，ポンプは，トラックの荷

台に直接支持構造物である取付ボ

ルトにて固定し，保管場所に固定

せずに保管する。 

図2－6 

※1： 早期の重大事故等への対処を考慮し移動機能を有するとともに，地震に対する影響を軽

減できる構造として，サスペンションを有している。 

  



 
N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-別

添
3
-
3 
R
0
 

 

図2－2

図2－3
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可搬型代替注水大型ポンプの構造図（外観図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可搬型代替注水中型ポンプの構造図（外観図） 
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図2－4 可搬型代替
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2－5 窒素供給装置の構造図（外観図） 
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2－6 タンクローリの構造図（外観図） 
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2.3 固縛装置 

   車両型設備については，屋外の可搬型重大事故等対処設備保管場所に保管することから，竜

巻襲来時に飛散し，他の重大事故等対処設備等に悪影響を及ぼすことを防止するため，固縛装

置を設置する計画としている。固縛装置は，固縛ロープ部のサイドロープをアンカー部であるフ

レノリンクボルト及びアンカープレートと接続し，アンカー部と基礎部を埋込ボルト若しくは接

着系アンカーボルトで固定する構造である。固縛装置については，余長を設けることにより，

耐震設計に影響を与えることがないような設計とする。固縛装置の構造概要を図2－7に示す。 

   なお，固縛装置を車両型設備に設置する場合，地震時の車両型設備の挙動により固縛装置が

作用して，車両型設備の重大事故等に対処するために必要な機能に影響を与えることのないよ

うに，以下のいずれかの設計とする。 

   ・固縛装置の余長を十分に設けることにより地震時に作用させない設計とする。 

   ・十分な余長を設けない場合は，車両型設備に固縛装置を取り付けた状態で加振試験を行い，

固縛装置と車両型設備が展張して荷重がかかった場合でも，重大事故等に対処するために

必要な機能を損なわないことを確認する。 

   固縛装置の設計方針，構造計画等の詳細については，資料Ⅴ-1-1-2-3「竜巻への配慮に関す

る説明書」に示す。また，竜巻対策としての固縛装置の強度に関する設計については，資料Ⅴ

-3-別添1-10「屋外の重大事故等対処設備の固縛装置の強度計算書」にて評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－7 固縛装置の構造概要  
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2.4 評価方針 

   車両型設備の評価方針を以下に示し，評価方針の一覧を表2－2に，耐震評価フローを図2－8

に示す。 

 

2.4.1 応力評価 

     車両型設備は，別添3-1の「2.2.1 車両型設備」にて設定した応力評価の方針に従い，

直接支持構造物及び間接支持構造物に対する応力評価を実施する。 

     車両型設備の応力評価は，「3. 加振試験」にて得られた評価対象部位頂部の加速度を

用い，「4. 応力評価」に示す方法により，車両型設備の評価対象部位に作用する応力が

許容限界を満足することを確認する。確認結果を「8. 評価結果」に示す。 

     別添3-1の「2.2 評価方針」に示す評価対象部位のうち直接支持構造物としての取付ボ

ルトの応力評価については，ＪＥＡＧ4601・補－1984に規定されているその他の支持構造

物の評価に従い実施する。間接支持構造物としての取付ボルトについては，直接支持構造

物の応力評価に準じて実施する。 

 

2.4.2 転倒評価 

     車両型設備は，別添3-1の「2.2.1 車両型設備」にて設定した転倒評価の方針に従い，

転倒評価を実施する。 

     車両型設備の転倒評価は，「5. 転倒評価」に示す方法により，「3. 加振試験」におけ

る加振試験にて，試験後に転倒していないことを確認し，保管場所の地表面の最大加速度

と，加振試験により転倒しないことを確認した加振台の最大加速度との比較を行い，許容

限界を満足することを確認する。確認結果を「8. 評価結果」に示す。 

 

2.4.3 機能維持評価 

     車両型設備は，別添3-1の「2.2.1 車両型設備」にて設定した機能維持評価の方針に従

い，支持機能，移動機能，動的及び電気的機能維持評価を実施する。 

     車両型設備の機能維持評価は，「6. 機能維持評価」に示す方法により，「3. 加振試験」

における加振試験にて，試験後に支持機能及び移動機能，並びにポンプの送水機能及び発

電機の発電機能等の動的及び電気的機能を保持できることを確認し，保管場所の地表面の

最大加速度と，加振試験により支持機能，移動機能，動的及び電気的機能を保持できるこ

とを確認した最大加速度との比較を行い，許容限界を満足することを確認する。確認結果

を「8. 評価結果」に示す。 

 

2.4.4 波及的影響評価 

     車両型設備は，別添3-1の「2.2.1 車両型設備」にて設定した波及的影響評価の方針に

従い，波及的影響評価を実施する。 
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     車両型設備の波及的影響評価は，「7. 波及的影響評価」に示す方法により，「3. 加振

試験」における加振試験にて確認した，車両の傾き及びすべりによる最大変位量が，許容

限界を満足することを確認する。確認結果を「8. 評価結果」に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－8 車両型設備の耐震評価フロー 
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表 2－2 車両型設備の評価方法 

設備名称 車両種別 設備種別 転倒評価 機能維持評価 

応力評価 
波及的 
影響評価 直接支持 

構造物 
間接支持 
構造物 

可搬型代替注水大型 
ポンプ 

トラック ポンプ車 加振試験 加振試験 
応力計算＋ 
加振試験 

応力計算＋ 
加振試験 

加振試験 

可搬型代替注水中型 
ポンプ 

トラック ポンプ車 加振試験 加振試験 
応力計算＋ 
加振試験 

応力計算＋ 
加振試験 

加振試験 

可搬型代替低圧電源車 トラック 発電機車 加振試験 加振試験 
応力計算＋ 
加振試験 

応力計算＋ 
加振試験 

加振試験 

窒素供給装置用電源車 トラック 発電機車 加振試験 加振試験 
応力計算＋ 
加振試験 

応力計算＋ 
加振試験 

加振試験 

窒素供給装置 トラック 窒素発生装置 加振試験 加振試験 
応力計算＋ 
加振試験 

応力計算＋ 
加振試験 

加振試験 

タンクローリ トラック タンクローリ 加振試験 加振試験 
応力計算＋ 
加振試験 

対象なし 加振試験 
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2.5 適用規格 

   適用する規格，基準等を以下に示す。 

   ・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年度版（2007年追補版を含む））＜第Ⅰ編 

軽水炉規格＞ ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）」（社）日本機械学会（以下「ＪＳＭＥ 

Ｓ ＮＣ１」という。） 

   ・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ4601－1987」（社）日本電気協会 

   ・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ4601・補－1984」

（社）日本電気協会 

   ・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ4601－1991追補版」（社）日本電気協会 
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3. 加振試験 

3.1 基本方針 

   別添3-1の「4.1 車両型設備 (1) 加振試験」にて設定した基本方針に従い，加振試験を

実施する。 

   加振試験は，以下の「3.2 入力地震動」に示す入力地震動を用いて，「3.3 試験方法」に

示す方法により，「4. 応力評価」に用いる評価対象部位頂部の最大加速度，「5. 転倒評価」

に用いる転倒の有無，「6. 機能維持評価」に用いる加振台の最大加速度及び「7. 波及的影

響評価」に用いる車両の最大変位量を求める。 

 

3.2 入力地震動 

   入力地震動は，資料Ⅴ-2-別添3-2「可搬型重大事故等対処設備の保管エリアの入力地震動」

に示す，各保管場所のＳｓ－Ｄ1～Ｓｓ－31の地震動を用いて，資料Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲

線の作成方針」に基づき作成する設計用床応答曲線を概ね包絡するよう作成したランダム波と

する。 

   加振試験の入力地震動は，すべての保管場所における入力地震動を各対象設備の固有値帯に

おいて包絡し，かつ全体として概ね包絡するように設定する。 

 

3.3 試験方法 

   車両型設備を実際の設置状態を模擬した状態で加振台に設置し，「3.2 入力地震動」に示す

ランダム波を入力地震動として加振試験を行い，評価対象部位頂部の最大加速度，試験後に転

倒していないこと，加振台の最大加速度及び車両の最大変位量を確認する。 

   また，加振試験は水平方向と鉛直方向同時入力で行う。 

   ・加 振 波：「3.2 入力地震動」にて設定したランダム波 

   ・加振方向：水平（前後）＋鉛直及び水平（左右）＋鉛直又は水平（前後）＋水平（左右）

＋鉛直 

   ・固縛装置：可搬型代替注水大型ポンプ，可搬型代替低圧電源車，窒素供給装置用電源車，

タンクローリについては，固縛装置を設置した状態で加振試験を実施する。 

 

3.4 試験結果 

   加振試験により得られた結果を表3－1に示す。 



 

 

1
5
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表3－1 加振試験結果 

設備名称 評価対象部位 

評価対象部位の 

最大加速度（G） 転倒の 

有無 

加振台の 

最大加速度（G） 
車両の最大変位量 

加振試験

時の固縛

装置の設

置の有無
水平 鉛直 水平 鉛直 

前後方向

（mm） 

左右方向

（mm） 

可搬型代替注水大型ポンプ 

ポンプ 2.08 2.18 

無 1.59/1.52 1.37 570 1141 有り 内燃機関 1.85 2.91 

コンテナ 2.01 2.18 

可搬型代替注水中型ポンプ 
内燃機関 3.09 3.71 

無 2.26/2.08 1.02 320 700 無し 
コンテナ 3.45 5.67 

可搬型代替低圧電源車 
発電機／内燃機関 2.39 3.13 

無 1.59/1.52 1.37 340 1679 有り 
コンテナ 3.39 2.72 

窒素供給装置用電源車 
発電機／内燃機関 2.39 3.13 

無 1.59/1.52 1.37 340 1679 有り 
コンテナ 3.39 2.72 

窒素供給装置 

窒素ガス分離装置 3.06 1.87 

無 2.25/2.06 1.03 280 800 無し 空気圧縮機 4.82 3.55 

コンテナ 2.83 3.53 

タンクローリ 
タンク 2.49 3.05 

無 1.58/1.50 1.39 660 1095 有り 
ポンプ 5.27 5.25 
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4. 応力評価 

4.1 基本方針 

   車両型設備の応力評価は，別添3-1の「2.2 評価方針」で設定した評価方針に従って，応力

評価を実施する。 

   車両型設備の応力評価は，「4.2 評価対象部位」に示す評価対象部位が，「4.3 荷重及び荷

重の組合せ」に示す荷重及び荷重の組合せに対し「4.3.2 許容応力」に示す許容応力を満足

することを，「4.4 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

4.2 評価対象部位 

   車両型設備の評価対象部位は，別添3-1の「2.2 評価方針」で設定した評価対象部位に従っ

て設定する。評価対象部位を表4－1に示す。 
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表4－1（1/2） 車両型設備の直接支持構造物評価対象部位 

設備名称 評価対象部位 図 

可搬型代替注水大型ポンプ 
ポンプ取付ボルト 

内燃機関取付ボルト 
図2－2 

可搬型代替注水中型ポンプ 内燃機関取付ボルト 図2－3 

可搬型代替低圧電源車 発電機／内燃機関取付ボルト 図2－4 

窒素供給装置用電源車 発電機／内燃機関取付ボルト 図2－4 

窒素供給装置 
窒素ガス分離装置取付ボルト 

空気圧縮機取付ボルト 
図2－5 

タンクローリ 
タンク取付ボルト 

ポンプ取付ボルト 
図2－6 

 

 

表4－1（2/2） 車両型設備の間接支持構造物評価対象部位 

設備名称 評価対象部位 図 

可搬型代替注水大型ポンプ コンテナ取付ボルト 図2－2 

可搬型代替注水中型ポンプ コンテナ取付ボルト 図2－3 

可搬型代替低圧電源車 コンテナ取付ボルト 図2－4 

窒素供給装置用電源車 コンテナ取付ボルト 図2－4 

窒素供給装置 コンテナ取付ボルト 図2－5 

タンクローリ 対象なし 図2－6 
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4.3 荷重及び荷重の組合せ 

   車両型設備の応力評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，別添3-1の「3.1 荷重及び荷重の

組合せ」で設定した荷重及び荷重の組合せを用いる。 

 

4.3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

     車両型設備の応力評価に用いる荷重の組合せ及び許容応力状態を表4－2に示す。 

 

表4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態 

設備名 評価対象部位 許容応力状態 荷重の組合せ 

車両型設備 取付ボルト ⅣＡＳ Ｄ＋Ｓｓ 

 

4.3.2 許容応力 

     車両型設備の直接支持構造物の許容応力は，「4.2 評価対象部位」にて設定した評価対

象部位の破断延性限界を考慮し，別添3-1の「3.2 許容限界」で設定した許容限界に従い，

許容応力状態 ⅣＡＳの許容応力とする。 

     各評価対象部位の許容応力を表4－3に示す。 

 

表4－3 取付ボルトの許容応力 

 
耐震 

クラス
荷重の組合せ 

許容 

応力 

状態 

許容限界（注1）（注2） 

一次応力 

引張（注3） せん断（注3） 

取付ボルト － Ｄ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 1.5ft
* 1.5fs

* 

（注1）ft
* ，fs

*：ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ SSB-3121.1(1)a本文中Sy及びSy（RT）を1.2Sy及び1.2Sy

（RT）と読み替えて算出した値（ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１ SSB-3133）。ただし，1.2Sy及びSu

のいずれか小さい方の値とする。 

（注2）ＪＥＡＧ4601・補－1984の「その他の支持構造物の許容応力」に準じて設定する。 

（注3）ボルトにせん断力が作用する場合，組合せ評価を実施する。その際の許容応力値は，ＪＳ

ＭＥ Ｓ ＮＣ１ SSB-3133に基づき，Min（1.4（1.5ft
*）－1.6τb ，1.5ft

*）とする。 
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4.4 評価方法 

   車両型設備の直接及び間接支持構造物の応力評価は，別添3-1の「2.2 評価方針」で設定し

た評価式に従って，評価対象部位について，ＪＥＡＧ4601・補－1984に規定されているポンプ

等の取付ボルトの評価方法を用いて発生応力を算出し，許容応力以下であることを確認する。 

   評価については，表3－1に示す加振試験で測定された評価対象部位頂部の加速度を設計用加

速度とし，発生応力を算出し，応力評価を行う。 

 

4.4.1 評価に使用する計算モデル及び記号の説明 

     応力評価に使用する計算モデル例を図4－1及び図4－2に，記号を表4－4に示す。 
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取付ボルト②（引張）         取付ボルト②（せん断） 

 

図4－1 直接支持構造物の計算モデル例 
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図4－2 間接支持構造物の計算モデル例 

 

 

表4－4 応力評価に使用する記号 

記号 単位 定  義 

Ab mm2 取付ボルトの軸断面積 

aH m/s2 設計用水平加速度 

aP m/s2 回転体振動による加速度 

aV m/s2 設計用鉛直加速度 

g m/s2 重力加速度 

h mm 据付面から重心位置までの高さ 

L mm 評価対象部位の重心位置とボルト間の水平方向距離 

 i mm 
支点としている取付ボルトより評価に用いる取付ボルトまでの距離（iは

距離の長い順に番号取りをする。） 

m kg 機器の運転時質量 

MP N･mm 回転体回転により働くモ－メント 

Ni ― 
引張力の作用する取付ボルトの本数（iは転倒支点から距離の遠い順に番

号取りをする。） 

n ― 取付ボルトの総本数 

σbt MPa 取付ボルトの最大引張応力 

τbs MPa 取付ボルトの最大せん断応力 
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4.4.2 直接支持構造物の応力計算式 

(1) 取付ボルト① 

・取付ボルトの引張応力 

1i

2
ii

1

b

PVPPH
bt

NA

LaagmMhaam
σ  

・取付ボルトのせん断応力 
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PH
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(2) 取付ボルト② 

・取付ボルトの引張応力 
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σ  

・取付ボルトのせん断応力 
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4.4.3 間接支持構造物の応力計算式 

・取付ボルトの引張応力 
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4.5 応力評価条件 

   応力評価に用いる評価条件を表4－5，表4－6に示す。 

 

表4－5 直接及び間接支持構造物の設計用加速度 

機器名称 評価対象部位 
設計用加速度（G） 

水平aH 鉛直aV 

可搬型代替注水大型ポンプ 

ポンプ 2.50 2.62 

内燃機関 2.22 3.50 

コンテナ 2.42 2.62 

可搬型代替注水中型ポンプ 
内燃機関 3.71 4.46 

コンテナ 4.14 6.81 

可搬型代替低圧電源車 
発電機／内燃機関 2.87 3.76 

コンテナ 4.07 3.27 

窒素供給装置用電源車 
発電機／内燃機関 2.87 3.76 

コンテナ 4.07 3.27 

窒素供給装置 

窒素ガス分離装置 3.68 2.25 

空気圧縮機 5.79 4.26 

コンテナ 3.40 4.24 

タンクローリ 
タンク 2.99 3.66 

ポンプ 6.33 6.30 

 



 

 

2
3
 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-3 R0 

 

表4－6（1/2） 直接支持構造物の設計条件 

設備名称 評価部位 ボルト材質
m 

（kg）

h 

（mm） 

Ab 
（mm2）

n 

（－） 

N1 

（－） 

N2 

（－） 

N3 

（－） 

L 

（mm） 

 1 

（mm）

 2 

（mm）

 3 

（mm）

可搬型代替注水

大型ポンプ 

ポンプ取付ボルト SS400 800 930 452 4 2 － － 240 480 － － 

内燃機関取付ボルト SS400 1860 1120 452 4 2 － － 385 770 － － 

可搬型代替注水

中型ポンプ 
内燃機関取付ボルト 

DIN931, 

933相当品
585 850 380 4 2 － － 275 550 － － 

可搬型代替低圧

電源車 
発電機／内燃機関取付ボルト SS400 2877 715 113 16 4 4 4 365 730 650 80 

窒素供給装置用

電源車 
発電機／内燃機関取付ボルト SS400 2877 715 113 16 4 4 4 325 730 650 80 

窒素供給装置 

窒素ガス分離装置取付ボルト SCM435 3500 1150 314 8 2 2 2 755 1650 1100 550 

空気圧縮機取付ボルト SCM435 1905 553 314 6 2 2 － 382 900 450 － 

タンクローリ 

タンク取付ボルト SS400 900 721 314 8 4 － － 451 902 － － 

ポンプ取付ボルト SS400 28 125 113 4 2 － － 53 106 － － 

 

  



 

 

2
4
 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-3 R0 

 

表4－6（2/2） 間接支持構造物の設計条件 

設備名称 評価部位 ボルト材質
m 

（kg）

h 

（mm） 

Ab 
（mm2） 

n 

（－） 

N1 

（－） 

N2 

（－） 

N3 

（－）

L 

（mm）

 1 

（mm）

 2 

（mm）

 3 

（mm）

可搬型代替注水

大型ポンプ 
コンテナ取付ボルト SNB7 12000 1056 314 20 10 － － 567 1134 － － 

可搬型代替注水

中型ポンプ 
コンテナ取付ボルト SUS304 3000 800 153 16 8 － － 540 1100 － － 

可搬型代替低圧

電源車 
コンテナ取付ボルト S45C 4488 705 113 28 14 － － 394 806 － － 

窒素供給装置用

電源車 
コンテナ取付ボルト S45C 4488 705 113 28 14 － － 394 806 － － 

窒素供給装置 コンテナ取付ボルト S45C 10493 1077 907 4 2 － － 1086 2260 － － 
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5. 転倒評価 

5.1 基本方針 

   車両型設備は，別添3-1の「2.2 評価方針」に設定した評価方針に従い，転倒評価を実施す

る。 

   車両型設備の転倒評価は，「5.2 評価対象部位」に示す対象部位が「5.3 許容限界」に示

す許容限界を満足することを「5.4 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

5.2 評価対象部位 

   転倒評価の対象部位は，別添3-1の「3.2 許容限界」にて設定したとおり，地震後に転倒し

ないことが要求される車両全体とする。 

 

5.3 許容限界 

   許容限界は，「5.2 評価対象部位」にて設定した評価対象部位の保管場所の地表面の最大加

速度が，加振試験により転倒しないことを確認した加振台の最大加速度以下であることとする。 

 

5.4 評価方法 

   車両型設備の転倒評価は，別添3-1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，保管

場所の地表面の最大加速度と，「3. 加振試験」における加振試験にて転倒しないことを確認

した加振台の最大加速度との比較を行い，水平方向と鉛直方向の比較結果がそれぞれ許容限界

以下であることを確認する。 
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6. 機能維持評価 

6.1 基本方針 

   車両型設備は，別添3-1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，機能維持評価を

実施する。 

   車両型設備の機能維持評価は，「6.2 評価対象部位」に示す評価対象部位が「6.3 許容限

界」に示す許容限界を満足することを，「6.4 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

6.2 評価対象部位 

   車両型設備の評価対象部位は，別添3-1の「2.2 評価方針」に示す確認方法を踏まえて，地

震後に支持機能及び移動機能の維持が必要な車両部，並びに動的及び電気的機能の維持が必要

な車両に積載しているポンプ，発電機及び内燃機関等とする。 

 

6.3 許容限界 

   許容限界は，「6.2 評価対象部位」にて設定した評価対象部位の保管場所の地表面の最大加

速度が，加振試験により支持機能，移動機能，動的及び電気的機能が維持されることを確認し

た加振台の最大加速度以下であることとする。 

 

6.4 評価方法 

   車両型設備の機能維持評価は，別添3-1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，

保管場所の地表面の最大加速度と，「3. 加振試験」における加振試験にて得られた，表6－1

に示す機能維持確認項目を確認した加振台の最大加速度との比較を行い，水平方向と鉛直方向

の比較結果がそれぞれ許容限界以下であることを確認する。 
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表6－1 車両型設備の機能維持確認項目 

設備名称 機能維持確認項目 

可搬型代替注水大型ポンプ 

重大事故等時に屋外から原子炉へ注水，格納容器内部へのスプレ

イ，格納容器下部のペデスタル部への注水，使用済燃料プールへ

の注水又はスプレイ，代替淡水源（代替淡水貯槽又は西側淡水貯

水設備）への補給，放射性物質の拡散抑制のために原子炉建屋へ

の放水等が可能な容量及び揚程を有すること。 

また，保管場所から設置場所までの自走機能を有すること。 

可搬型代替注水中型ポンプ 

重大事故等時に屋外から原子炉へ注水，格納容器内部へのスプレ

イ，格納容器下部のペデスタル部への注水，使用済燃料プールへ

の注水又はスプレイ，代替淡水源（代替淡水貯槽）への補給等が

可能な容量及び揚程を有すること。 

また，保管場所から設置場所までの自走機能を有すること。 

可搬型代替低圧電源車 

重大事故等時の全交流動力電源喪失時に必要な負荷に給電するた

めの容量を有すること。 

また，保管場所から設置場所までの自走機能を有すること。 

窒素供給装置用電源車 

重大事故等時に屋外から格納容器又は格納容器圧力逃がし装置へ

窒素を供給する窒素供給装置に給電するための容量を有するこ

と。 

また，保管場所から設置場所までの自走機能を有すること。 

窒素供給装置 

重大事故等時に屋外から格納容器又は格納容器圧力逃がし装置へ

窒素を供給するための容量を有すること。 

また，保管場所から設置場所までの自走機能を有すること。 

タンクローリ 

重大事故等時に可搬型設備用軽油タンクから対象機器へ燃料油を

輸送できること。 

また，保管場所から設置場所までの自走機能を有すること。 
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7. 波及的影響評価 

7.1 基本方針 

   車両型設備は，別添3-1の「2.2.1(4) 波及的影響評価」にて設定した評価方針に従い，他の可

搬型重大事故等対処設備への波及的影響評価を実施する。 

   車両型設備の波及的影響評価は，「7.2 評価対象部位」に示す評価対象部位が，「7.3 許容限

界」に示す許容限界を満足することを「7.4 評価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

7.2 評価対象部位 

   波及的影響評価の対象部位は，別添3-1の「3.2 許容限界」にて設定したとおり，車両全体と

する。 

 

7.3 許容限界 

   車両型設備は，「7.2 評価対象部位」にて設定した評価対象部位と他の可搬型重大事故等対処

設備との離隔距離が，車両型設備の加振試験にて確認した最大変位量を基に，1台あたり，可搬型

代替低圧電源車及び窒素供給装置用電源車は前後方向1250㎜，左右方向2000㎜，それ以外の車両

は前後方向1250mm，左右方向1250mmであることを許容限界とする。 

   なお，実際の車両配置に必要な車両間隔については離隔距離を基に，各々の離隔距離を加算し，

可搬型代替低圧電源車及び窒素供給装置用電源車が隣り合う場合は前後方向2500mm，左右方向

4000mm，可搬型代替低圧電源車若しくは窒素供給装置用電源車とその他の車両が隣り合う場合は

前後方向2500mm，左右方向3250mm，その他の車両同士が隣り合う場合は前後方向2500mm，左右方

向2500mmとする。ただし，変位を生じないように緊張して固縛する資機材と車両との間隔につい

ては，車両型設備1台当たりの離隔距離とする。 

 

7.4 評価方法 

   車両型設備の波及的影響評価は，別添3-1の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，

「3. 加振試験」における加振試験にて得られた，車両の傾き及びすべりによる変位量のうち，

最も大きい変位量が許容限界以下であることを確認する。 
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8. 評価結果 

  車両型設備の基準地震動Ｓｓによる地震力に対する評価結果を以下に示す。 

  応力評価の結果，発生値は許容応力を満足しており，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して評価対

象部位の健全性が維持されることを確認した。 

  転倒評価の結果，保管場所の地表面の最大加速度が，加振試験により転倒しないことを確認した

加振台の最大加速度以下であり，転倒しないことを確認した。 

  機能維持評価の結果，保管場所の地表面の最大加速度は，加振試験により支持機能，移動機能，

移動機能，動的及び電気的機能を維持できることを確認した最大加速度以下であり，基準地震動Ｓｓ

による地震力に対し，機能が維持されることを確認した。 

  波及的影響評価の結果，車両の最大変位量については，設定した許容限界（離隔距離）未満であ

り，当該設備以外の可搬型重大事故等対処設備に波及的影響を及ぼさないことを確認した。 

  以上より，車両型設備は地震後において，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，重大事故等に対処

するために必要な機能を維持するとともに当該設備以外の可搬型重大事故等対処設備に波及的影響

を及ぼさないことを確認した。 

 

8.1 応力評価 

   車両型設備の応力評価結果を表8－1，表8－2に示す。 

 

8.2 転倒評価 

   車両型設備の転倒評価結果を表8－3に示す。 

 

8.3 機能維持評価 

   車両型設備の機能維持評価結果を表8－3に示す。 

 

8.4 波及的影響評価 

   車両型設備の波及的影響評価結果を表8－4に示す。 
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表8－1 直接支持構造物の評価結果 

設備名称 評価対象部位 応力分類 
発生値 

（MPa） 

許容応力

（MPa） 
評価

可搬型代替注水大型ポンプ 

ポンプ取付ボルト 

引張り 49 210 ○ 

せん断 11 160 ○ 

組合せ 49 210 ○ 

内燃機関取付ボルト 

引張り 91 210 ○ 

せん断 23 160 ○ 

組合せ 91 210 ○ 

可搬型代替注水中型ポンプ 内燃機関取付ボルト 

引張り 57 420 ○ 

せん断 14 322 ○ 

組合せ 57 420 ○ 

可搬型代替低圧電源車 
発電機／内燃機関取

付ボルト 

引張り 146 210 ○ 

せん断 45 160 ○ 

組合せ 146 210 ○ 

窒素供給装置用電源車 
発電機／内燃機関取

付ボルト 

引張り 146 210 ○ 

せん断 45 160 ○ 

組合せ 146 210 ○ 

窒素供給装置 

窒素ガス分離装置取

付ボルト 

引張り 111 487 ○ 

せん断 51 375 ○ 

組合せ 111 487 ○ 

空気圧縮機取付ボル

ト 

引張り 118 487 ○ 

せん断 58 375 ○ 

組合せ 118 487 ○ 

タンクローリ 

タンク取付ボルト 

引張り 27 210 ○ 

せん断 11 160 ○ 

組合せ 27 210 ○ 

ポンプ取付ボルト 

引張り 12 210 ○ 

せん断 14 160 ○ 

組合せ 12 210 ○ 
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表8－2 間接支持構造物の評価結果 

設備名称 評価対象部位 応力分類 
発生値 

（MPa） 

許容応力

（MPa） 
評価

可搬型代替注水大型ポンプ コンテナ取付ボルト 

引張り 115 451 ○ 

せん断 46 346 ○ 

組合せ 115 451 ○ 

可搬型代替注水中型ポンプ コンテナ取付ボルト 

引張り 141 184 ○ 

せん断 50 141 ○ 

組合せ 141 178 ○ 

可搬型代替低圧電源車 コンテナ取付ボルト 

引張り 130 361 ○ 

せん断 57 277 ○ 

組合せ 130 361 ○ 

窒素供給装置用電源車 コンテナ取付ボルト 

引張り 130 361 ○ 

せん断 57 277 ○ 

組合せ 130 361 ○ 

窒素供給装置 コンテナ取付ボルト 

引張り 180 361 ○ 

せん断 97 277 ○ 

組合せ 180 350 ○ 
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表8－3 転倒評価及び機能維持評価確認結果（1/4） 

評価対象設備 可搬型代替注水大型ポンプ 
可搬型代替注水 

中型ポンプ 

保管エリア 
可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（西側） 

可搬型重大事故等対処設

備保管場所（南側） 

可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（西側） 

加振方向(注1) 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直

X Y Z X Y Z X Y Z 

Ｓｓ－Ｄ1 (G)(注2) 0.57 0.57 0.44  0.87  0.87  0.46  0.57 0.57 0.44 

Ｓｓ－11 (G)(注2) 0.41 0.47 0.44  0.34  0.32  0.46  0.41 0.47 0.44 

Ｓｓ－12 (G)(注2) 0.33 0.38 0.40  0.35  0.43  0.41  0.33 0.38 0.40 

Ｓｓ－13 (G)(注2) 0.32 0.40 0.38  0.34  0.43  0.40  0.32 0.40 0.38 

Ｓｓ－14 (G)(注2) 0.33 0.36 0.35  0.33  0.31  0.36  0.33 0.36 0.35 

Ｓｓ－21 (G)(注2) 0.58 0.63 0.49  0.49  0.82  0.51  0.58 0.63 0.49 

Ｓｓ－22 (G)(注2) 0.47 0.64 0.53  0.76  0.85  0.57  0.47 0.64 0.53 

Ｓｓ－31 (G)(注2) 0.50 0.50 0.20  1.07  1.07  0.21  0.50 0.50 0.20 

Ｓｓ－MAX (G)(注2) 0.58 0.64 0.53  1.07  1.07  0.57  0.58 0.64 0.53 

加振台の最大 

加速度(G)(注2) 
1.59 1.52 1.37 1.59 1.52 1.37 2.26 2.08 1.02

転倒 

評価結果 
○ ○ ○ 

機能維持 

評価結果(注3) 
○ ○ ○ 

（注1）X方向，Y方向はそれぞれ，EW方向，NS方向を示す。 

（注2）G＝9.80665（m/s2） 

（注3）加振試験後の支持機能，移動機能及び表6－1に示す機能維持確認項目の確認を含む。 
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表8－3 転倒評価及び機能維持評価確認結果（2/4） 

評価対象設備 
可搬型代替注水 

中型ポンプ 
可搬型代替低圧電源車 

保管エリア 
可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（南側） 

可搬型重大事故等対処設

備保管場所（西側） 

可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（南側） 

加振方向(注1) 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直

X Y Z X Y Z X Y Z 

Ｓｓ－Ｄ1 (G)(注2) 0.87 0.87 0.46  0.57  0.57  0.44  0.87 0.87 0.46 

Ｓｓ－11 (G)(注2) 0.34 0.32 0.46  0.41  0.47  0.44  0.34 0.32 0.46 

Ｓｓ－12 (G)(注2) 0.35 0.43 0.41  0.33  0.38  0.40  0.35 0.43 0.41 

Ｓｓ－13 (G)(注2) 0.34 0.43 0.40  0.32  0.40  0.38  0.34 0.43 0.40 

Ｓｓ－14 (G)(注2) 0.33 0.31 0.36  0.33  0.36  0.35  0.33 0.31 0.36 

Ｓｓ－21 (G)(注2) 0.49 0.82 0.51  0.58  0.63  0.49  0.49 0.82 0.51 

Ｓｓ－22 (G)(注2) 0.76 0.85 0.57  0.47  0.64  0.53  0.76 0.85 0.57 

Ｓｓ－31 (G)(注2) 1.07 1.07 0.21  0.50  0.50  0.20  1.07 1.07 0.21 

Ｓｓ－MAX (G)(注2) 1.07 1.07 0.57  0.58  0.64  0.53  1.07 1.07 0.57 

加振台の最大 

加速度(G)(注2) 
2.26 2.08 1.02 1.59 1.52 1.37 1.59 1.52 1.37

転倒 

評価結果 
○ ○ ○ 

機能維持 

評価結果(注3) 
○ ○ ○ 

（注1）X方向，Y方向はそれぞれ，EW方向，NS方向を示す。 

（注2）G＝9.80665（m/s2） 

（注3）加振試験後の支持機能，移動機能及び表6－1に示す機能維持確認項目の確認を含む。 
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表8－3 転倒評価及び機能維持評価確認結果（3/4） 

評価対象設備 窒素供給装置用電源車 窒素供給装置 

保管エリア 
可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（西側） 

可搬型重大事故等対処設

備保管場所（南側） 

可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（西側） 

加振方向(注1) 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直

X Y Z X Y Z X Y Z 

Ｓｓ－Ｄ1 (G)(注2) 0.57 0.57 0.44  0.87  0.87  0.46  0.57 0.57 0.44 

Ｓｓ－11 (G)(注2) 0.41 0.47 0.44  0.34  0.32  0.46  0.41 0.47 0.44 

Ｓｓ－12 (G)(注2) 0.33 0.38 0.40  0.35  0.43  0.41  0.33 0.38 0.40 

Ｓｓ－13 (G)(注2) 0.32 0.40 0.38  0.34  0.43  0.40  0.32 0.40 0.38 

Ｓｓ－14 (G)(注2) 0.33 0.36 0.35  0.33  0.31  0.36  0.33 0.36 0.35 

Ｓｓ－21 (G)(注2) 0.58 0.63 0.49  0.49  0.82  0.51  0.58 0.63 0.49 

Ｓｓ－22 (G)(注2) 0.47 0.64 0.53  0.76  0.85  0.57  0.47 0.64 0.53 

Ｓｓ－31 (G)(注2) 0.50 0.50 0.20  1.07  1.07  0.21  0.50 0.50 0.20 

Ｓｓ－MAX (G)(注2) 0.58 0.64 0.53  1.07  1.07  0.57  0.58 0.64 0.53 

加振台の最大 

加速度(G)(注2) 
1.59 1.52 1.37 1.59 1.52 1.37 2.25 2.06 1.03

転倒 

評価結果 
○ ○ ○ 

機能維持 

評価結果(注3) 
○ ○ ○ 

（注1）X方向，Y方向はそれぞれ，EW方向，NS方向を示す。 

（注2）G＝9.80665（m/s2） 

（注3）加振試験後の支持機能，移動機能及び表6－1に示す機能維持確認項目の確認を含む。 
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表8－3 転倒評価及び機能維持評価確認結果（4/4） 

評価対象設備 窒素供給装置 タンクローリ 

保管エリア 
可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（南側） 

可搬型重大事故等対処設

備保管場所（西側） 

可搬型重大事故等対処 

設備保管場所（南側） 

加振方向(注1) 
水平 鉛直 水平 鉛直 水平 鉛直

X Y Z X Y Z X Y Z 

Ｓｓ－Ｄ1 (G)(注2) 0.87 0.87 0.46  0.57  0.57  0.44  0.87 0.87 0.46 

Ｓｓ－11 (G)(注2) 0.34 0.32 0.46  0.41  0.47  0.44  0.34 0.32 0.46 

Ｓｓ－12 (G)(注2) 0.35 0.43 0.41  0.33  0.38  0.40  0.35 0.43 0.41 

Ｓｓ－13 (G)(注2) 0.34 0.43 0.40  0.32  0.40  0.38  0.34 0.43 0.40 

Ｓｓ－14 (G)(注2) 0.33 0.31 0.36  0.33  0.36  0.35  0.33 0.31 0.36 

Ｓｓ－21 (G)(注2) 0.49 0.82 0.51  0.58  0.63  0.49  0.49 0.82 0.51 

Ｓｓ－22 (G)(注2) 0.76 0.85 0.57  0.47  0.64  0.53  0.76 0.85 0.57 

Ｓｓ－31 (G)(注2) 1.07 1.07 0.21  0.50  0.50  0.20  1.07 1.07 0.21 

Ｓｓ－MAX (G)(注2) 1.07 1.07 0.57  0.58  0.64  0.53  1.07 1.07 0.57 

加振台の最大 

加速度(G)(注2) 
2.25 2.06 1.03 1.58 1.50 1.39 1.58 1.50 1.39

転倒 

評価結果 
○ ○ ○ 

機能維持 

評価結果(注3) 
○ ○ ○ 

（注1）X方向，Y方向はそれぞれ，EW方向，NS方向を示す。 

（注2）G＝9.80665（m/s2） 

（注3）加振試験後の支持機能，移動機能及び表6－1に示す機能維持確認項目の確認を含む。 
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表8－4（1/2） 波及的影響評価結果（左右方向） 

設備名称 

車両の最大変位量 

（左右方向） 

（mm） 

許容限界 

（左右方向） 

（mm） 

評価 

可搬型代替注水大型ポンプ 1141 
1250 

○ 

可搬型代替注水中型ポンプ 700 ○ 

可搬型代替低圧電源車 1679 
2000 

○ 

窒素供給装置用電源車 1679 ○ 

窒素供給装置 800 
1250 

○ 

タンクローリ 1095 ○ 

 

 

表8－4（2/2） 波及的影響評価結果（前後方向） 

設備名称 

車両の最大変位量 

（前後方向） 

（mm） 

許容限界 

（前後方向） 

（mm） 

評価 

可搬型代替注水大型ポンプ 570 

1250 

○ 

可搬型代替注水中型ポンプ 320 ○ 

可搬型代替低圧電源車 340 ○ 

窒素供給装置用電源車 340 ○ 

窒素供給装置 280 ○ 

タンクローリ 660 ○ 
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Ⅴ-2-別添 3-4 可搬型重大事故等対処設備のうちボンベ設備の 

耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，資料Ⅴ-2-別添 3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算方針」（以下「別添 3-

1」という。）にて設定している構造強度及び機能維持の設計方針に基づき，可搬型重大事故等対

処設備のうちボンベ設備が，地震後において，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，十分な構造

強度を有するとともに，転倒しないことを説明するものである。その耐震評価は，応力評価及び

転倒評価により行う。 

 

2. 基本方針 

2.1 配置 

車両型設備は，別添 3-1 の「2.1 評価対象設備」のうち構造計画に示すとおり，原子炉建

屋原子炉棟，原子炉建屋付属棟及び緊急時対策所建屋に保管する。これらの保管場所を図 2－

1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

図 2－1 ボンベ設備の保管場所位置図

2
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2.2 構造概要 

   ボンベ設備の構造は，別添 3-1 の「2.1 評価対象設備」に示す構造計画としており，

ボンベ設備の構造計画を表 2－1 に，ボンベ設備の構造図を表 2－2 から表 2－4 に示す。 

 

表2－1 ボンベ設備の構造計画 

設備名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

非常用窒素供給系 

Ａ系高圧窒素ボンベ

非常用逃がし安全弁

駆動系Ｂ系高圧窒素

ボンベ*１ 

中央制御室待避室 

空気ボンベユニット

第二弁操作室空気ボ

ンベユニット 

 ボンベ設備は，ボ

ンベ（窒素ボンベ及

び空気ボンベ）及び

ボンベ架台等により

構成する。 

 ボンベは容器として十分な強度

を有する構造とし，固定ボルトに

よりボンベ架台に固定し，ボンベ

架台は床のアンカープレートに溶

接し据え付ける。 

表2－2 

中央制御室待避室 

空気ボンベユニット

第二弁操作室空気ボ

ンベユニット 

 ボンベ設備は，空

気ボンベ及びボンベ

架台等により構成す

る。 

 ボンベは容器として十分な強度

を有する構造とし，固定ボルトに

よりボンベ架台に固定し，ボンベ

架台は壁のアンカープレートに据

え付ける。 

表2－3 

緊急時対策所 

加圧設備 

 緊急時対策所加圧

設備は，空気ボンベ

及びボンベ架台等に

より構成する。 

 ボンベは容器として十分な強度

を有する構造とし，固定ボルトに

よりボンベ架台に固定し，ボンベ

架台を床のアンカープレートに溶

接し据え付ける。 

表2－4 

＊1 予備ボンベを含む 



 

 

表 2－2 構造計画 

計画の概要 
概略構造図（床固定） 

基礎・支持構造 主体構造 

ボンベユニットは，床

の埋込金物又は後打ち

アンカープレートに溶

接し固定する。 

ボンベ 
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ボンベ

ボンベラック 

アンカープレート 

溶接部 

固定ボルト 

4
 



 

 

 

表 2－3 構造計画 

計画の概要 
概略構造図（壁固定） 

基礎・支持構造 主体構造 

ボンベユニットは，壁

に施工する後打ちアン

カープレートに溶接し

固定する。 

ボンベ 
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ボンベ

ボンベラック 

後打ちアンカープレート 

溶接部 

固定ボルト 

5
 



 

 

表 2－4 構造計画 

計画の概要 
概略構造図（緊急時対策所加圧設備） 

基礎・支持構造 主体構造 

ボンベユニットは，床

に施工する後打ちアン

カープレートに溶接し

固定する。 

ボンベ 
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ボンベ 

溶接部 

後打ちアンカープレート 

ボンベラック 

6
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2.3 評価方針 

   ボンベ設備の評価方針を以下に示し，耐震評価フローを図2－2に示す。 

 

2.3.1 応力評価 

     ボンベ設備は，別添 3-1 の「2.2.1 ボンベ設備」にて設定した応力評価の方針に従い，

「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなるアンカープレート

の溶接部について実施する。 

     ボンベ設備の応力評価は，「5.6. 応力評価」に示す方法により，ボンベ設備の評価対象

部位に作用する応力が許容限界を満足することを確認する。 

     別添3-1の「2.2 評価方針」に示す評価対象部位のうち直接支持構造物としての取付ボ

ルトの応力評価については，ＪＥＡＧ4601・補－1984に規定されているその他の支持構造

物の評価に従い実施する。間接支持構造物としての取付ボルトについては，直接支持構造

物の応力評価に準じて実施する。 

 

2.3.2 転倒評価 

 ボンベ設備は，別添3-1の「2.2.2 ボンベ設備」にて設定した転倒評価の方針に従い，

転倒評価を実施する。 

  ボンベ設備の転倒評価は，基準地震動ＳＳによる地震力に対し，ボンベを収容するボンベ

架台の固定ボルト並びにこれをアンカープレートに固定する溶接部が，塑性ひずみが生じ

る場合であっても，その量が微小なレベルに留まって破断延性限界に十分な余裕を有する

ことを，計算により確認することで，転倒しないことを確認する。具体的には，「3. 評価

部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく応力等が

許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。 

 



 

8 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-別

添
3
-
4 
R
0
 

2.4 評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－2 ボンベ設備の耐震評価フロー 

 

解析モデル設定 設計用地震力 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震時における応力 

ボンベラックの構造強度評価 

ボンベラックの転倒評価 
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2.5 非常用窒素供給系高圧窒素ボンベ（予備ボンベを含む），非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒

素ボンベ，中央制御室待避室空気ボンベユニットおよび第二弁操作室空気ボンベユニット 

 2.5.1 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４

６０１・補－1984 及びＪＥＡＧ４６０１－1987）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 

昭和 59 年 9 月及び昭和 62 年 8月）に準拠して評価する。 
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2.6 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

ＡＨＷ 

ＡＶＷ 

ＡＷ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｆ 

ＦＨＷ 

ＦＶＷ 

ＦＷ１ 

ＦＷ２ 

ＦＷ３ 

ＦＷ 

fｓ 

g 

ｈ 

 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

ｍ 

ｎ 

ｎＶＷ 

ｎＶＷ1 

 

ｎＨＷ1 

 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

水平方向せん断力を受ける溶接部の有効断面積（全箇所当たり） 

鉛直方向せん断力を受ける溶接部の有効断面積（1箇所当たり） 

溶接部の有効断面積（1箇所当たり）（壁掛床置形） 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

設計・建設規格＊ SSB-3133に定める値 

溶接部に作用する水平方向せん断力 

溶接部に作用する鉛直方向せん断力 

取付面に対し平行方向に作用するせん断力（壁掛床置形） 

取付面に対し前後方向に作用するせん断力（水平方向転倒）（壁掛床置形）

取付面に対し前後方向に作用するせん断力（鉛直方向転倒）（壁掛床置形）

取付面に対し前後方向に作用する最大せん断力（壁掛床置形） 

せん断力を受ける溶接部の許容せん断応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

重心と溶接部間の水平方向距離 

重心と溶接部間の水平方向距離 

重心と下側溶接部間の距離（壁掛床置形） 

上側溶接部と下側溶接部中心間の距離（壁掛床置形） 

左側溶接部と右側溶接部中心間の距離（壁掛床置形） 

ボンベユニット質量 

溶接個所数（壁掛床置形） 

評価上鉛直方向せん断力を受けるとして期待する溶接個所数 

鉛直方向地震により取付面に対し前後方向のせん断力を受けるとして 

期待する溶接個所数（壁掛床置形） 

水平方向地震により取付面に対し前後方向のせん断力を受けるとして 

期待する溶接個所数（壁掛床置形） 

設計・建設規格＊ 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格＊ 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

mm２ 

mm２ 

mm２ 

－ 

－ 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

m/s２ 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

MPa 

MPa 

 

  

＊
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記 号 記  号  の  説  明 単 位

τＷ  

τＷ 1 

τＷ 2 

τＷ 3 

τＷ 4 

溶接部に生じる最大せん断応力 

溶接部に生じる水平方向せん断応力 

溶接部に生じる鉛直方向せん断応力 

取付面に対し平行方向に作用するせん断応力（壁掛床置形） 

取付面に対し前後方向に作用するせん断応力（壁掛床置形） 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記＊：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版

（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007

年 9 月）をいう。 
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2.7 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－2に示す通りとする。 

 

表 2－5 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位

までの値とする。 
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3. 評価部位 

ボンベ設備の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しく

なるアンカープレートへの溶接部について実施する。ボンベ設備の耐震評価部位については，表

2－2～4 の概略構造図に示す。 
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4. 固有周期 

4.1 固有値解析方法 

  ボンベ設備の固有値解析方法を以下に示す。 

(1) ボンベ設備は，「4.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元シェル及びはりモデルとして考

える。 

 

4.2 解析モデル及び諸元 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニットの解析モデルを図 4－1 及び図 4－2 に，機器の諸

元を表 4－1 及び表 4－2に示す。また，解析モデルの概要を以下に示す。 

(1) ボンベ設備の質量は，ボンベ及びボンベラックに密度として与える。 

(2) ボンベ設備の重心位置については，モデル形状，質量分布よりプログラムが自動計算す

る。 

(3) 計算機コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，固有値を求める。なお，評価に用いる計算

機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「付録 19 計算機プログラム（解析コ

ード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

(4) 拘束条件は，ボンベラックとアンカープレートの溶接部を完全拘束とする。 
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図 4－1 解析モデル（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット） 

 

 

図4－2 解析モデル（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット(予備)）
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表4－1 機器諸元（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット） 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SS400 

材質 － － STH12 

材質 － － STKR 

質量 m kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

縦弾性係数 Ε MPa 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

 

表4－2 機器諸元（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット(予備)） 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SS400 

材質 － － STH12 

材質 － － STKR 

質量 m kg 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ 

縦弾性係数 Ε MPa 

縦弾性係数 Ε MPa 

縦弾性係数 Ε MPa 

ポアソン比 ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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4.3 固有値解析結果 

固有値解析結果を表 4－3及び表 4－4 に示す。 

表 4－3 固有値解析結果(s) （非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット） 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 ― 0.045 

2 次 ― ― 

3 次 ― ― 

 

表 4－4 固有値解析結果(s) （非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット(予備)） 

モード 卓越方向 固有周期 

1 次 ― 0.044 

2 次 ― ― 

3 次 ― ― 
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5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) ボンベ設備の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) ボンベ設備は，床または壁に設置されたアンカープレートに溶接で固定する。 

(3) 地震力はボンベ設備に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ボンベ設備の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設備の評価に用いる

ものを表 5－1～6 に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

ボンベ設備の許容応力を表 5－7 に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力 

ボンベ設備の使用材料の許容応力を表 5－8に示す。



 

 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

制御用 

空気設備 

非常用窒素供給系高圧窒素

ボンベユニット 
可搬／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「可搬／防止」は重大事故防止設備のうち可搬型のものを示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御 

系統施設 

制御用 

空気設備 

非常用窒素供給系高圧窒素

ボンベユニット（予備） 
可搬／防止 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記 ＊1：「可搬／防止」は重大事故防止設備のうち可搬型のものを示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 

1
9
 



 

 

表 5－3 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線 

管理施設 
換気設備 

中央制御室待避室 

空気ボンベユニット 

（床置形） 

可搬／緩和 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記＊1：「可搬／緩和」は重大事故緩和設備のうち可搬型のものを示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

表 5－4 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線 

管理施設 
換気設備 

中央制御室待避室 

空気ボンベユニット 

（壁掛床置形） 

可搬／緩和 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記＊1：「可搬／緩和」は重大事故緩和設備のうち可搬型のものを示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 

2
0
 



 

 

表 5－5 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線 

管理施設 
換気設備 

第二弁操作室 

空気ボンベユニット 

（床置形） 

可搬／緩和 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記＊1：「可搬／緩和」は重大事故緩和設備のうち可搬型のものを示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

 

表 5－6 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

放射線 

管理施設 
換気設備 

第二弁操作室 

空気ボンベユニット 

（壁掛床置形） 

可搬／緩和 －＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ  

(ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限

界を用いる。) 

注記＊1：「可搬／緩和」は重大事故緩和設備のうち可搬型のものを示す。 

＊2：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 

2
1
 



 

 

表 5－7 許容応力（重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次応力 

せん断 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｓ  ＊3 
ⅤＡＳ 

(ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。) 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊3：支持構造物においてＦ値の算出時，Ｓｙ及びＳｙ（RT）をそれぞれ 1.2・Ｓｙ及び 1.2・Ｓｙ（RT）と読み替える。 

ただし，オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，本読み替えを行わない。 

 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 

＊

2
2
 



 

 

1
5
 

 

 

表 5－8 使用材料の許容応力（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット（重大事故等対処設備）） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

溶接部 SS400 周囲環境温度 105 219 373 － 

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 

2
3
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5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－9 及び表 5－10 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に

基づく。 

 

表 5－9 設計用地震力（重大事故等対処施設）（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット） 

耐震重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

－(Ｓｓ) 
原子炉建屋 

EL. 20.3＊1 
0.045 － － CH=1.34＊2 CV=1.01＊2

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

 

表 5－10 設計用地震力（重大事故等対処施設）（非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット(予

備)） 

耐震重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

－(Ｓｓ) 
原子炉建屋 

EL. 20.3＊1 
0.044 － － CH=1.34＊2 CV=1.01＊2

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 溶接部の応力 

溶接部の応力は，地震による震度によって生じる水平方向せん断力と鉛直方向せ

ん断力について計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1(1) 計算モデル 

（短辺方向転倒－1 （1－ＣＶ）≧0の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－1(2) 計算モデル 

（短辺方向転倒－2 （1－ＣＶ）＜0の場合） 
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Ａ～Ａ矢視図 

１ ２ 

溶接部 

転倒支点となる 
溶接列 

せん断を受ける 
溶接列 

転倒支点 
１ ２

Ａ Ａ ｈ
 

ＣＨ・ｍ・g 

（ＣＶ－1）・ｍ・g 

転倒方向 

（ １≦ ２） 

Ａ～Ａ矢視図 

１ ２ 

溶接部 

転倒支点となる 
溶接列 

せん断を受ける 
溶接列 

転倒支点 １ ２

Ａ Ａ ｈ
 （1－ＣＶ）・ｍ・g 

ＣＨ・ｍ・g 

転倒方向 

（ １≦ ２） 
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図 5－2(1) 計算モデル 

（長辺方向転倒－1 （1－ＣＶ）≧0の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5－2(2) 計算モデル 

（長辺方向転倒－2 （1－ＣＶ）＜0の場合） 

 

 

 

（ １≦ ２） 

せん断を受ける

溶接列 
転倒支点となる 
溶接列 

２

ｈ
 

Ａ Ａ 

溶接部 

転倒支点 

Ａ～Ａ矢視図 

（ＣＶ－1）・ｍ・g

ＣＨ・ｍ・g 

転倒方向 

（ １≦ ２） 

せん断を受ける

溶接列 
転倒支点となる 
溶接列 

１ ２

ｈ
 

Ａ Ａ 

溶接部 

１ ２

転倒支点 Ａ～Ａ矢視図 

（1－ＣＶ）・ｍ・g

ＣＨ・ｍ・g 

転倒方向 
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(1) 水平方向せん断応力 

溶接部に対する水平方向せん断力は全溶接部で受けるものとして計算する。 

水平方向せん断力（ＦＨＷ） 

 ＦＨＷ＝ＣＨ・ｍ・g ････････････････････････････････････････････････ (5.4.1) 

 

水平方向せん応力（τＷ1） 

 τＷ1＝
ＦＨＷ

ＡＨＶ
 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.2) 

 

(2) 鉛直せん断応力 

溶接部に対する力は最も厳しい条件として，図5－1及び図5－2で最外列の溶接部を支点とす

る転倒を考え，これを片側の最外列の溶接部で受けるものとして計算する。 

 

鉛直方向せん断力（ＦＶＷ） 

計算モデル図5－1(1)及び5－2(1)の場合のせん断力 

)＋・(ｎ

・)(1－Ｃ・ｍ・－・ｈ・Ｃｍ・
＝Ｆ

２１

１

ＶＷ

ＶＨ
ＶＷ

 gg
 ･･･････････････････ (5.4.3) 

計算モデル図5－1(2)及び5－2(2)の場合のせん断力 

)＋・(ｎ

・)(1－Ｃ・ｍ・－・ｈ・Ｃｍ・
＝Ｆ

２１

２

ＶＷ

ＶＨ
ＶＷ

 gg
 ･･･････････････････ (5.4.4) 

鉛直方向せん断応力（τＷ2） 

τＷ2＝
ＦＷ

ＡＶＷ
 ･･･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.5) 

 

(3) 溶接部の応力 

 τＷ＝Max{水平方向せん断応力(τＷ1)，鉛直方向せん断応力(τＷ2)} ･･････ (5.4.6) 
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5.4.1.2 中央制御室待避室空気ボンベユニット（壁掛床置形） 溶接部の応力 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5－3(1) 計算モデル 
（壁掛床置形 水平方向転倒の場合） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5－3(2) 計算モデル 
（壁掛床置形 鉛直方向転倒の場合） 
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(1) ボンベユニット取付面に対し平行方向に作用するせん断応力 

ボンベユニット取付面に対し平行方向に作用するせん断力は全溶接部で受けるものとして計

算する。 

 

ボンベユニット取付面に対し平行方向に作用するせん断力（ＦＷ１） 

 
2

Ｖ
2

ＨＷ１ ))・Ｃ＋・(ｍ(＋)・・Ｃｍ(＝Ｆ gg 1 ･･･････････････････････ (5.4.7) 

 

ボンベユニット取付面に対し平行方向に作用するせん断応力（τＷ３） 

 τＷ３＝
Ｗ

Ｗ１

ｎ・Ａ

Ｆ
 ･･････････････････････････････････････････････････ (5.4.8) 

 
(2) ボンベユニット取付面に対し前後方向に作用するせん断応力 

溶接部に対する力は最も厳しい条件として，図5－3(1)及び図5－3(2)で最外列の溶接部を支

点とする転倒を考え，これを片側の最外列の溶接部で受けるものとして計算する。 

 

計算モデル図5－3(1)に示す水平方向転倒の場合のせん断力（ＦＷ２） 

 
54 ・ｎ

・ｈ・ｍ・Ｃ
＋

・ｎ

・ｈ・)Ｃ＋ｍ・(1
＝Ｆ

1ＨＷ

Ｈ

1ＶＷ

Ｖ
Ｗ２

gg   
 ･･･････････････････ (5.4.9) 

計算モデル図5－3(2) に示す鉛直方向転倒の場合のせん断力（ＦＷ３） 

 
4

3

・ｎ

・・Ｃｍ・＋・ｈ・)Ｃ＋(1ｍ・
＝Ｆ

1ＶＷ

ＨＶ
Ｗ３

gg   
 ･････････････････････ (5.4.10) 

ボンベユニット取付面に対し前後方向に作用するせん断力 

 Ｗ３Ｗ２Ｗ ，ＦＦＭａｘ＝Ｆ  ･･･････････････････････････････････････ (5.4.11) 

ボンベユニット取付面に対し前後方向に作用するせん断力応力（τＷ４） 

 τＷ４＝
Ｗ

Ｗ

Ａ

Ｆ
 ･････････････････････････････････････････････････････ (5.4.12) 

 
(3) 溶接部の応力 

 τＷ＝Max{ボンベユニット取付面に対し平行方向に作用するせん断応力（τＷ３） 

，ボンベユニット取付面に対し前後方向に作用するせん断力応力（τＷ

４）} 

････････････ (5.4.13) 
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5.5 計算条件 

5.5.1 基礎ボルトの応力計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット

の耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 
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5.6 応力の評価 

5.6.1 溶接部の応力評価 

5.4.1項で求めた溶接部のせん断応力τＷは許容せん断応力 fs 以下であること。 

 

         
基準地震動ＳSによる 

荷重との組合せの場合 

許容せん断応力 

fs 

 Ｆ  

1.5・ 3
・1.5  
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6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処施設としての評価結果 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニットの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価

結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度

を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次ページ以降の表に示す。 
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【非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニットの耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 
固有周期 (s) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
（℃） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

非常用窒素供給系高圧窒素 

ボンベユニット 
－（Ｓｓ） 

原子炉建屋 

EL. 20.3＊1 
0.045 ― ― ＣH＝1.34＊2 ＣV＝1.01＊2 105 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット 

部     材 
ｍ 
(kg) 

ｈ 

(mm) 

 1 
（mm）

 2 
（mm）

ＡＶＷ 

(mm2)

Ｓｙ 

(MPa)

Ｓｕ 

(MPa)

Ｆ 

(MPa) 

溶接部 750 678 282 318 424.3 219 373 117 

 

部     材 

ｎＶＷ 転倒方向 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― 2 ― 短辺 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 溶接部に作用する力       （単位：N） 

部     材 

ＦＶＷ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

溶接部 ― 5.588×103 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 

＊

3
3
 



 

 

1.4 結    論 

1.4.1 溶接部の応力                                          (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 SS400 せん断 ― ― τＷ＝14  s＝67 

すべて許容応力以下である。         

 

 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 

3
4
 



 

 

【非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット(予備)の耐震性についての計算結果】 

1. 重大事故等対処設備 

1.1 設計条件 

機  器  名  称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

（m） 
固有周期 (s) 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

周囲環境温度 
（℃） 水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 
設計震度 

鉛直方向 
設計震度 

非常用窒素供給系高圧窒素 

ボンベユニット（予備） 
－（Ｓｓ） 

原子炉建屋 

EL. 20.3＊1 
0.044 ― ― ＣH＝1.34＊2 ＣV＝1.01＊2 105 

 

1.2 機器要目 

1.2.1 非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット（予備） 

部     材 
ｍ 
(kg) 

ｈ 

(mm) 

 1 
（mm）

 2 
（mm）

ＡＶＷ 

(mm2)

Ｓｙ 

(MPa)

Ｓｕ 

(MPa)

Ｆ 

(MPa) 

溶接部 720 674 282 318 424.3 219 373 117 

 

部     材 

ｎＶＷ 転倒方向 

弾性設計用地震動 
Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動Ｓｓ
弾性設計用地震動
Ｓｄ又は静的震度

基準地震動Ｓｓ 

溶接部 ― 2 ― 短辺 

 

1.3 計算数値 

1.3.1 溶接部に作用する力       （単位：N） 

部     材 

ＦＶＷ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 
基準地震動ＳＳ 

溶接部 ― 5.333×103 

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

＊

3
5
 



 

 

1.4 結    論 

1.4.1 溶接部の応力                                             (単位：MPa) 

部     材 材  料 応 力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動ＳＳ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

溶接部 SS400 せん断 ― ― τＷ＝13  s＝67 

すべて許容応力以下である。         

NT2 補② Ⅴ-2-別添 3-4 R0 

3
6
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7 緊急時対策所加圧設備 

 7.1 適用基準 

 本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ４

６０１・補－1984及びＪＥＡＧ４６０１－1987）（日本電気協会 電気技術基準調査委員会 昭

和59年9月及び昭和62年8月）に準拠して評価する。 

 

7.2 記号の説明 

記 号 記  号  の  説  明 単 位

ＡＨＷ 

ＡＶＷ 

ＣＨ 

ＣＶ 

Ｆ 

ＦＨＷ 

ＦＶＷ 

fｓ 

g 

ｈ 

 1 

 2 

ｍ 

ｎＶＷ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

τＷ 

τＷ1 

τＷ2 

水平方向せん断力を受ける溶接部の有効断面積 

鉛直方向せん断力を受ける溶接部の有効断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

設計・建設規格＊ SSB-3133に定める値 

溶接部に作用する水平方向せん断力 

溶接部に作用する鉛直方向せん断力 

せん断力を受ける溶接部の許容せん断応力 

重力加速度（＝9.80665） 

取付面から重心までの距離 

重心と溶接部間の水平方向距離 

重心と溶接部間の水平方向距離 

ボンベユニット質量 

評価上鉛直方向せん断力を受けるとして期待する溶接箇所数 

設計・建設規格＊ 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格＊ 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

溶接部に生じる最大せん断応力 

溶接部に生じる水平方向せん断応力 

溶接部に生じる鉛直方向せん断応力 

mm2 

mm2 

－ 

－ 

MPa 

N 

N 

MPa 

m/s2 

mm 

mm 

mm 

kg 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

注記 ＊：「設計・建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版

（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 

2007 年 9月）をいう。 
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7.3 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は，表 2－2に示す通りとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 － 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ － － 整数位 

質量 kg － － 整数位 

長さ＊1 mm － － 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位

までの値とする。 
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7.4 評価部位 

緊急時対策所加圧設備の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評

価上厳しくなるアンカープレートへの溶接部について実施する。緊急時対策所加圧設備の耐震評

価部位については，表 2－4 の概略構造図に示す。 

 

7.5 固有周期 

7.5.1 固有値解析方法 

 (1)  緊急時対策所加圧設備は，「9.2 解析モデル及び諸元」に示す三次元シェル及びはりモ

デルとして考える。 

7.5.2 解析モデル及び諸元 

(1)  緊急時対策所加圧設備の質量は，ボンベ及びボンベラックに密度として与える。 

(2)  緊急時対策所加圧設備の重心位置については，モデル形状，質量分布よりプログラムが

自動計算する。 

(3) 計算機コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，固有値を求める。なお，評価に用いる計算

機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「付録 19 計算機プログラム（解析コ

ード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。 

 (4) 拘束条件は，ボンベラックとアンカープレートの溶接部を完全拘束とする。 

 

7.6 構造強度評価 

7.6.1 構造強度評価方法 

(1) 緊急時対策所加圧設備の質量は重心に集中しているものとする。 

(2) 緊急時対策所加圧設備は，床に設置されたアンカープレートに溶接で固定する。 

 (3) 地震力は緊急時対策所加圧設備に対して，水平方向及び鉛直方向から作用するものとす

る。 
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7.7 設計用地震力 

  「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に

基づく。 

 

7.8 計算方法 

7.8.1 応力の計算方法 

  溶接部の応力は，地震による震度によって生じる水平方向せん断力と鉛直方向せん断力に

ついて計算する。 

 (1) 水平方向せん断応力 

   溶接部に対する水平方向せん断力は全溶接部で受けるものとして計算する。 

 (2) 鉛直せん断応力 

溶接部に対する力は最も厳しい条件として，表 2－4 で最外列の溶接部を支点とする転倒を

考え，これを片側の最外列の溶接部で受けるものとして計算する。 

 (3) 溶接部の応力 

ボンベユニット取付面に対し平行方向に作用するせん断応力とボンベユニット取付面に対

し前後方向に作用するせん断力応力の最大値を溶接部で受けるものとして計算する。 
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Ⅴ-2-別添 3-5 可搬型重大事故等対処設備のうち 

その他設備の耐震性についての計算書 
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1. 概要 

本資料は，別添 3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算方針（以下，「別添 3-1」とい

う。）にて設定している機能維持の設計方針に基づき，可搬型重大事故等対処設備のうちその他

設備が地震後において，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，十分な機能維持を有するとともに，

当該設備以外の可搬型重大事故等対処設備等に波及的影響を及ぼさないことを確認するものであ

る。その耐震評価は加振試験，転倒評価，機能維持評価及び波及的影響評価により行う。 

 

2. 基本方針 

その他設備は，別添 3-1 の「2. 耐震評価の基本方針」に示す基本方針のとおり，その他設備

の「2.1 配置」及び「2.2 構造概要」を示す。 

 

2.1 配置 

その他設備は，別添 3-1 の「2.1 評価対象設備」のうち構造計画に示すとおり，可搬型重

大事故等対処設備保管場所（西側）及び可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側）に分散

して保管若しくは，原子炉建屋又は緊急時対策所建屋に保管する。これらの保管場所を図 2-

1-1 に示し，機器リストを表 2-1-1 に示す。 
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図 2-1-1 その他設備の保管場所配置図 
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表 2-1-1 機器リスト（1/2） 

機器名称 機器保管場所 保管状態 備考 

可搬型計測器 

（温度，圧力，水位及び流量

計測用） 

原子炉建屋付属棟（中央制御室） 

EL.18.00 m 

収納箱架台

固縛 
 

緊急時対策所 

EL.30.30 m 

収納箱架台

固縛 
 

可搬型計測器 

（圧力，水位及び流量計測

用） 

原子炉建屋付属棟（中央制御室） 

EL.18.00 m 

収納箱架台

固縛 
 

緊急時対策所 

EL.30.30 m 

収納箱架台

固縛 
 

酸素濃度計 

原子炉建屋付属棟（中央制御室） 

EL.18.00 m 

収納箱架台

固縛 
 

緊急時対策所 

EL.30.30 m 

収納箱架台

固縛 
 

二酸化炭素濃度計 

原子炉建屋付属棟（中央制御室） 

EL.18.00 m 

収納箱架台

固縛 
 

緊急時対策所 

EL.30.30 m 

収納箱架台

固縛 
 

可搬型照明（ＳＡ） 

原子炉建屋付属棟（中央制御室） 

EL.18.00 m 
本体固縛  

原子炉建屋付属棟（空調機械室） 

EL.23.00 m 
本体固縛  

衛星電話設備（携帯型） 
緊急時対策所 

EL.30.30 m 

収納箱架台

固縛 
 

衛星電話設備（可搬型） 

（待避室） 

原子炉建屋付属棟（中央制御室） 

EL.18.00 m 
本体固縛  

無線連絡設備（携帯型） 
緊急時対策所 

EL.30.30 m 

収納箱架台

固縛 
 

携行型有線通話装置 

原子炉建屋付属棟（中央制御室） 

EL.18.00 m 

収納箱架台

固縛 
 

緊急時対策所 

EL.30.30 m 

収納箱架台

固縛 
 

データ表示装置 

（待避室用含む） 

原子炉建屋付属棟（中央制御室） 

EL.18.00 m 

収納箱架台

固縛 
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表 2-1-1 機器リスト（2/2） 

機器名称 機器保管場所 保管状態 備考 

可搬型整流器 

可搬型重大事故等対処設備 

保管場所（西側）EL.23.00 m 
本体固縛  

可搬型重大事故等対処設備 

保管場所（南側）EL.25.00 m 
本体固縛  

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 
原子炉建屋付属棟（中央制御室） 

EL.18.00 m 
本体固縛  

緊急時対策所エリアモニタ 
緊急時対策所建屋 

EL.23.30 m 

収納ラック

固縛 
 

可搬型モニタリング・ポスト 
緊急時対策所建屋 

EL.23.30 m 

収納ラック

固縛 
 

可搬型ダスト・よう素サンプラ
緊急時対策所建屋 

EL.23.30 m 

収納ラック

固縛 
 

β線サーベイ・メータ 
緊急時対策所建屋 

EL.23.30 m 

収納ラック

固縛 
 

ＮａＩシンチレーション 

サーベイ・メータ 

緊急時対策所建屋 

EL.23.30 m 

収納ラック

固縛 
 

ＺｎＳシンチレーション 

サーベイ・メータ 

緊急時対策所建屋 

EL.23.30 m 

収納ラック

固縛 
 

電離箱サーベイ・メータ 
緊急時対策所建屋 

EL.23.30 m 

収納ラック

固縛 
 

小型船舶 

（船外機，バッテリ） 

可搬型重大事故等対処設備 

保管場所（西側）EL.23.00 m 
本体固縛  

可搬型重大事故等対処設備 

保管場所（南側）EL.25.00 m 
本体固縛  

可搬型気象観測設備 
緊急時対策所建屋 

EL.23.30 m 

収納ラック

固縛 
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2.2 構造概要 

その他設備の構造は，別添 3-1 の「2.1 評価対象設備」に示す構造計画としており，その

他設備の構造計画を表 2-2-1 から表 2-2-3 に，保管状態図を図 2-2-1 から図 2-2-3 に保管状態

ごとに以下に示す。 

 

(1) 収納ラック固縛保管設備 

収納ラック固縛保管設備の構造計画を表 2-2-1 に，説明図を図 2-2-1 に示す。 

 

表 2-2-1 構造計画 収納ラック固縛保管設備 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

電離箱サーベイ・メ

ータ等＊ 

電 離 箱 サ ー ベ

イ・メータ等及

びそれを収納す

る収納箱で構成

する。 

機器又は収納箱を床又は壁

に固定する収納ラックに緩

衝材・スリングを用いて収

納する。 

図 2-2-1 に代表例と

して電離箱サーベ

イ・メータの保管状

態を示す。 

注記 ＊：その他の機器は，表 2-1-1「機器リスト」参照 

 

 

 

 

  

  

  

   

 

 

 

 

(a)機器収納状態図           (b)収納ラック固縛状態図 

 

図 2-2-1 収納ラック固縛保管概要図 
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(2) 収納箱架台固縛保管設備 

収納箱架台固縛保管設備の構造計画を表 2-2-2 に，説明図を図 2-2-2 に示す。 

 

表 2-2-2 構造計画 収納箱架台固縛保管設備 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

可搬型計測器（圧

力，水位及び流量計

測用）等＊ 

可 搬 型 計 測 器

（圧力，水位及

び流量計測用）

等を収納する収

納箱及び架台で

構成する。 

緩衝材を内装した収納箱に

収納し，収納箱を専用架台

にスリング等で固定する。

専用収納架台は床又は壁に

ボルトで固定する。 

図 2-2-2 に代表例

として可搬型計測

器（圧力，水位及

び流量計測用）の

保管状態を示す。 

注記 ＊：その他の機器は，表 2-1-1「機器リスト」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)機器収納状態図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)収納箱架台固縛状態図 

 

図 2-2-2 収納箱架台固縛保管概要図 
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(3) 本体固縛保管設備 

本体固縛保管設備の構造計画を表 2-2-3 に，説明図を図 2-3-3 に示す。 

 

表 2-2-3 構造計画 本体固縛保管設備 

機器名称 
計画の概要 

説明図 
主体構造 支持構造 

逃がし安全弁用可搬

型蓄電池等＊ 

逃がし安全弁用

可搬型蓄電池等 

機器本体を床又は床に固定

された支持構造物に設置

し，スリング等で固縛す

る。 

図 2-3-3 に代表例

として逃がし安全

弁用可搬型蓄電池

の 保 管 状 態 を 示

す。 

注記 ＊：その他の機器は，表 2-1-1「機器リスト」参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-3 本体固縛保管概要図 
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2.3 評価方針 

その他設備の評価方針を以下に示し，耐震評価フローを図 2-3-1 に示す。 

その他設備は直接固定されておらず，転倒することによって機器の機能が失われるおそれが

あることから，機器全体として重大事故等に対処するための機能が喪失することを防止するた

めに，転倒しないことを転倒評価にて確認する。 

なお，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して，機器の変形及び損傷等により，地震後におい

て重大事故等に対処するための機能が損なわれないことを機能維持評価にて確認する。 

また，地震によるすべり及び浮き上がり等により，当該設備以外の可搬型重大事故等対処設

備等に波及的影響を及ぼさないことを波及的影響評価にて確認する。 

 

2.3.1 転倒評価 

その他設備は，別添 3-1 の「4.3 その他設備｣にて設定した転倒評価の方針に従い，転

倒評価を実施する。 

その他設備の転倒評価は，「4. 転倒評価」に示す方法により，「3. 加振試験」にお

ける加振試験にて，試験後に転倒していないことを確認し，保管場所の設置床の最大加速

度と，加振試験により転倒しないことを確認した加振台の最大加速度との比較を行い，許

容限界を満足することを確認する。 

 

2.3.2 機能維持評価 

その他設備は，別添 3-1 の「4.3 その他設備」にて設定した機能維持評価の方針に従

い，動的及び電気的機能並びに固縛装置の支持機能の機能維持評価を実施する。 

その他設備の機能維持評価は，「5. 機能維持評価」に示す方法により，「3. 加振試

験」における加振試験にて，保管場所の設置床の最大加速度と，試験後に計測機能，給電

機能等の動的及び電気的機能及びスリング等の固縛装置の支持機能を維持できることを確

認した加振台の最大加速度との比較を行い，許容限界を満足することを確認する。 

 

2.3.3 波及的影響評価 

その他設備は，別添 3-1 の「2.2.3(3) 波及的影響評価」にて設定した波及的影響評価

の方針に従い，波及的影響評価を実施する。 

その他設備の波及的影響評価は，「6. 波及的影響評価」に示す方法により，「3. 加

振試験」における加振試験にて，保管場所の設置床の最大加速度と，スリング等の固縛装

置の支持機能が維持されることを確認した加振台の最大加速度との比較を行い，許容限界

を満足することを確認する。 
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図 2-3-1 耐震評価フロー 

 

2.4 適用規格 

適用する規格，基準等を以下に示す。 

・「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年度版（2007年追補版を含む））＜第Ⅰ編 

軽水炉規格＞ ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）」（社）日本機械学会（以下，「ＪＳＭ

Ｅ Ｓ ＮＣ１」という。） 

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ4601－1987」（社）日本電気協会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ4601・補－1984」

（社）日本電気協会 

・「原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ4601－1991追補版」（社）日本電気協会 

 

3. 加振試験 

3.1 基本方針 

その他設備は，別添 3-1 の「4.3 その他設備」にて設定した評価方針に従い，加振試験を

実施する。 

その他設備の加振試験は，以下の「3.2 入力地震動」に示す入力地震動を用いて，「3.3 

試験方法」に示す方法により，「4. 転倒評価」，「5. 機能維持評価」，「6. 波及的影響

評価」に用いる加振台の最大加速度を求める。 

 

3.2 入力地震動 

入力地震動は，別添 3-2「可搬型重大事故等対処設備の保管場所等における入力地震動」に

示す各保管場所のＳｓ－Ｄ1～Ｓｓ－31 の地震動を用いて，添付資料Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲

線の作成方針」に基づき作成する設計用床応答曲線又は添付資料Ⅴ-2-1-7「設計用床応答曲線

の作成方針」に示す各保管場所のＳｓ－Ｄ1～Ｓｓ－31 の設計用床応答曲線をおおむね包絡する

よう作成したランダム波とする。 
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3.3 試験方法 

(1) ランダム波加振試験による評価 

実際の設置状態を模擬した状態で試験台に設置し，「3.2 入力地震動」に示すランダム

波を入力地震動として加振試験を行い，スリング等が有効に機能することで，試験後に転倒

していないことを確認する。 

また，加振試験は水平 2方向と鉛直方向の同時入力にて行う。 

加振試験の入力地震動は，以下の条件にて表 4-5-1 に示す各対象機器の全ての保管場所に

おける設置床の設計用床応答曲線をおおむね包絡するに設定する。 

・加振波：対象機器の保管場所における設置床又は地表面に相当する時刻歴応答加速度を

床応答曲線に変換し，地盤物性等のばらつき等を考慮し±10 ％拡幅処理した

ものをおおむね包絡できるよう作成したランダム波 

・加振方向：水平（前後）＋水平（左右）＋鉛直 

 

4. 転倒評価 

4.1 基本方針 

その他設備は，別添 3-1 の「4.3 その他設備」にて設定した評価方針に従い，転倒評価を

実施する。 

その他設備の転倒評価は，「4.2 評価対象部位」に示す評価対象部位の保管場所における

設置床の最大加速度が，「4.3 許容限界」に示す許容限界を満足することを，「4.4 評価方

法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

4.2 評価対象部位 

その他設備の評価対象部位は，別添 3-1 の「4.3 その他設備」にて設定したとおり，地震

後に転倒していないことが要求される機器全体とする。 

 

4.3 許容限界 

その他設備の許容限界は，「4.2 評価対象部位」にて設定した対象機器の保管場所におけ

る設置床の最大加速度が，加振試験によりスリング等が有効に機能し転倒しないことを確認し

た機能確認済加速度以下であることとする。 

 

4.4 評価方法 

その他設備の転倒評価は，別添 3-1 の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従い，保

管場所の設置床の最大加速度と，「3. 加振試験」における加振試験にて転倒しないことを確

認した加振台の最大加速度との比較を行い，水平方向と鉛直方向の比較結果がそれぞれ許容限

界以下であることを確認する。 

 

4.5 評価条件 

保管場所における設置床及び地表面の最大加速度を表 4-5-1 に示す。 
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表 4-5-1 保管場所における設置床及び地表面の最大加速度（1/2） 

機器保管場所

EL. 

原子炉建屋付属棟

（中央制御室） 

EL.18.00 m 

EL.20.30 m＊1 

原子炉建屋付属棟

（空調機械室） 

EL.23.00 m 

EL.29.00 m＊1 

質点番号 7 6 

加振方向 

水平 鉛直 水平 鉛直 

X 

(EW)

Y 

(NS) 
Z 

X 

(EW) 

Y 

(NS) 
Z 

Ｓｓ－Ｄ１(G)＊2 0.59 0.59 0.53 0.69 0.67 0.55 

Ｓｓ－１１(G)＊2 0.29 0.25 0.45 0.27 0.25 0.54 

Ｓｓ－１２(G)＊2 0.32 0.27 0.45 0.32 0.28 0.52 

Ｓｓ－１３(G)＊2 0.32 0.30 0.44 0.33 0.28 0.51 

Ｓｓ－１４(G)＊2 0.24 0.25 0.38 0.25 0.24 0.39 

Ｓｓ－２１(G)＊2 0.31 0.49 0.56 0.29 0.59 0.65 

Ｓｓ－２２(G)＊2 0.42 0.49 0.56 0.45 0.59 0.60 

Ｓｓ－３１(G)＊2 0.74 0.70 0.21 0.85 0.86 0.25 

最大加速度 

(G)＊2 
0.74 0.70 0.56 0.85 0.86 0.65 

注記 ＊1：中間階に保管のため，1つ上階の最大床加速度を用いて保守的に 

評価する。 

            ＊2：G = 9.80665 m/s2 
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表 4-5-1 保管場所における設置床及び地表面の最大加速度（2/2） 

機器保管場所

EL. 

可搬型重大事故等 

対処設備保管場所 

（西側） 

EL.23.00 m 

可搬型重大事故等 

対処設備保管場所 

（南側） 

EL.25.00 m 

質点番号 － － 

加振方向 

水平 鉛直 水平 鉛直 

X 

(EW)

Y 

(NS) 
Z 

X 

(EW) 

Y 

(NS) 
Z 

Ｓｓ－Ｄ1(G)＊ 0.57  0.57  0.44  0.87  0.87  0.46 

Ｓｓ－11(G)＊ 0.41  0.47  0.44  0.34  0.32  0.46 

Ｓｓ－12(G)＊ 0.33  0.38  0.40  0.35  0.43  0.41 

Ｓｓ－13(G)＊ 0.32  0.40  0.38  0.34  0.43  0.40 

Ｓｓ－14(G)＊ 0.33  0.36  0.35  0.33  0.31  0.36 

Ｓｓ－21(G)＊ 0.58  0.63  0.49  0.49  0.82  0.51 

Ｓｓ－22(G)＊ 0.47  0.64  0.53  0.76  0.85  0.57 

Ｓｓ－31(G)＊ 0.50  0.50  0.20  1.07  1.07  0.21 

最大加速度 

(G)＊ 
0.58  0.64  0.53  1.07  1.07  0.57 

               注記 ＊：G = 9.80665 m/s2 
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5. 機能維持評価 

5.1 基本方針 

その他設備は，別添 3-1 の「4.3 その他設備」にて設定した評価方針に従い，機能維持評

価を実施する。 

その他設備の機能維持評価は，「5.2 評価対象部位」に示す評価対象部位の保管場所にお

ける設置床の最大加速度が，「5.3 許容限界」に示す許容限界を満足することを，「5.4 評

価方法」に示す方法を用いて評価を行う。 

 

5.2 評価対象部位 

その他設備の評価対象部位は，別添 3-1 の「4.3 その他設備」にて設定したとおり，地震

後に計測機能，給電機能等の動的及び電気的機能並びにスリング等の固縛装置の支持機能を維

持できることが要求される機器全体とする。 

 

5.3 許容限界 

その他設備の許容限界は，「5.2 評価対象部位」にて設定した対象機器の保管場所におけ

る設置床の最大床加速度が，加振試験により機能維持を確認した加振台の最大加速度以下であ

ることとする。 

 

5.4 評価方法 

その他設備の機能維持評価は，別添 3-1 の「2.2 評価方法」にて設定した評価方針に従い，

保管場所の地表面の最大加速度と，「3. 加振試験」における加振試験にて得られた，表 5-

4-1 に示す機能維持確認項目を確認した加振台の最大加速度との比較を行い，水平方向と鉛直

方向の比較結果がそれぞれ許容限界以下であることを確認する。 

 

5.5 評価条件 

保管場所における設置床及び地表面の最大加速度を表 4-5-1 に示す。 
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表 5-4-1 機能維持確認項目 

機器名称 機能維持確認項目 

緊急時対策所エリアモニタ 

可搬型モニタリング・ポスト 

電離箱サーベイ・メータ 

放射線量の測定が可能なこと 

酸素濃度計 酸素濃度の測定が可能なこと 

二酸化炭素濃度計 二酸化炭素濃度の測定が可能なこと 

衛星電話設備（携帯型） 

衛星電話設備（可搬型）（待避室） 

無線連絡設備（携帯型） 

携行型有線通話装置 

発信・着信ができ通話が可能なこと 

β線サーベイ・メータ 

ＮａＩシンチレーションサーベイ・メータ 

ＺｎＳシンチレーションサーベイ・メータ 

放射性物質の濃度の測定が可能なこと 

可搬型ダスト・よう素サンプラ 空気中の放射性物質を採取可能なこと 

可搬型整流器 電気を直流に変換可能なこと 

可搬型照明（ＳＡ） 照明が点くこと 

可搬型計測器 

（温度，圧力，水位及び流量計測用） 

可搬型計測器 

（圧力，水位及び流量計測用） 

電力供給ができ，出力を測定可能なこと 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 負荷に給電可能なこと 

データ表示装置（待避室用含む） データ通信可能なこと 

小型船舶（船外機，バッテリ） 水上での走行ができること 

可搬型気象観測設備 気象条件の測定が可能なこと 
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6. 波及的影響評価 

6.1 基本方針 

その他の設備は，別添 3-1 の「4.3(4) 波及的影響評価」にて設定した評価方針に従い，他

の可搬型重大事故対処設備等への波及的影響評価を実施する。 

その他設備の波及的影響評価は，「6.2 評価対象部位」に示す評価対象部位が，「6.3 許

容限界」に示す許容限界を満足することを，「6.4 評価方法」に示す方法を用いて評価を行

う。 

 

6.2 評価対象部位 

その他設備の評価対象部位は，別添 3-1 の「3.2 許容限界」にて設定したとおり，その他

の設備全体とする。 

 

6.3 許容限界 

その他設備の許容限界は，「6.2 評価対象部位」にて設定した評価対象部位の保管場所の

設置床の最大加速度が，加振試験によりスリング等の固縛装置の支持機能が維持されることを

確認した加振台の最大加速度以下であることとする。 

 

6.4 評価方法 

その他設備の波及的影響評価は，別添 3-1 の「2.2 評価方針」にて設定した評価方針に従

い，保管場所の設置床の最大加速度と，「3. 加振試験」における加振試験にて固縛装置の支

持機能を維持できることを確認した加振台の最大加速度の比較を行い，水平方向と鉛直方向の

比較結果がそれぞれ許容限界以下であることを確認する。 
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Ⅴ-2-別添 3-6 可搬型重大事故等対処設備の 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果 
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1. 概要 

  本資料は，資料Ⅴ-2-別添 3-1「可搬型重大事故等対処設備の耐震計算方針」に基づき，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対する機能を保持できることを確認した可搬型重大事故等対処設備に

対し，水平 2方向及び鉛直方向の組合せによる地震力が与える影響について説明するものである。

なお，耐震設計上の重大事故等対処施設の設備の分類に該当しない設備である可搬型重大事故等

対処設備は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規則の

解釈」別記 2 において水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる評価を要求されていない

が，確認を行うものである。 

 

2. 基本方針 

  水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，資料Ⅴ-2-1-8「水平 2 方

向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4.2 機器・配管系」の評価方針を

踏まえて，可搬型設備としての構造上及び保管方法の特徴を踏まえた抽出を行い，設備が有する

耐震性に及ぼす影響を評価する。 

 

3. 評価方法 

  資料Ⅴ-2-1-8「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価方針」の「4. 各施

設における水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針」を踏まえて，基準地震動Ｓ

ｓによる地震力に対して，耐震評価を実施する設備のうち，従来の設計手法における水平 1 方向

及び鉛直方向地震力を組み合わせた耐震計算に対して，設備の構造特性から水平 2方向及び鉛直

方向地震力の組合せによる影響の可能性があるものを抽出し，設備が有する耐震性に及ぼす影響

を評価する。影響評価のフローを図 3-1 に示す。 

 

(1) 評価対象となる設備の整理 

可搬型重大事故等対処設備のうち，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して構造強度及び機

能維持を確認する設備を評価対象とする。（図 3-1①） 

 

(2) 構造上の特徴による抽出 

可搬型設備としての構造上及び保管方法の特徴から水平 2方向の地震力が重複する観点に

て検討を行い，水平 2 方向の地震力による影響の可能性がある設備を抽出する。（図 3-1②） 

 

(3) 発生値の増分による抽出 

水平 2方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平 2方向の地震力が各方

向 1：1 で入力された場合に各部にかかる荷重や応力等を求め，従来の水平 1 方向及び鉛直

方向地震力の組合せによる設計に対して，水平 2方向及び鉛直方向地震力を考慮した発生値

の増分を用いて影響を検討し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。（図 3-1③） 

 

(4) 水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

(3）の検討において算出された荷重や応力等を用いて，設備が有する耐震性への影響を検
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討する。（図 3-1④） 

 

 

 

図 3-1 水平 2方向及び鉛直方向の地震力を考慮した影響評価のフロー 

  

①評価対象となる設備の整理 

②構造上水平 2 方向の地震力の影響の
可能性がある設備か 

 

 

 

水平 2方向及び鉛直方向地震力を 
考慮した発生荷重等を用いた検討 

 

 

④水平 2 方向及び鉛直方向 

地震力の影響評価（水平 2 方向及び 

鉛直方向地震力に対し、耐震性を有して

いることへの影響があるか） 
 

 

従来の設計手法に加えて更なる 
設計上の配慮が必要な設備 

従来の設計手法で水平 2 方向及び

鉛直方向の地震力は対応可能 

③水平 2 方向及び鉛直方向地震力を 

考慮した発生値が従来の発生値と比

べて影響があるか 

4.1(2)項 
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4. 評価結果  

4.1 水平 2 方向及び鉛直方向の組合せの評価設備（部位）の抽出 

評価対象設備を表 4-1 に示す。資料Ⅴ-2-12「水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せに関

する影響評価結果」の「3.2 機器・配管系」の評価設備（部位）の抽出方法を踏まえ，評価

対象設備の各評価部位，応力分類に対し構造上の特徴から，水平 2方向の地震力による影響を

以下の項目により検討し，影響の可能性がある設備を抽出した。 

 

(1) 水平 2 方向の地震力が重複する観点 

評価対象設備は，水平 1方向の地震力に加えて，さらに水平直交方向に地震力が重複した

場合，水平 2方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の影響検討が必要と

なる可能性があるものとして抽出した。抽出結果を表 4-2 に示す。 

なお，対象設備の抽出に当たって，耐震性への影響が軽微とした設備の理由を以下に示す。 

 

① 機能維持評価対象設備 

ａ. 発電機 

現行の機能維持確認済加速度における詳細評価＊で最弱部である軸系において，曲

げに対して軸直角方向の水平方向の地震力のみを負担し，ほかの水平方向の地震力は

負担しないため，水平 2方向入力の影響は軽微である。 

 

ｂ. 横型ポンプ 

現行の機能維持確認済加速度における詳細評価＊で最弱部である軸系において，曲

げに対して軸直角方向の水平方向の地震力のみを負担し，ほかの水平方向の地震力は

負担しないため，水平 2方向入力の影響は軽微である。 

 

ｃ. 圧縮機 

現行の機能維持確認済加速度における詳細評価＊で最弱部である軸系において，曲

げに対して軸直角方向の水平方向の地震力のみを負担し，ほかの水平方向の地震力は

負担しないため，水平 2方向入力の影響は軽微である。 

 

ｄ. 収納箱 

収納箱に保管している設備（収納ラック保管含む）は，収納箱内で緩衝材によって

保護されており，X，Y の 2 方向入力に対して，応答増加は生じないものと考えられ

ることから，水平 2方向の入力の影響は軽微である。 

 

ｅ. その他 

水平 2 方向と鉛直方向を同時に入力した加振試験結果に基づき機能維持評価を実施

している。 

 

注記 ＊：ＪＥＡＧ4601-1991 で定められた評価部位の余裕度評価 
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(2) 水平 1 方向及び鉛直方向地震力に対する水平 2 方向及び鉛直方向地震力の増分の観点 

(1）にて影響の可能性がある設備について，水平 2 方向の地震力が各方向 1：1 で入力さ

れた場合に各部にかかる荷重や応力を求め，従来の水平 1方向及び鉛直方向地震力の設計手

法による発生値と比較し，その増分により影響の程度を確認し，耐震性への影響が懸念され

る設備を抽出した。抽出結果を表 4-2 に示す。 

なお，対象設備の抽出にあたって，耐震性への影響が軽微とした設備の理由を以下に示す。 

 

① 構造強度評価対象設備 

ａ. 車両型設備 

車両型設備に積載したポンプ，発電機，内燃機関等は，矩形構造の横型回転機器で

あり応答軸（強軸・弱軸）が明確である。水平 2方向の地震力が発生した場合，その

応答はそれぞれの応答軸方向に分解され，実質的には弱軸方向に 1方向入力した応答

レベルと同等となることから，耐震性への影響の懸念はないと整理した。 

 

ｂ. ボンベ型設備 

ボンベ型設備は，矩形構造の架構設備であり応答軸（強軸・弱軸）が明確である。

水平 2 方向の地震力が発生した場合，その応答はそれぞれの応答軸方向に分解され，

実質的には弱軸方向に 1方向入力した応答レベルと同等となることから，耐震性への

影響の懸念はないと整理した。 

 

② 機能維持評価設備 

ａ. その他設備（本体固縛設備） 

その他設備（本体固縛設備）は，応答軸（強軸・弱軸）が明確である。水平 2 方向

の地震力が発生した場合，その応答はそれぞれの応答軸方向に分解され，実質的には

弱軸方向に 1方向入力した応答レベルと同等となることから，耐震性への影響の懸念

はないと整理した。 

 

4.2 水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

表 4-2 において，水平 2方向の地震力による影響の可能性があるとして抽出された設備はな

いため，水平 2方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価を行う設備はない。 

 

4.3 まとめ 

可搬型重大事故等対処設備について，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の影響を受ける可能性

がある設備（部位）について，従来設計手法における保守性も考慮した上で抽出し，従来の水

平 1 方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して影響を確認した結果，設備が有する

耐震性に影響のないことを確認したため，設計手法に加えて更なる設計上の配慮が必要な設備

はない。 
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表 4-1 水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響検討対象設備 

別添番号 設備名称 
構造強

度評価 

機能維

持評価
部位＊ 

別添 3-3 

可搬型代替注水大型ポンプ ○ ○ 各部位

可搬型代替注水中型ポンプ ○ ○ 各部位

可搬型代替低圧電源車 ○ ○ 各部位

窒素供給装置用電源車 ○ ○ 各部位

窒素供給装置 ○ ○ 各部位

タンクローリ ○ ○ 各部位

別添 3-4 

非常用窒素供給系高圧窒素ボンベユニット ○ － 各部位

非常用逃がし安全弁駆動系高圧窒素ボンベユニット ○ － 各部位

中央制御室待避室空気ボンベユニット ○ － 各部位

緊急時対策所加圧設備 ○ － 各部位

第二弁操作室空気ボンベユニット ○ － 各部位

別添 3-5 

緊急時対策所エリアモニタ － ○ 各部位

可搬型モニタリング・ポスト － ○ 各部位

可搬型ダスト・よう素サンプラ － ○ 各部位

β線サーベイ・メータ － ○ 各部位

ＮａＩシンチレーションサーベイ・メータ － ○ 各部位

ＺｎＳシンチレーションサーベイ・メータ － ○ 各部位

電離箱サーベイ・メータ － ○ 各部位

小型船舶 － ○ 各部位

可搬型気象観測設備 － ○ 各部位

可搬型計測器 － ○ 各部位

可搬型整流器 － ○ 各部位

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 － ○ 各部位

可搬型照明（ＳＡ） － ○ 各部位

携行型有線通話装置 － ○ 各部位

無線連絡設備（携帯型） － ○ 各部位

衛星電話設備（携帯型） － ○ 各部位

衛星電話設備（可搬型）（待避室） － ○ 各部位

酸素濃度計 － ○ 各部位

二酸化炭素濃度計 － ○ 各部位

データ表示装置（待避室用含む） － ○ 各部位

注記 ＊：評価部位については，別添 3-3 から別添 3-5 に示す耐震評価箇所のとおり。 
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表 4-2 水平 2方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（1/5） 

(凡例） ○：影響の可能あり 

    △：影響軽微 

    －：該当なし 

（1）構造強度評価（1/2） 

設備（機種）及び部位 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1 項(1)

の観点 

4.1 項(2)

の観点 
検討結果（影響軽微の理由） 

可搬型代替注水大型ポンプ ○ △ 
4.1 項(2)①ａ. 「車両型設備」

の理由による 

可搬型代替注水中型ポンプ ○ △ 
4.1 項(2)①ａ. 「車両型設備」

の理由による 

可搬型代替低圧電源車 ○ △ 
4.1 項(2)①ａ. 「車両型設備」

の理由による 

窒素供給装置用電源車 ○ △ 
4.1 項(2)①ａ. 「車両型設備」

の理由による 

窒素供給装置 ○ △ 
4.1 項(2)①ａ. 「車両型設備」

の理由による 

タンクローリ ○ △ 
4.1 項(2)①ａ. 「車両型設備」

の理由による 
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表 4-2 水平 2方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（2/5） 

(凡例） ○：影響の可能あり 

    △：影響軽微 

    －：該当なし 

（1）構造強度評価（2/2） 

設備（機種）及び部位 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1 項(1)

の観点 

4.1 項(2)

の観点 
検討結果（影響軽微の理由） 

非常用窒素供給系 

高圧窒素ボンベユニット 
○ △ 

4.1 項(2)①ｂ. 「ボンベ型設

備」の理由による 

非常用逃がし安全弁駆動系 

高圧窒素ボンベユニット 
○ △ 

4.1 項(2)①ｂ. 「ボンベ型設

備」の理由による 

中央制御室待避室 

空気ボンベユニット 
○ △ 

4.1 項(2)①ｂ. 「ボンベ型設

備」の理由による 

緊急時対策所加圧設備 ○ △ 
4.1 項(2)①ｂ. 「ボンベ型設

備」の理由による 

第二弁操作室空気ボンベユニット ○ △ 
4.1 項(2)①ｂ. 「ボンベ型設

備」の理由による 

非常用窒素供給系 

高圧窒素ボンベユニット 
○ △ 

4.1 項(2)①ｂ. 「ボンベ型設

備」の理由による 
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表 4-2 水平 2方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（3/5） 

(凡例） ○：影響の可能あり 

    △：影響軽微 

    －：該当なし 

（2）機能維持評価（1/3） 

設備（機種）及び部位 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1 項(1)

の観点 

4.1 項(2)

の観点 
検討結果（影響軽微の理由） 

可搬型代替注水大型ポンプ △ － 

4.1 項(1)①ａ.，ｂ.及びｅ.

「発電機」，「横型ポンプ」及び

「その他」の理由による 

可搬型代替注水中型ポンプ △ － 
4.1 項(1)①ａ. 「発電機」の理

由による 

可搬型代替低圧電源車 △ － 
4.1 項(1)①ａ.及びｅ. 「発電

機」及び「その他」の理由による

窒素供給装置用電源車 △ － 
4.1 項(1)①ａ.及びｅ. 「発電

機」及び「その他」の理由による

窒素供給装置 △ － 
4.1 項(1)①ｃ. 「圧縮機」の理

由による 

タンクローリ △ － 

4.1 項(1)①ｂ.及びｅ. 「横型ポ

ンプ」及び「その他」の理由によ

る 
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表 4-2 水平 2方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（4/5） 

(凡例） ○：影響の可能あり 

    △：影響軽微 

    －：該当なし 

（2）機能維持評価（2/3） 

設備（機種）及び部位 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1 項(1)

の観点 

4.1 項(2)

の観点 
検討結果（影響軽微の理由） 

緊急時対策所エリアモニタ △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

可搬型モニタリング・ポスト △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

可搬型ダスト・よう素サンプラ △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

β線サーベイ・メータ △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

ＮａＩシンチレーション 

サーベイ・メータ 
△ － 

4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

ＺｎＳシンチレーション 

サーベイ・メータ 
△ － 

4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

電離箱サーベイ・メータ △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

小型船舶 ○ △ 
4.1 項(2)②ａ. 「本体固縛設

備」の理由による 

可搬型気象観測設備 △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

可搬型計測器 △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

可搬型整流器 ○ △ 
4.1 項(2)②ａ. 「本体固縛設

備」の理由による 

 



 

10 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-別

添
3
-
6 
R
0
E 

 

表 4-2 水平 2方向及び鉛直方向地震力の評価部位の抽出結果（5/5） 

(凡例） ○：影響の可能あり 

    △：影響軽微 

    －：該当なし 

（2）機能維持評価（3/3） 

設備（機種）及び部位 

水平 2方向及び鉛直方向地震力の影響の可能性 

4.1 項(1)

の観点 

4.1 項(2)

の観点 
検討結果（影響軽微の理由） 

逃がし安全弁用可搬型蓄電池 ○ △ 
4.1 項(2)②ａ. 「本体固縛設

備」の理由による 

可搬型照明（ＳＡ） ○ △ 
4.1 項(2)②ａ. 「本体固縛設

備」の理由による 

携行型有線通話装置 △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

無線連絡設備（携帯型） △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

衛星電話設備（携帯型） △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

衛星電話設備（可搬型） 

（待避室） 
○ △ 

4.1 項(2)②ａ. 「本体固縛設

備」の理由による 

酸素濃度計 △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

二酸化炭素濃度計 △ － 
4.1 項(1)①ｄ. 「収納箱」の理

由による 

データ表示装置（待避室用含む） ○ △ 
4.1 項(2)②ａ. 「本体固縛設

備」の理由による 

 




